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第１章 現状認識と研究会の目的 

 

（地球温暖化防止に向けた機運の高まりと自動車関連税） 

1997 年 12 月に締結された京都議定書の目標では、わが国の地球温暖化防

止のための取組みとして、その約束期間（2008～12年度）においてＣＯ２排

出量を 1990 年比で△６％削減することが掲げられている。しかしながら、

2006 年度の排出量確定値は、1990 年比で＋6.2％の増加となっており、議定

書の目標達成には森林吸収源等の効果を除けば2006年度対比△6.8％の削減

が必要となっている。 

また、民主党マニフェスト 2009 においては、ＣＯ２排出量を 1990 年比△

25％削減することが掲げられており、鳩山首相は、世界のすべての主要国に

よる公平かつ実効性のある国際的枠組みの構築が不可欠としつつ、わが国に

おけるＣＯ２排出量△25％削減を、すべての政策を総動員して達成するとし

ている。 

このように、地球温暖化防止のためのＣＯ２排出抑制の要請は、近年非常

に大きなものがある。この中で、わが国のＣＯ２排出量の２割強を占める運

輸部門（船舶を含む。）からのＣＯ２排出抑制は非常に重要な課題である。

運輸部門からのＣＯ２排出量（2006 年確定値）は、1990 年対比で＋16.7％

の増加となっており、自動車の台数の増加と相まって、非常に大きな伸びを

示している。 

 

（平成 22年度税制改正における議論） 

平成 22 年度税制改正においては、揮発油税、軽油引取税などの暫定税率

の取扱いが大きな焦点となったが、議論の過程においては、民主党のマニフ

ェストに掲げられた「地球温暖化対策税」の制度設計についても、環境省、

経済産業省などから提案があるなど、環境に関連した税のあり方についても

議論がなされた。 

その中で、原口総務大臣から、地方における環境対策の規模の大きさなど

を踏まえ、地方環境税の提案がされた。この提案の中で、地方税における「環

境自動車税」構想について、提案された。「環境自動車税」とは、自動車税

（地方税）と自動車重量税（国税）を一本化し、環境損傷負担金的性格と財

産税的性格をあわせもつ税として再構築しようとするものである。 
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平成 22 年度税制改正では、地球温暖化対策のための税も含め、環境関連

の税についての具体的な制度設計は見送られたが、その方向性は税制改正大

綱において明記された。このうち、地方環境税については、「ＣＯ２の排出

を抑制するためには、地方税においても、すでに軽油等に課税していること

を踏まえ、燃料や自動車に対して、環境への負荷に応じた措置を行うことが

必要です。」とされ、また、国税・地方税共通の検討事項として、「車体課税

については、エコカー減税の期限到来時までに、地球温暖化対策の観点や国

及び地方の財政の状況も踏まえつつ、今回、当分の間として適用される税率

の取扱いを含め、簡素化、グリーン化、負担の軽減等を行う方向で抜本的な

見直しを検討します。」とされた。 

 

（研究会の設置目的と議論の経過） 

「自動車関係税制の課税のあり方に関する研究会」は、平成 21 年 5 月、

自動車の取得及び保有に関する自動車関連税（わが国では、自動車取得税、

自動車税、自動車重量税及び軽自動車税をいう。以下同じ。）のうち、地方

税である自動車取得税、自動車税及び軽自動車税について、地球温暖化対策

の政策ツールとしての要請と、貴重な財源としての位置づけを踏まえつつ、

今日的なあり方を検討するために設置されたものである。 

具体的には、諸外国のＣＯ２排出量ベースの課税のあり方について、ＥＵ、

ドイツ、フランス、イギリス、デンマークの取り組みを調査し、基礎的な研

究資料を蓄積するとともに、整理し、これまでの地方税における取り組みと

課題を踏まえた上で、わが国における新しい自動車関連税のあり方を、ＣＯ

２排出量ベースの課税を軸に検討したものである。 

 この研究会は、諸富徹京都大学大学院経済学研究科准教授を座長に、松本

茂青山学院大学経済学部准教授、吉村政穂横浜国立大学大学院国際社会科学

研究科准教授、木下誠東京都主税局税制部副参事、武井政二神奈川県政策部

税制企画担当課長及び山﨑重孝総務省自治税務局都道府県税課長（平成 21

年 7 月まで青木信之自治税務局都道府県税課長（現自治税務局企画課長））

を委員として、（財）地方自治情報センターの主催により開催した。 

研究会は、平成 21 年 5 月に設置されたのち、同年 7 月にＥＵ及びドイツ

への第一回海外調査（諸富座長及び総務省平木補佐）、8月から 9月にかけて

フランス、デンマーク及びイギリスへの第二回海外調査（松本委員、吉村委

員及び総務省高田補佐）を行い、平成 22 年年 3 月まで 6 回にわたって、ヨ
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ーロッパの自動車関連税の調査と整理及びその分析を通じて、わが国でＣＯ

２排出量ベースの課税の仕組みを導入する場合の論点について、議論を行っ

た。 

この報告書は、この研究会の成果をまとめたものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

4 
 

第２章 諸外国の状況 

 

第１節 ＥＵの状況 

 

１ ＣＯ２排出量ベースの課税の概況 

 

（１） ＣＯ２排出量ベースの課税の状況 

 

調査を行った 2009 年 7月現在、ヨーロッパ 17カ国でＣＯ２排出量ベース

の課税を何らかのかたちで取り入れた自動車関連税（取得課税及び保有課税

のことをいう。）が存在している。（欧州自動車工業会（以下「ACEA」という。）

の資料による。図１参照） 

ＣＯ２排出量ベースの課税を取り入れている各国の状況（イタリアを除く）

を整理すると、①完全にＣＯ２排出量ベースに連動した課税体系を採用して

いるもの、②ＣＯ２排出量ベースとその他の基準を併用しているもの、③基

本となる税率がありＣＯ２排出量に応じた重課・軽課が行われるもの、と分

類できる。（図２参照） 

なお、①と②は基本的な制度として自動車関連税にビルドインされたもの

であり、③は特例的な制度である、と整理できる。 

 

（図1）欧州におけるＣＯ２ 排出量に応じた自動車課税の導入状況 
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（図２）各国のＣＯ２排出量に応じた自動車課税の導入状況 

  
取課

課税 

保有

課税 
概            要 

オーストリア ○   

1． 石油燃料税は自動車の最初の登録時に課税される 

(ガソリン車) 取得価格×（３ℓあたりの燃料消費量）の２％ 

（ディーゼル車） 取得価格×（２ℓあたりの燃料消費量）の２％ 

2． Bonus-malus（重課軽課）システムで、ＣＯ２排出量が＜120ｇ/㎞

の自動車は最大300ユーロの軽減。＞180g/㎞（2010/1/1から160ｇ/

㎞）の自動車は180g/㎞を超過するg/km毎に25ユーロの加算。石油

を使わない自動車は最大 500 ユーロの軽減 

3． 5mg/kmの粒状物質（PM）を排出するディーゼル車は最大300 ユ

ーロの加算。逆に、＜5mg/kmの粒子状物質や＜80g/kmのNOxの排

出をするディーゼル車は、最大200 ユーロの軽減。（1kmあたり＜

60mg/km未満のNOx排出をするガソリン車にも適用）。 

ベルギー 

    

ＣＯ２排出量が＜115g/kmの自動車を購入した個人に対し、個人所得

税における所得控除。                                                         

（＜105g/kmの自動車） 取得価格の 15％（上限 4540 ユーロ）                                                                            

（105～115g/kmの自動車） 取得価格の 3％（上限 850 ユーロ）                                                            

  ○ 社用車税（ＣＯ２排出量ベース課税） 

○   

ワロン地域では＜145g/㎞の排出量の新車が軽課（＜105g/kmの自

動車は最大1000 ユーロ）され、＞195g/kmの排出量の場合は重課

（＞225g/kmの自動車は最大1000 ユーロ）。 

キプロス 

○   

登録税（取得価格に基づく課税）                                                                                                     

ＣＯ２排出量に応じ、税率を調整。（＜120g/kmの自動車の税率は

30％減尐し、＞250g/kmの自動車の税率は 20％増加） 

  ○ 
道路税（排気量ベース課税）                                                                                     

ＣＯ２排出量に応じ、＜150g/kmの自動車につき税額を 15％減尐。 

デンマーク 

○   

登録税（取得価格に基づく課税）                                                                                                         

１リットル当たりの走行可能距離がそれぞれ＞16km（ガソリン車）、＞

18km（ディーゼル車）の場合に 1km/リットルあたり4000DKKの軽課。

１リットル当たりの走行可能距離がそれぞれ＜16km（ガソリン車）、＜

18km（ディーゼル車）の場合に 1km/リットル 1000DKKの重課。 

  ○ 

道路税（燃費ベース課税）                                                                                                                                                 

（ガソリン車） 520DKK(＞20km/㍑性能の自動車）～18,460DKK（＜

4.5km/㍑性能の自動車） 

（ディーゼル車） 160DKK(＞32.1km/㍑性能の自動車）～

25,060DKK(＜5.1km/㍑性能の自動車） 

フィンランド ○   
登録税（取得価格に基づく課税）                                                                                                                     

ＣＯ２排出量に応じ、12.2％（＜60g/km）～48.8％（＞360g/km）。税体
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系は完全に proportional。 

  ○ 

道路税(現在、重量等に応じた課税→2010年からＣＯ２排出量ベース

課税）                                                                                                          

（税額） 20 ユーロ～605 ユーロ。 

フランス 

○   

1．ＣＯ２排出量に基づく Bonus-malus（重課軽課）システムにより、最

大 5,000 ユーロのボーナス（＜60g/km）、＞160g/kmの場合は重課さ

れ、最大 2,600 ユーロの重課（＞250g/kmの場合）。 

  ○ 

2．社用車税（ＣＯ２排出量ベース課税）                                                                               

（税額） 2 ユーロ（＜100g/kmの自動車）～19 ユーロ（＞250g/kmの

自動車） 

ドイツ   ○ 

1．自動車税につき、2009年7月からＣＯ２排出量と排気量を併用した

課税に移行。 

（ＣＯ２排出量ベース課税） 2 ユーロ/g/km 

（排気量ベース課税） ガソリン車 2 ユーロ/100cc ディーゼル車 

9.5 ユーロ/100cc 

2．＜120g/kmの自動車は免税（2012～13は 110g/km、2014～は

95g/km) 

アイルランド 

○   

登録税（取得価格に基づく課税）                                                                                                                 

ＣＯ２排出量に応じ、14％（＜120 g/km）～36％（＞225 g/km ）。 ハ

イブリッドやフレキシブル燃料車は上限 2,500 ユーロの軽減。 

  ○ 
道路税（ＣＯ２排出量ベース課税）                                                                                   

（税額）  104ユーロ (＜120 g/km) ～ 2,100ユーロ ( ＞225 g/km)。 

マルタ ○   2009年より、登録税をＣＯ２排出量に応じた課税に変更。 

ルクセンブルグ   ○ 

自動車税（ＣＯ２排出量ベース課税）                                                                                                                                         

（ディーゼル車以外） 0.6×ＣＯ２排出量（g/km）                                                                                        

（ディーゼル車） 0.9×ＣＯ２排出量（g/km）     

＊指数については、10g/km ごとに 0.1 ずつ上昇。 

オランダ 

○   

登録税（取得価格に基づく課税）                                                                                                         

燃費によって、重課軽課が行われる。通常よりも 20％燃費の良い車

は、最大1,400ユーロのボーナス、通常よりも30％燃費の悪い車は最

大 1,600 ユーロのペナルティ。ハイブリッド車は最大 6,400 ユーロのボ

ーナス。＜95g/km（ディーゼル車）、＜110g/km（ディーゼル車以外）

は、登録税の課税免除。＞250g/km（ガソリン車）、＞170g/km（ディー

ゼル車）は、超過する g/kmあたり 125 ユーロの重課。 

  ○ 
自動車税についても、＜110g/km（ガソリン車）、＜95g/km（ディーゼ

ル車）は軽課。 
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ポルトガル ○   

登録税（排気量ベースとＣＯ２排出量ベースの併用）   このうち、Ｃ

Ｏ２排出量ベース部分の計算式は、                                                                                                                                  

（ガソリン車） 3.5 ユーロ×g/km-329（＜115g/km）～125 ユーロ×

g/km-20,766（＞205g/km）                                                                                        

（ディーゼル車） 10ユーロ×g/km-730（＜95g/km）～168ユーロ×

g/km-21,610（＞170g/km） 

ルーマニア ○   
特別汚染税（登録税）は、ＣＯ２排出量、排気量及びＥＵRO基準に基

づいた課税。 

スペイン ○   

登録税（取得価格に基づく課税） 

ＣＯ２排出量に応じ、税率は、0％（＜120g/km）～14.75％（＞

200g/km）。 

スウェーデン   ○ 

自動車税（ＥＵRO4適合車についてはＣＯ２排出量ベースの課税）                                                                                                                                        

（基本税額） SEK360＋SEK15/g/km（＞100g/kmの場合）   ディー

ゼル車の場合、3.15 または 3.3 を当該額に乗じて得た額が税額。                                                             

＊なお、代替エネルギー車は、SEK10 /g/km（＞100g/kmの場合）                                                                        

イギリス 

  ○ 

自動車税（ＣＯ２排出量ベース課税）                                                                                                                                        

（税額） 0 ポンド（＜100g/km）～400 ポンド（ガソリン車、ディーゼル

車）、385 ポンド（代替エネルギー車）（＞255g/km)                                                                      

  ○ 

社用車税(簿価に基づく課税)                                                                                                 

ＣＯ２排出量に応じ、10％（＜120g/km）～35％（＞235g/km）   ディ

ーゼル車には 3％の付加税（最大 35％） 

 

（完全にＣＯ２排出量ベースに連動した課税体系を採用している例） 

デンマークの道路税（保有課税）は燃費基準に完全に連動している。税率

は、ディーゼル車の方がガソリン車に比べ高めに設定されている。 

フィンランドの登録税（取得課税）は完全にＣＯ２排出量に連動している。

ディーゼル車とガソリン車の別による税率の差は設定されていない。なお、

道路税（保有課税）も 2010 年から完全にＣＯ２排出量に連動した制度に改

革されるとのことである。 

フランスの社用車税やイギリスの自動車税及び社用車税（いずれも保有課

税）においても、完全にＣＯ２排出量に応じた課税が行われている。 

スウェーデンの自動車税（保有課税）では、一定の排出ガス規制適合車に

限りＣＯ２排出量に応じた課税が行われており、ディーゼル車の税率は比較

的高く設定され、代替エネルギー車に対しては軽減税率が適用されている。 

 

（ＣＯ２排出量ベースとその他の基準を併用している例） 



 

8 
 

ドイツの自動車税（保有課税）は、排気量ベースの課税とＣＯ２排出量ベ

ースの課税を併用している。排気量ベースの課税ではガソリン車に比してデ

ィーゼル車の税率が高く設定されているが、ＣＯ２排出量に応じた課税では

ガソリンとディーゼルの別にかかわらず比例的な税率構造（免税基準を超え

る 1g/km あたり 2ユーロ1）となっている。 

ポルトガルの登録税（取得課税）も排気量ベースの課税とＣＯ２排出量に

応じた課税を併用し、ルーマニアの特別汚染税（取得課税）は、ＣＯ２排出

量、排気量及び EURO2基準を併用した体系となっている。 

 

（ＣＯ２排出量に応じて重課・軽課が行われるもの） 

デンマークの登録税（取得課税）は取得価格に応じた課税である。その上

で、ガソリン車とディーゼル車の燃費性能に応じ、一定の燃費を下回る 1km/ 

ℓ あたり 1,000 デンマーク・クローネ（DKK）3の重課又は上回る 1km/ℓ あた

り 4,000DKK の軽課が行われている。 

重課・軽課の仕組みとして特徴的なのが Bonus-Malus システムである。

Bonus-Malus システムは、登録段階において、ＣＯ２排出量に応じた負担の

加減を行うものであり、ACEA の資料ではオーストリア、デンマーク、フラン

ス、オランダなどで採用されている。Bonus-Malus 制度は、登録税と補助金

を組み合わせた制度となっているケースが多く、重課をする場合は登録税を

加重し、軽減をする場合は補助金を交付する仕組みを取っている。なお、こ

の仕組みについては、後述する。 

 

ＥＵ各国の自動車関連税のうち、登録税の課税標準は基本的には取得価格

であり、また、自動車税の税率は、乗用車は排気量、馬力や車両重量、貨物

車は車両重量、車軸長や最大積載量などに応じて設定されている。 

今般、乗用自動車の課税について、ＣＯ２排出量に応じた税率を設定する

税制度・特例を講じる加盟国が増加傾向にある。 

 

 

 

                                                   
1 １ユーロ＝１３０円（日本銀行/基準外国為替相場（平成２２年３月適用分）） 
2 ヨーロッパ共通の排出ガス基準。２００９年から最新規制である「ＥＵＲO６」が施行。 
3 １ＤＫＫ＝１７．５円（日本銀行/基準外国為替相場（平成２２年３月適用分）） 
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（２） 廃車代替促進補助金（スクラップ・インセンティブ）の状況 

 

2008 年秋のリーマンショック以降の世界同時不況に対する景気対策、自

動車産業支援対策として、ヨーロッパ各国は、廃車代替促進補助金（スクラ

ップインセンティブ）の時限的導入を行っている。調査時点の 2009 年 7 月

の ACEA の資料によれば、11 カ国においてスクラップインセンティブが導入

され、又は導入が決定されている。（図３参照） 

スクラップインセンティブの基本的な構造は、①一定の車齢を超える自動

車を廃車し、②一定の条件を満たす新車（一定の中古車も可）を、③特例期

間内に購入した場合に一定のボーナスが交付される、というものであり、す

ぐれて景気対策的な性格を持っている。そのような性格もあって、ＣＯ２排

出量は要件とされていないか、要件とされていてもそれほど高い水準に設定

されてはいない。 

 

（図3）スクラップインセンティブの導入状況 

国 インセンティブ 
廃車する                                                                                                                 

自動車の車齢 
条件 期間 

オースト

リア 

1,500 ユーロ                           

（約 19.5万円） 
13 年 

・ 尐なくともＥＵRO4 に適合する新車を購入。 

・ ディーラーがインセンティブの 50％を負担。 

・ 総額 4500万ユーロ。 

2009.4.1～

2009.12.31 

フランス 
1,000 ユーロ                                                         

（約 13 万円） 
10 年 

・ ＣＯ２排出量が160g/km以下の新車を購入。 

・ 小型営業車には、ＣＯ２要件なし。 

・ 総額 2.2 億ユーロ程度を想定。 

2008.12.4～

2009.12.31 

ドイツ 
2,500 ユーロ                                                  

（約 32.5万円） 
9 年 

・ 尐なくともＥＵRO4 に適合する新車を購入。 

・ 中古車の購入の場合は、車齢が 1年以内。 

・ 総額 15億ユーロ（60万台）。 

2009.1.14～

2009.12.31 

イタリア 

1,500～5,000

ユーロ                                                                             

（自動車）                                                             

2,500～6,500

ユーロ                                                                        

（LCV） 

9 年 

・ ＥＵRO4＋ＣＯ２排出量が 130g/km（ディーゼ

ル）又は 140g/km（ガソリン） 

・ CNG車の取得特例（1,500 ユーロ）、電気又

は水素自動車（ＣＯ２排出量 120g/km を達成す

れば 3,000 ユーロ、120g/km未満の場合は

3,500 ユーロに増額）と自動車に対する買換え

特例（1,500 ユーロ）は重複適用可能。 

・ LPG車の取得特例（1,500 ユーロ。当該特例

はＣＯ２排出量120g/km未満の場合は2,000ユ

2009.2.7～

2009.12.31                                                   

（2010.3.31 ま

で登録） 
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ーロに増額）と買換え特例は重複適用可能。・ 

LCVの買換え特例（2,500 ユーロ）は CNGを動

力源とするLCVの取得特例（4,000ユーロ）と重

複適用可能。 

・ LPG、電気又は水素を動力源とする LCVの

取得特例（1,500 ユーロ。ＣＯ２排出量120g/km

未満の場合は 2,000 ユーロに増額）と買換え特

例は重複適用可能。 

ポルト

ガル 

1,000 ユーロ                                                                       

1,250 ユーロ 

10 年                                                                                  

15 年 
・ ＣＯ２排出量が140g/km以下の新車を購入。 

2009.1.1～

2009.12.31 

ルーマ

ニア 
約 900 ユーロ 10 年 ・ 適用対象は 6万台を上限。 

2009.2.1～

2009.12.31 

スペイ

ン 

10,000 ユーロ

まで                                             

無利子貸付け 

10 年又は                                      

25 万 km走行 

・ 3 万ユーロまでの新車購入。 

・ ＣＯ２排出量が140g/km以下の新車を購入。 

・ ＣＯ２排出量が 160g/km以下の小型営業車

を購入。 

・ 車齢 15年超の自動車を廃車する場合、5年

以内の中古車の購入にも適用。 

2008.12.1～

2010.10.1 

ルクセ

ンブル

グ 

1,500～1,750

ユーロ 
10 年 

・ ＣＯ２排出量が 120g/km以下の新車を購入

（ディーゼル車はさらにPMが5mg以下が要件）

した場合 1,750 ユーロ。 

・ ＣＯ２排出量が 150g/km以下の新車を購入

した場合 1,500 ユーロ。 

2009.1.22～

2010.10.1 

キプロ

ス 

675～1,700 

ユーロ 
15 年 

・ 単なる廃車は 675 ユーロ。 

・ 燃費が 7㍑/100km以下の新車購入の場合

は、1,280 ユーロ。5㍑/100km以下の場合は、

1,700 ユーロ。 

実施中 

スロバ

キア 

1,000～1,500

ユーロ                                                      

1,000 ユーロ 

10 年 

・ 2.5 万ユーロまでの新車購入。 

・ ディーラーが負担しない場合、1000 ユーロ、

ディーラーが 500 ユーロを負担する場合 1,500

ユーロ（併せて 2,000 ユーロ）の買換え特例。 

・ 4 月からは、ディーラーが 1,000 ユーロ負担

する場合は 1,000 ユーロ（併せて 2,000 ユーロ）

の買換え特例（この場合も、2.5 万ユーロまでの

新車購入に限る）。 

2009.3.9～

2009.3.25 

                                                                  

2009.4.6～

2009.12.31 
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オラン

ダ 
導入は決定したが制度詳細を検討中 2009～2010 

 

 

（３） 自動車関連税に係る 2005 年指令案とその現状 

 

① 2005 年指令案の内容 

 

欧州委員会は 2005 年 7 月に Proposal for a Council Directive on 

Passenger Car Related Taxes（自動車関連税制に関する指令案。以下「2005

年指令案」）を公表した。欧州委員会は、ヨーロッパは一つの市場（コモン・

マーケット）であるにもかかわらず、同一の自動車が複数の加盟国で売買さ

れた場合に登録税が重複して課されること、まちまちな登録税の税率が同一

の自動車の市場価格に歪みを生じさせること、などを理由とした登録税に対

する批判を踏まえ、登録税を中心とする「自動車の取得」に係る税制から「自

動車の保有」に係る税制への転換を目的とし、2005 年指令案を作成した。 

2005 年指令案の主な内容は、次の 3点である。 

 自動車関連税の一定割合（2008年末までに25％、2010年末までに50％）

を、ＣＯ２排出量の要素を取り入れた課税とする。 

 5 年から 10 年の移行期間を設定しつつ、2016 年からは登録課税を廃

止する。その際、保有課税を同額程度増収するなどにより税収を確保

する。 

 登録税が廃止されるまでの間、加盟国内で乗用車を輸出し又は恒久的

に使用するために加盟国内で移動させる場合は、既に支払っている登

録税を払い戻す。 

 

② 2005 年指令案の現状 

 

このような大胆な内容を含んだ 2005 年指令案であるが、2007 年 11 月の

欧州理事会での審議以降、議論されていない。その理由として、①加盟国は、

各国の主権に関わる税制の設計に一定の縛りをもたらす「指令」に対しそも

そもネガティブであること、②自動車関連税はコモン・マーケットの問題で
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はなく指令になじまないという指摘があったこと、③登録税を有する国は、

税収確保の観点などからその廃止は受け入れられないこと、④ＣＯ２排出量

ベースの課税の導入による急激な税収変化の懸念があったこと、などが考え

られる。 

2009 年 7 月の調査時点では、欧州議会と欧州委員会の担当部局は、2005

年指令案は取り下げこそ行われていないが指令として成立する可能性はほ

とんどない、とコメントしている。このようなことから現状の 2005 年指令

案には、取り下げないことで各国にＣＯ２排出量ベースの課税の必要性を訴

え続けるということ以上の意味はないものと考えられる。 

現在の欧州委員会は、税制のハーモナイゼーションは各国主権の観点から

困難であるとの認識から、税制よりもＣＯ２排出量そのものへの規制にその

力点をシフトしている。 

 

（４） 自動車関連税に係るいくつかの論点とコメント 

 

2005 年指令案は、将来の自動車関連税を考える上で重要な論点を含んで

いる。その中で、①自動車関連税の課税ベースとしてのＣＯ２排出量につい

てと、②登録課税の存在意義について、本研究会がインタビューを行った実

務家は以下のようにコメントしている。 

 

① 自動車関連税の課税ベースとしてのＣＯ２排出量 

 

（欧州委員会環境総局大気汚染防止・交通部門担当官） 

 ＣＯ２排出量ベースの課税の導入後も、課税ベースとしてＣＯ２排

出量ベースとその他のベース（排気量など）を併用すべきである。2005

年指令案で、自動車関連税の 50％についてＣＯ２排出量ベースの課

税を採用すべきと提案したのは、自動車関連税には財産税的な考え、

道路損傷負担金的な考え、駐車場整備など一定の費用に充てるべきと

の考えなどがあり、このような部分も自動車関連税に残すべきとの考

え方に基づいている。 

 このような意味から、ドイツの新しい自動車税がＣＯ２排出量ベー

スと排気量ベースを併用していることは、フェア・コンビネーション

であると評価している。 
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② 登録課税の存在意義 

 

（欧州委員会環境総局大気汚染・交通部門担当官） 

 登録課税は、①走行距離等に基づかない課税であり、二重課税の問

題もあるので、将来的には付加価値税や燃料課税に統合すべきとの考

え方がある一方、②登録課税は購入時の負担であり、その額を動かす

ことで購入車の環境性能の良い自動車への選択に影響を及ぼすのに

有効であるとの考え方もある。 

ただ、デンマークなどの非常に高額な登録課税は自動車の課税前価

格を大きく歪めている。 

 

（ヨーロッパ自動車工業会（ACEA）環境・経済局長） 

 登録課税は自動車業界から見れば廃止すべきものであり、小売価格

の引き上げ要素である。 

もっとも登録課税には歴史的経緯や税収確保の問題もあり、なかな

か廃止できないことも事実である。 

 

（ドイツ自動車工業会担当者） 

ドイツに登録課税がない理由として、燃料課税が充分高いことがあ

げられる。ガソリン税は日本では 1リットル 0.4 ユーロ程度だが、ド

イツでは（0.66 ユーロ程度と）かなり高い。ドイツの燃料課税との

ギャップを日本では自動車取得税として吸収しているのではないか。 

 

２ ＥＵにおけるＣＯ２排出規制 

 

（１） ＣＯ２排出規制法成立までの流れ 

 

自動車からのＣＯ２排出量の抑制は、自動車会社の自主的な取り組みに委

ねられていた。1998 年に ACEA は、2008 年度までに新車の平均ＣＯ２排出量

を 1995 年の水準（約 180g/km）対比△25％減の 140g/km とする自主的協定

（Voluntary Agreement）を締結し、この協定に基づき各社はＣＯ２排出量

の削減に取り組んできた。 
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しかしながら、2007 年段階において、新車の平均ＣＯ２排出量は、平均

158g/km にとどまり、自主的協定は達成されなかった（図４参照）。この理由

として ACEA は、①市場が大型車を求める傾向にあったこと、②歩行者安全

保護などの規制が存在したこと、などを挙げ、これにより約 15g/km 分のＣ

Ｏ２排出量の増加があったとしている。自主的協定が守られなかったことと、

税制のハーモナイゼーションが進まない一方で、ＣＯ２排出量の抑制はＥＵ

として取り組むべき課題であるとの認識のもと、欧州委員会は 2007 年 12月

に新車乗用車のＣＯ２排出性能に係る規制法案を提案することとなった。 

この法案は、2008 年 9 月に欧州委員会産業・エネルギー委員会において

意見採択された後、同月欧州議会環境委員会にて採決、12月の欧州理事会及

び欧州議会において非公式合意が成立し、翌 2009 年 4月に、Regulation (EC) 

No443/2009 of the European Parliament and of the Council（以下「ＣＯ

２排出規制法」という。）として成立した。 

規制法案の審議経過では、規制値の完全実施時期や規制値を遵守できなか

った場合のペナルティの額などについて、ACEA などとの協議を経ていくつか

の妥協が行われたものの、比較的スムーズに成立した。 
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（２） ＥＵのＣＯ２排出規制法の内容 

 

① 規制値 

 

ＥＵのＣＯ２排出規制法では、2012 年までに自動車産業全体の平均ＣＯ

２排出量を 120g/km とするとしている。このうち、130g/km まではエンジン

技術の改善により達成し、残りの 10g/km は補完的措置により、最終的に

120g/km を達成するとしている。 

この規制値は 2015 年に完全実施される。ＣＯ２排出規制法では、2014 年

までは経過的な措置として 2012 年は全新車販売台数の 65％、2013 年には

75％、2014年には80％の自動車について規制値を満たせばよいとしている。 

また、規制値は、小型車を製造するルノーやフィアットなどの自動車メ

ーカーと大型車が中心のフォルックスワーゲンやBMWといったメーカーとの

製造自動種によるＣＯ２排出量の根本的な違いを考慮に入れ、自動車産業

「全体」で達成されるものとされている。個別のメーカーには、欧州委員会

から個別の目標値が割り当てられる。 

なお、2020 年までに、平均ＣＯ２排出量を 95g/km とする、野心的な長期

目標値も盛り込まれている。 

 

② 複数企業による規制値達成 

 

規制値を達成するため、5年以内の年度を区切り複数企業一括での平均Ｃ

Ｏ２排出量を届け出ることも可能である（プールシステム）。プールシステ

ムの相手を見つけられないブランド（生産台数が尐ない、特殊なカテゴリの

自動車を製造など）については、規制値の適用対象から除外し、25％の平均

ＣＯ２排出量の削減に替えることも可能としている。 

 

③ モニタリング 

 

欧州委員会はＣＯ２排出量の規制を担保するため、対象となる自動車及び

製造業者ごとのデータについて中央管理することとしている。 

具体的には、加盟国は、2010 年から、加盟国内で登録された対象自動車

について製造者、型式、ＣＯ２排出量、車両重量、等を記録し、製造業者
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ごとに国内で登録された対象自動車数、平均ＣＯ２排出量、③平均車両重

量、等を決定するとしており、これらデータが欧州委員会で中央管理され

ている。 

なお、ＣＯ２排出量の確認方法については、加盟国は新車の性能試験の際、

検査機関から製造者に交付される適合証明書（Certificate of Conformity）

に記載されているＣＯ２排出量によることとされている。適合証明書は、

Directive2007/46/EC of the European Parliament and of the Council に

根拠を持つものであり、性能試験はＥＵ域内で共通であるため、どの国で新

車が製造されたかにかかわらず自動車のＣＯ２排出性能を統一的に確認す

ることができる。このＣＯ２排出量等の情報から自動車メーカーごとに平均

ＣＯ２排出量を算定する。 

 

④ ペナルティ 

 

自動車メーカーは、割り当てられた規制値を達成できない場合、以下のよ

うに超過 g/km に応じたペナルティを支払うこととなる。 

（2012 年から 18年まで） 

 1g/km 以下の超過 1台につき 5ユーロ 

 1～2g/km の超過 1台につき 15ユーロ 

 2～3g/km の超過 1台につき 25ユーロ 

 3g/km 超の超過 1台につき 95ユーロ 

（2019 年以降） 

 超過 g/km あたり 1台につき 95ユーロ 

 

⑤ 優遇措置 

 

（スーパークレジット） 

ＣＯ２排出量が 50g/km 未満の極めて環境性能の良い自動車には、以下の

ような台数のカウントに係る特例が設けられている。 

 2012、13年 3.5 台とカウント 

 2014 年 2.5 台とカウント 

 2015 年 1.5 台とカウント 

このようにカウントすることで、母数である生産台数が大きくなることか
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ら、１台当たりの平均ＣＯ２排出量を縮小する効果がある。 

例えば、40g/km、70g/km、100g/km の自動車を１台ずつ生産した時のＣＯ

２排出量は、単純平均の場合では 70g/km であるが、スーパークレジットを

利用した場合 38.2g/km（[40g/km+70g/km+100g/km]÷[3.5+１+１]）まで低減

する。 

 

（代替燃料自動車に対する特例） 

2015 年まで、代替燃料自動車（バイオエタノール自動車など）のＣＯ２

排出量を△5％減してカウントする。 

 

（エコ・イノベーション） 

欧州全体での平均ＣＯ２排出量目標値（120g/km）の達成にあたり、130g/km

まではエンジン技術の改善により達成し、残りの 10g/km は補完的措置によ

り達成すると前述したが、補完的措置として考えられるのがエコ・イノベー

ションである。 

認定されたＣＯ２削減技術（エコ・テクノロジー）について個別の自動車

メーカーの規制値を算定する際に△7g/km 減まで考慮するというもので、詳

細は 2010 年までに決定することとされている。具体的に想定されているの

は LED ヘッドランプやソーラールーフなどの環境対応型の新技術である。 

 

⑥ 見直し条項 

 

この排出規制は、2014 年において車両重量の傾向を研究し、2016 年以降

の規制値を再検討するとしている。以後、3 年ごとに見直すこととされてい

る。 

 

 



 

18 
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第２節 ドイツの状況 

 

１ ドイツの自動車税改革 

 

（１） 概要 

 

2009 年 7 月 1 日より、ＣＯ２排出量に応じた課税を取り込むことを柱と

した自動車税改革を行った。 

この改革は、新規登録された乗用車について、ＣＯ２排出量基準と排気量

基準とを併用し、税収中立で制度設計されたものである。 

自動車税改革にあたり、自動車税が州税から連邦税に移管された。これは、

州側は財源を保障することを前提に移管を支持した。また、連邦側としても

燃料課税、高速料金及び自動車税の交通政策に関係する税・課金に係る制度

を統一的に企画立案することが可能となるため、実現したものである。 

具体的には、移管時の州自動車税収は連邦の責任で確保（税収が変動して

もこれまでの州税収は確保され、税収減のリスクは連邦が持つ）したうえで

今までと同じ割合で各州に交付し、移管後 5年間の徴収事務は州税務署に委

託（徴収取扱費を伴う）され、6 年目以降は国の機関である税関で事務が行

われるものとされている。 
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（２） 具体的な制度設計 

 

（適用時期） 

 2009 年 7月 1日から適用 

 2008年11月15日から2009年6月30日までに新車を取得した者は、

負担の軽い方の課税を選択可能 

 

（課税対象） 

 新車新規登録された乗用車（トラック、バスなどの貨物車は対象外） 

 

（税率設定） 

 ＣＯ２排出量ベースの金額と排気量ベースの金額との合算により課

税 

 ＣＯ２排出量ベースの課税は、ガソリン車とディーゼル車共通に、

120g/km（免税基準）を超える 1g/km あたり 2ユーロ 

 排気量ベースの課税は、ガソリン車は 100cc あたり 2ユーロ、ディ

ーゼル車は 100cc あたり 9.5 ユーロ 

 

（自動車税の免税） 

 ＥＵのＣＯ２排出規制とリンクし、以下のＣＯ２排出量を下回る性

能の自動車の自動車税を免税 

 2009～11年 120g/km（2015 年規制値）以下 

 2012、13年 110g/km 以下 

 2014 年以降 95g/km（2020 年規制値）以下 

 

（その他） 

 EURO6 を満たすディーゼル乗用車に対しては、最高 150 ユーロの減

税措置（2011～13年） 

 

（３） 改革による税収変動とその対策 

 

ドイツ連邦財務省は、自動車税改革による 2014 年までの税収見積りを公

表している。（図５参照） 
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これによると、2011 年以降の自動車税収は約 90億ユーロで推移すること

とされており、2007 年の税収（89.1 億ユーロ）とそれほど変動がない水準

を維持するものと見積もられている。 

連邦財務省は、自動車税制改革について税収中立で仕組んではいるが実際

の税収に与える影響は予測仕切れていない。また、第一次景気対策では時限

的な自動車税免税を打ち出したうえ、スクラップインセンティブによっても

新車の買換えが前倒しになっていることから、税収変動の予測は難しいとコ

メントしていた。 

また、税収スライド制度は採用されていない。税収の確保策として、免税

となる乗用自動車のＣＯ２排出性能を徐々に引き下げ、最終的にはＥＵの長

期目標値とすることを組み込んでいる。 

 

 

 

（４） 自動車税改革に係る論点とコメント 

 

ＣＯ２排出量ベースの課税を導入するという自動車税の性格及び将来の

税収に大きな影響を与える改革であるが、その評価について、実務家のコメ

ントは以下のとおりである。 

 

① ＣＯ２排出量ベース課税導入後の自動車税の性格 

 

（ドイツ連邦財務省担当官） 

自動車税は、そもそも贅沢品や財産への課税として導入したもの

で、一般財源である。 

このような考え方を前提に、社会的に良い振る舞いを促すため

1985 年から有害物質削減へのインセンティブとして EURO 基準によ
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る課税を導入していた。今回のＣＯ２排出量に応じた課税の導入も

（以前の）有害物質がＣＯ２に変わったということで、社会的に良

い振る舞いへのインセンティブという根本的な考え方が変化したわ

けではない。 

自動車税による環境抑制的側面という議論はあるが、自動車税は

税であり、税収の確保が第一の目的である。 

今回の自動車税改革により、排気量ベースの課税が１／３、ＣＯ

２排出量ベースの課税が２／３となるが、排気量ベースの課税があ

くまで基本でＣＯ２ベースの課税はインセンティブであり従である。 

 

② 自動車税改革への評価 

 

（ドイツ連邦財務省担当官） 

今回の改革のパッケージは廃車代替を進めることが主目的であり、

景気刺激策という側面がある。自動車税改革によるＣＯ２排出量抑

制効果は試算できていない。 

もっとも、買い換えられる乗用車からのＣＯ２排出量は、気候変

動全体からするとわずかな量である。 

 

（ドイツ自動車工業会担当者） 

自動車関連税へのＣＯ２課税の導入は、政治的判断であると理解

している。燃費性能の良い自動車を優遇するということ。基本的に

は税収中立なので、自動車保有者の負担が減るわけではない。 

 

③ 新しい自動車税の仕組みについて 

 

（ドイツ自動車工業会担当者） 

ＣＯ２排出量に応じた課税の導入自体は評価している。ＣＯ２排出

性能の絶対値に応じた比例的な税額設定は重要な制度設計である。 

 

（ドイツ連邦財務省担当官） 

標準的なディーゼル車とガソリン車の自動車税負担を考えるにあ

たり、ディーゼルとガソリンのそれぞれに課される燃料課税の差によ
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り生じる差額を埋める趣旨で、ディーゼル車の排気量ベース課税の税

率をガソリン車の税率に比して高く設定している。 

ＣＯ２排出量ベースの課税は、ＣＯ２排出量に応じた比例的な税額

設定を行っており、累進構造は取っていない。もっとも環境団体には

累進構造を主張するものもある。 

 

第３節 フランスの状況 

 

１ 概要 

 

  フランスでは、自動車の取得段階において自動車登録税、保有段階におい

て社用自動車税、走行段階において石油産品内国消費税の課税を行っている。

このうち、自動車登録税は地方税であるのに対して、社用自動車税及び石油

産品内国消費税は国税である。保有段階のみならず、取得段階でも課税を行

っていること、地方税においても車体への課税を行っていることなど、我が

国の自動車関連税と共通点が多い。 

  なお、2008 年 1月から、Bonus-Malus システムが導入された。この制度は、

ＣＯ２排出性能に応じて、自動車登録の際の負担軽減（加重）するものであ

り、詳細は後述する。 

 

２ 各税目の概要 

 

（１）自動車登録税 

 

（概要） 

 州の管轄地域域内の地方長官庁等において自動車登録証を発行する際

に徴収。 

 もともとは、国税であったが、1982 年の地方分権改革の際に、国から

州に税源移譲された。 

 

（税率及び課税標準） 

 馬力に応じて州議会が自由に定めることが可能（概ね 20 ユーロから

40ユーロの範囲）。 
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（２）Bonus-Malus システム 

 

（概要） 

 ＣＯ２排出性能の優れた自動車への買い替えを促進することを目的に

2008 年 1月に導入。 

 ＣＯ２排出量の尐ない自動車の取得については、補助金（bonus）を支

給する一方で、ＣＯ２排出量の多い自動車の取得については、自動車

登録割増税（malus）が賦課。 

 （１）で述べた自動車登録税からは独立した制度であり、登録税額の

重軽課を行う制度ではない。 

 

（税率（補助額）） 

 ＣＯ２排出性能の向上に対応するため、軽減基準を段階的に引き上げ。 

 2009 年では、ＣＯ２排出量 130ｇ/㎞以下の自動車が軽減の対象になる

のに対して、160ｇ/kmを超える自動車は重課の対象。更に 250ｇ/㎞を

超える自動車については、毎年度 160 ユーロ重課。具体的には、図 6

のとおり。 

 税率区分は環境・エネルギー庁が策定したＣＯ２排出ラベルの区分に

基づいている。 

 

（図6）フランスのBonus/Malusシステムの税率表 
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（Bonus-Malus への評価） 

 先述のとおり、フランスでは、低燃費車への買い替えを促進するため、2008

年 1月から、Bonus-Malus システムを導入している。 

Bonus-Malus の導入は、買換えに大きな成果を挙げており、2008 年 1月を

境に低燃費車の普及割合が飛躍的に向上している。（図 7） 

同国エコロジー省によると、買い換えのインセンティブを取得段階で講じ

たのは、消費者は、短期的な観点から消費行動を決定するという研究成果を

参考にしたためとのことである。また、負担水準は、重軽課が中立になるよ

うに設計したが、現在のところ減収超過（減収：5.4 億ユーロ、増収：2.3

億ユーロ）であり、想定した以上に消費者のリアクションが大きかったとの

コメントがあった。 

同国自動車工業会としても、小型車は、大型車よりマージンが薄いことか

ら、こうした誘導措置を歓迎している。 

 

（図7）フランスの低燃費車の普及状況 

 

 

（３）社用自動車税 

 

 自動車を所有・使用している企業に対して課税を行う税（国税）。2000

年に個人所有の自動車を対象から除外した。 
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 課税標準は、ＣＯ２排出量。税率は、図 8を参照。 

 

（図8）社用自動車税の税率表 

 

〔出典〕CCFA 提供資料 

 

 

第４節 イギリスの状況 

 

１ 概要 

 

イギリスでは、自動車税（Vehicle Excise Duty）の課税標準を 2001 年に

排気量（cc）からＣＯ２排出量に変更する自動車税改革を行った。具体的に

は、「自動車を買おうとする際、環境に優しい自動車を選んでもらえるよう、

より強いシグナルを送るべく」（1999 年英国財務省プレ・バジェットレポー

ト）、①課税標準を排気量からＣＯ２排出量に変更、②税率は、旧ＶＥＤの

税収が増減しないよう設定、③既販車については、引き続き旧税の体系を適

用、の 3点がポイントである。 

制度創設当初は、税率は 4つに区分されていたが、順次、細分化が行われ

2010 年から 13 の区分となる。技術進展に対応するため、一定年度ごとに税

率の見直しが行われている。 

なお、同国では、ドイツと同様に取得段階での課税を行っていない。 

 

 



 

27 
 

２ ＶＥＤの概要 

 

（経緯） 

 1889 年創設。当初税収は、道路の建設・維持に充てられていたが、税

収が道路の整備需要を超過していたため、1936 年にこの制度は廃止。 

 以来、数次にわたり増税が実施されながらも、排気量を課税標準とす

る基本的な枠組みを維持。京都議定書の締結など環境対策の観点から、

2001 年にＶＥＤ改革を実施。 

 

（課税対象） 

 自動車の保有に対して課される税である。 

 

（課税標準・税率区分） 

 ＣＯ２排出量に応じて課税される。他の指標による課税（いわゆる「割」

は設けられていない）。税率は図 9参照。 

 トラック、バスについては個車毎のＣＯ２排出量を把握できていない

ことから、排気量により課税。 

 ＶＥＤ改革を行った 2001 年時には税率区分は 4 つであったが、2013

年から 13に区分。徐々に細分化する傾向。 

 

（図9）ＶＥＤの税率表 
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      (注)１ポンド＝１４７円（日本銀行/基準外国為替相場(平成２２年３月適用分)） 

 

（その他） 

2010 年から ‘First-Year-Rate‘（初年度自動車税の重軽課制度。以下「Ｆ

ＹＲ」という。）の導入が予定されている。ＦＹＲとは、環境性能の優れた

自動車への買い替え促進を図るため、ＣＯ２排出量の尐ない自動車ほど初年

度のＶＥＤを軽減する一方で、ＣＯ２排出量の多い自動車については逆にＶ

ＥＤを重課する仕組みである。 

負担軽減のあり方としては、1 年目のみならず複数年にわたり、減税を行

う考え方も成り立ちうるが、この点については、消費者はイニシャルコスト

に着目して購買行動を決定するとの前提に立ってＦＹＲの制度設計は行わ

れたようである。 

導入に際して行われたレビュー（The King Review）では、「消費者は、将

来コストを大目に割り引く傾向があり、購入段階でのインセンティブは、

人々の自動車の購買行動への影響という面で強い影響を与える」とされてお

り、こうした当局の考えは、有識者からも一定の支持を受けている。 

 

（ＶＥＤ改革に対する評価） 

 ＶＥＤ改革の前後で個車毎の平均ＣＯ２排出量は大きく改善。ただし、

ＶＥＤがこれに果たした役割については学術的には未解明とのこと。 

 

 

第５節 デンマークの状況 

 

１ 概要 

 

デンマークは、自動車産業立地国ではないものの、取得及び保有の両段階

で自動車関連税の課税を行っている。特に登録課税においては、取得価額ベ

ースで課税を行っており、我が国との共通点も多い。 

また、欧州各国の中でも自動車及び燃料課税の負担水準が群を抜いて高く、

課税水準を引き上げた場合、どのような影響があり得るか同国の事例が大い

に参考になる。 

 



 

29 
 

２ 各税目の概要 

 

（１） 自動車登録税 

 

① 課税標準 

 

 自動車登録税は、自動車を登録する際に課される税。課税標準は、自動

車の価額（VAT 込み）。新車については輸入価格に 9％のマージンを上乗

せした額。 

 

② 税率 

 

 車両価額が 79,000DKK（デンマーク・クローネ）以下の自動車について

は 105％、それを超えるものについては 180％。 

 例えば、輸入価格 400万円の自動車の場合、登録税額は 1000 万円近くに

達する。 

 

③ 軽減措置等 

 

（商用車に対する軽減措置） 

 一定の商用車については、16,900DKK までは非課税。それを超えるもの

についても、税率は 50％に引き下げ。 

 商用と称して個人利用の自動車を購入した場合、保有税（グリーンオー

ナー税）を超過課税。 

 

（燃費性能に応じた Bonus-Malus 制度） 

 よりＣＯ２排出量の尐ない自動車の普及促進を図る観点から、燃費性能

の優れた自動車に係る自動車登録税を軽減し、燃費性能の劣る自動車に

係る自動車登録税を重課する仕組み（2007 年に導入）。 

 具体的には、ガソリン 1ℓ 当たりの走行距離（燃費）が 16 ㎞（ディーゼ

ル車の場合は 18 ㎞）を超える自動車については、燃費 1 ㎞/ℓ 超過につ

き 4,000DKK（約 8万円）の減税。 

 他方、燃費が 16 ㎞/ℓ（ディーゼル車の場合 18 ㎞/ℓ）以下の自動車につ
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いては、1㎞/ℓ当たり 1,000DKK（約 2万円）が重課。 

 

（自動車の安全性向上の観点からの措置） 

 ABS が搭載された自動車については、3,750DKK（約 7.5 万円）を課税標

準から控除。 

 エアバッグ搭載された自動車に対して、1エアバッグあたり 1,280DKK（約

2.6 万円）を課税標準から控除。 

 

（粒子状物質の排出抑制対策） 

 走行距離 1 ㎞当たりあたりの粒子状物質（ＰＭ）の排出量が 5mg を下回

るディーゼル車に対し、課税標準から 4,000DKK（約 8万円）を控除。 

 

③  課税の仕組み 

 

 ディーラーの申告により月次で行われる。デンマークでは、自動車の登

録事務は SKAT(デンマークの国税徴収機関）が行うことから、SKAT は、

この登録データと申告を突合することで課税の適正性は担保。 

 Bonus-Malus による重軽課の際に必要となる燃費性能データも、この登

録時に提出が義務付けられている Typeattest（自動車の型式証明書）の

記載により確認が可能。 

 

⑤ 評価等 

 

（VATとの関係について） 

 自動車登録税は「公道で自動車を使用する権利を付与することへの対価」

と位置付けられており、例えば、展示目的で自動車を売買したような場

合、VATと異なり登録税は、課税されない。 

 このため、当局としては、自動車登録税と VAT は二重課税に当たらない

との理解。（VATとの二重課税を理由に登録税の廃止を求める）2005 年の

ＥＵ指令案についても、対応する意向はない模様。 

 

（税率水準の考え方について） 

 もともとは、国民が輸入車を購入することにより、外貨が国外に流出す
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ることを防止するための措置であったが、現在ではそのような目的は失

われ、専ら財源の調達の観点から、税率を維持。 

 自動車登録税収は、全税収の約 3％を占めるなど歳入におけるプレゼン

スが大きく、この代替財源は見出し難いことから、登録税の廃止や引き

下げの議論は、ほとんどない。 

 

（登録税が環境対策に果たした役割） 

 自動車登録税の税率水準は、財政目的で設定されたものであり、環境の

要素はなかった。 

 ただし、国民が乗る自動車が小型化したり、台数が尐なくなったり結果

的に環境対策の効果があったことも事実。 

 （積極的な環境対策として講じられた）Bonus-Malus システムの導入前

後で比較すると、乗用車 1 台当たりの年間ＣＯ２排出量は 1 割程度削減

されており、地球温暖化防止の観点からは、一定程度効果があったもの

と評価。（図 10） 

 

（図 10）デンマークの自動車のＣＯ２排出性能 

 
 

（２） グリーンオーナー税 

 

① 課税標準 

ｔ／年 
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 自動車の保有に対して課税。我が国の自動車税に相当。 

 1997 年まで自動車重量税として、車両重量に応じて課税されていたが、

同年 6 月以降グリーンオーナー税として燃料１ℓ 当たりの自動車の走行

距離（燃費）に応じて課税する仕組みに変更。 

 課税標準として「ＣＯ２排出量」でなく、「燃費」を利用している理由は、

「デンマーク人の経済感覚にマッチする」（同国税務省自動車税担当官）

ため。 

 

② 税率 

 

 税率表は図 11の通り（ガソリン車の場合）。 

 ガソリンは軽油より炭素含有量が多いことから、税率もガソリン車とデ

ィーゼル車で異なる水準を設定するとともに、軽油に係る税率がガソリ

ンよりも安いことから、ディーゼル車に対して超過課税を実施 

 自動車の燃費性能は、年々向上する傾向にあることから、税率をスライ

ドさせる仕組みが導入。 

※ ただし、現政権においては Tax-Freeze（増税を行わない）方針を打

ち出しており、グリーンオーナー税もスライドを停止中。 

 

（図11）グリーンオーナー税の税率表 
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第３章 環境の視点からの新しい自動車関連税 

 

自動車関連税は、従来、奢侈品課税的性格、財産税的性格、道路損傷負担金

的性格などにより、根拠づけられていた。 

しかしながら、今日では、地球温暖化防止のためにＣＯ２排出量を抑制する

観点から、環境の要素（「環境損傷負担金的性格」）を組み込むことが社会的に

要請されている。 

また、自動車関連税は、一義的には、財源調達を目的とするものであるが、

同時に、ＣＯ２排出量を抑制するための効果的な政策手段として、位置付ける

ことが要請されている。 

このような環境の観点及び政策手段としての税の観点から、新しい自動車関

連税を作り上げていくうえで、ＣＯ２排出量ベースの課税は非常に重要である。

そのため、この章においては、特にＣＯ２排出量ベースの課税を自動車関連税

に導入することを念頭に、新しい自動車関連税のあり方を検討する。 

なお、自動車関連税にＣＯ２排出量ベースの課税を導入することにより、以

下のような効果が期待できるものと考えられる。 

① 自動車を走行させることにより発生する環境への外部不経済を抑制する。 

② 地球温暖化対策の観点から、ＣＯ２性能(ポテンシャル)に着目して課税

を行うことにより、消費者の行動をより環境負荷の尐ない方向（エコ・

フレンドリー）へと誘導する。 

③ 環境性能の優れた自動車の購入に対するインセンティブを付与すること

により、新しい環境技術の進展や景気刺激をもたらす。 

 

自動車関連税は、自動車に対する物税であり、偏在性も小さく安定的な税で

ある。この性格から、自動車に対する課税は、基本的に地方税になじむもので

あると考えられる。 

また、地方公共団体が地球温暖化対策に係る予算として約 1.5 兆円計上し、

環境の観点からのサービスを大きく担っていることを考えあわせれば、環境の

視点からの新しい自動車関連税を検討するにあたり、地方税の役割は大きいも

のであると考えられる。 
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第１節 これまでの自動車関連税 

 

１ わが国の自動車関連税の概況 

 

自動車に課される税は、財産的価値があり、かつ、外部不経済を生む自動

車という存在について課すべき負担を適宜分割し、取得・保有・走行の各段

階において課税していると考えられる。 

わが国においては、取得段階の税として自動車取得税（都道府県税）、保

有段階の税として自動車税（都道府県税）、自動車重量税（国税）及び軽自

動車税（市町村税）が課されている。 

これらの税収は、あわせて 2.8 兆円にのぼり、税収に占める割合は 3.9％

とヨーロッパ諸国に比べて高い水準にある。また、このうち地方の税収（譲

与税を含む。）は、2.3兆円にのぼり、自動車関連税収の多くが地方税収であ

ることに留意する必要がある。（平成 22年度予算・地財ベース） 

 

 

２ 課税根拠及び沿革 

 

（１） 自動車取得税 

 

自動車取得税は、自動車の取得に対して課される税であり、権利の取得、

移転など各種の経済的取引等に担税力を認めて課する流通税である。道路に

関する費用に充てる目的税として、昭和 43 年度に創設された。平成元年の

消費税導入時にも流通税と付加価値税とで課税根拠が異なることから、維持

された。 

課税標準は取得価額であり、税率は 3％（軽自動車以外の自家用自動車に

ついては 5％）である。 

平成 21 年度に道路特定財源が一般財源化されたことに伴い、道路等の行

政サービスから得る受益に着目するとともに、環境への配慮の必要性を考慮

して課税されることとなった。 

環境の観点からの特例としては、平成11年度に創設された低燃費車特例、

平成 21 年度に創設されたエコカー減税など、種々の特例を講じてきた。こ
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うした特例による減収もあり、税収は、約 2,300 億円（平成 22 年度地財ベ

ース）にとどまっている。 

 

 

 

（２） 自動車税 

 

自動車税は、財産税的性格と道路損傷負担金的性格をあわせ持つ税である

とされている。 

 税率区分の指標として、総排気量（cc。乗用車）や最大積載量（トラック）

などが採用されており、前者が主に財産的価値を、後者が主に道路損傷負担

の程度を測るものと考えられている。保有に対する税として、毎年度定額課

税されている。 

 平成 13 年度からグリーン化特例を導入し、環境負荷に応じた重課・軽課

の仕組みを組み込んでいる。 

 税収は 1.6 兆円（平成 22 年度地財ベース）であり、都道府県の主要税源

である。近年は、自動車の登録台数の減尐や小型化に伴い、減尐傾向にある。 
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（３） 自動車重量税 

 

 自動車重量税は、車検等によって自動車の運行が可能になるものとして権

利創設税的性格があるとされており、車検時徴収を行っている。また、車両

重量を課税の指標としていることから、道路損傷負担金的性格があると指摘

されている。 

 自動車の走行が多くの社会的費用をもたらしていることなどを考慮して、

広く自動車の使用者に負担を求めるため、昭和 46 年に創設されたもので、

平成 21 年度に道路特定財源等の一般財源化に伴い、完全に一般財源化され

た。 

同税の税収は約 7,500 億円（平成 22 年度予算ベース）であり、このうち

１/３（平成 22年度以降は当分の間、407/1000）が譲与税として市町村に譲

与されている。 
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（４） 軽自動車税 

 

 昭和 33 年に、零細課税を整理する見地から自転車荷車税を廃止するとと

もに、その課税客体であった自転車及び荷車のうち原動機付自転車と道府県

税である自動車税の課税客体であった軽自動車及び二輪の小型自動車とを

課税客体として、新たに軽自動車税が市町村の法定普通税として創設された。 

 軽自動車税の特徴として、四輪の軽自動車（自家用）の場合、税率は、排

気量や最大積載量にかかわらず一律 7,200 円であり、いわゆるスモールカー

と比較して税負担の均衡を逸しているとの指摘がある一方で、地方において

軽自動車は生活の足として利用されている実態について配慮すべきとの意

見もある。 
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（５） 燃料課税 

 

 燃料課税としては、揮発油税（国税）、軽油引取税（都道府県税）、地方揮

発油税（譲与税として地方に譲与）があり、税収はそれぞれ約 2.6兆円、約

8,400 億円、約 2,800 億円である。（平成 22年度予算・地財ベース） 

 平成 21 年度に道路特定財源が一般財源化されたことに伴い、道路等の行

政サービスから得る受益に着目するとともに環境への配慮の必要性を考慮

して課税されることとなった。 

これらの税の税率は、炭素含有量に比例して設定されていない。平成 22

年度の税制改正大綱では、地方環境税について「燃料や自動車に対して、環

境への負荷に応じた措置を行うことが必要」とされている。 

 なお、地方公共団体合計で約 1．5兆円を超える取り組みを実施している。

このため、地方における燃料課税は極めて重要なものである。 

 

３ これまでの自動車関連税における環境特例とその課題 

 

 地方税（自動車税・自動車取得税）では、国税に先がけて、ＮＯＸ・ＰＭ

対策やＣＯ２対策などの観点から、グリーン化特例や低燃費車特例などの環

境性能に応じた特例（以下「環境特例」という。）を講じてきた。 

今後、ＣＯ２排出量ベースの課税を導入するに際しては、この環境特例の

果たしてきた役割を踏まえたうえで、課題の整理を行う必要がある。 

 なお、国税（自動車重量税）においては、自動車取得税と同様に平成 21

年度に導入されたエコカー減税が、はじめての環境の観点からの特例である。 

 

（１） これまでの主な環境特例の概況 

 

① 自動車取得税 

 

（低公害車特例） 

 昭和 50 年度に電気自動車に対する税率の軽減措置が創設されて以来、

ハイブリッド自動車、天然ガス自動車など、特例の対象を順次対象を拡大

してきた。 
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 この特例はＮＯＸ・ＰＭ対策や省エネ対策の観点から、技術的先駆性の

高い自動車の普及促進を支援することが目的であり、低公害車の普及に効

果があった。なお、エコカー減税の導入に伴い対象が中古車に限定された。 

 

（低燃費車特例） 

 平成 11 年度にＣＯ２排出抑制を目的として創設された特例で、一定の

燃費性能を満たす自動車（低燃費車）について、課税標準から一定額を控

除するものである。 

低燃費車特例は、自動車関連税の中で、はじめて燃費基準を導入した特

例である。自動車税のグリーン化特例と相まって、環境対応車の普及促進

に寄与してきた。なお、エコカー減税の導入に伴い、対象が中古車に限定

された。 

 

 なお、ＣＯ２排出量は、燃料の消費量に応じて増減することから、ＣＯ

２排出性能と燃費性能は一致するものである。このため、この報告書では、

両者を同じ意味で取り扱うこととする。 
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（エコカー減税） 

 平成 21 年度に景気及び環境対策の観点から創設された。排出ガス性能

及び燃費性能の優れた自動車に対して、税率を 50％軽減、75％軽減又は非

課税とする特例である。 

 エコカー減税の導入により、新車の販売台数は持ち直しており、経済対

策として内需の拡大に一定の効果があったものと考えられる。また、新車

の７割近くが特例対象車になるなど、エコカーの普及にも一定の成果を挙

げたものと考えられる。 

 他方で、以下のような課題が指摘されている。 

①  地方公共団体側において、毎年 1,000 億円程度の減収が発生して

おり、地方財政の圧迫要素になっている。 

 ② 燃費性能は、重量区分ごとに評価が行われており、絶対的な燃費性

能が悪い（ＣＯ２排出量が多い）自動車であっても軽減の対象となる

場合がある。 

 ③ 中古車は、エコカー減税が適用されないため、２つの体系の特例が

併存しており、同じ車種でも、新車か中古車かにより、特例の軽減幅

が異なり歪みが生じている。 

例えば、クリーンディーゼル乗用車の場合、エコカー減税では非課

税（電気自動車並み）とされているが、中古車特例では税率の 0.5％

軽減（電気自動車は 2.7％軽減）となっている。 

 ④ 税率を引き下げることにより、負担軽減を行っているため、高額エ

コカーほど税の軽減額が大きくなる。近年では、レクサスハイブリッ

ドなど価額が1,500万円近いハイブリッド自動車も発売され始めてい

るが、この場合の軽減額は 65万円近くに達することとなる。 

 ⑤ ハイブリッド自動車は非課税とされているが、今日のハイブリッド

自動車の自律的な普及状況を見れば、大幅な軽減が必要であるのかに

ついては議論がある。 
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②自動車税 

 

（グリーン化特例） 

 平成 13年度にＣＯ２排出量の抑制とＮＯＸ・ＰＭ対策の双方を目的として

創設された。税収中立の考え方の下、環境負荷の大きい自動車には重課、環

境負荷の小さい自動車には軽課する仕組みを導入したもので、はじめての本

格的な環境配慮型税制と呼ばれた。 

 グリーン化特例では、ガソリン車・ディーゼル車の別を問わず、ＮＯＸの

排出量要件を一律に適用しつつ、ＣＯ２排出量については重量区分ごとに要

件を設け、軽課を行っている。また、新車新規登録から一定年度（ディーゼ

ル車：11年、ガソリン車 13年）経過した自動車を重課している。 

 グリーン化特例の創設当時に比べて、ハイブリッド自動車の年間売り上げ

台数は約 4.5倍にまで伸びており、低燃費車特例と相まって、環境対応自動

車の普及に一定の効果を挙げているものと考えられる。 

 税収中立を前提に導入されたが、ハイブリッド自動車等の急激な普及によ
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り大きな減収が生じた経緯がある。そのため、技術進展に応じて、適用到来

期限ごとに軽減基準を付加し、引き上げている。 

 

 
 

（２） これまでの環境特例の課題 

 

（ＮＯＸ・ＰＭとＣＯ２が特例要件として併存） 

 現行の環境特例は、排出ガス性能と燃費性能の二つの面に着目して軽減を

行っている。そのため、環境特例の体系内に二つの基準が併存することで、

制度が複雑化する傾向がある。 

 ＮＯＸ・ＰＭ要件については、基準を達成した測定局4が 94％に達し規制の

成果が出てきていること、ＮＯＸ・ＰＭ対策の必要な地域には地域差がある

ことなどから、国が一律の基準により課することが適当かについては、議論

がある。 

 

（ＣＯ２排出性能の相対評価） 

 環境関連特例では、「エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）」

                                                   
4 大気汚染防止法に基づき、環境大気の汚染状況を２４時間監視する測定局。全国約１８

００か所に設置されている。 
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により評価された燃費性能を軽課基準として採用し、燃費値が重量区分ごと

に定められた基準となる燃費値を上回る程度により軽減している。 

 このため、大型車であっても同型の自動車の中で相対的に燃費性能が優れ

ていれば軽減措置を受けられる一方で、絶対的な燃費値が優れた（ＣＯ２排

出量が尐ない）自動車であっても、同型の自動車の中で相対的に燃費性能が

劣れば軽減が受けられず、環境損傷の程度に比例した課税とはなっていない。 

 

（高額エコカーに対する非常に大きな軽減） 

 エコカー減税は、税率を引き下げることにより税負担を軽減している。そ

のため、同じ環境性能でも価格が高額になるほど、軽減額が大きくなる。 

 現在は、国産のハイブリッド自動車で取得価額が 1,000 万円を超えるもの

も存在し、例えばレクサスハイブリッドでは、軽減額が 65 万円近くに達す

る。 

 権利の取得、移転など各種の経済的取引等に担税力を認めて課税する自動

車取得税の性格からは、環境性能が極めて優れていても、すぐれて担税力が

認められる高額エコカーの取得には、一定の自動車取得税を課すべきとの議

論がある。 

 

（エコカー減税の導入で新車と中古車に対する特例適用に歪み） 

 従来、環境関連特例は、新車・中古車の別を問わず適用されてきたが、エ

コカー減税の対象は新車のみであり、中古車について適用されない。 

 このため、同じ環境性能を有する自動車であっても、新車か中古車かで軽

減率が異なる特例が適用されることとなり、制度として複雑かつ歪みが生じ

ている。 

 

（環境性能の極めて劣る自動車に対する重課の不存在） 

 自動車税のグリーン化特例においては、環境性能の優れた自動車について

は軽課を行う一方で、環境性能の劣る自動車については重課を行うことでそ

の性能に応じて税負担を増減する仕組みを設けているが、車齢を用いた重課

であるため、ハイブリッド自動車も重課対象となるなど、ＣＯ２排出性能に

応じた重課となっていない。 

 自動車取得税の特例においては、環境性能の極めて劣る自動車に対する重

課措置は存在しない。そのため、極めて環境性能の劣る自動車に、ヨーロッ
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パの例にあるように重課をすべきとの議論がある。 

 

 

第２節 ＣＯ２排出量ベースの課税の検討 

 

１ 新しい自動車関連税の検討の視点 

 

 今日的な自動車関連税のあり方を考えるにあたり、地球温暖化防止のため

にＣＯ２排出量を抑制する観点から、環境損傷負担金的性格を自動車関連税

に加えていく社会的要請を考慮する必要がある。 

 ここでは、この社会的要請に応える仕組みとして、ＣＯ２排出量ベースの

課税について検討する。 

 この検討にあたっては、自動車関連税全体をパッケージとしてそのあり方

を見直す中で、環境の観点や政策手段としての税の観点をバランス良く加え

ていくことが必要である。 

その中で、取得課税、保有課税のそれぞれのあり方については、以下のよ

うな視点を意識することが適当であろう。 

 

（１） 総合的な課税・規制のあり方における自動車関連税の位置づけ 

 

 自動車からのＣＯ２排出量を効果的に抑制するには、生産段階から、取

得、保有段階を経て走行段階に至るまで、あらゆる段階で課税や規制を総

合的に行うことが望ましい。 

 ＥＵにおいては、生産段階ではＥＵの自動車ＣＯ２排出規制、取得段階

では自動車登録税、保有段階では自動車税へのＣＯ２課税ベースの組み込

み、走行段階では燃料課税（又は炭素税）と、各段階において税制又は規

制が組み込まれている。 

 わが国における自動車関連税へのＣＯ２排出量ベースの課税の検討に

あたっても、生産・取得・保有・走行の各段階を通して課税・規制の中で

の取得課税、保有課税の位置づけが論点となる。このうち、取得段階の課

税については、消費税との関係についての議論もある。 

 また、ＥＵにおけるＣＯ２排出規制のような規制やその必要性について

も、あわせて検討することが適当であろう。 
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（２） 財源調達機能と政策手段との両立 

 

 自動車関連税にＣＯ２排出量ベース課税を導入することは、自動車関連

税にＣＯ２排出抑制という政策手段としての役割を一定の規模で担わせ

ることを意味する。一方で、電気自動車やハイブリッド自動車をはじめと

する低燃費車が増加した場合、ＣＯ２排出量ベース課税からの税収は減尐

せざるを得ない。自動車関連税の税収に占める割合が比較的大きいわが国

においては、税収確保の重要性は大きい。 

 ＣＯ２排出量ベース課税の検討にあたっては、政策達成機能と財源調達

機能という相矛盾する機能を両立させる方策が論点となる。 

 その検討にあたっては、自動車関連税全体をパッケージとして、政策達

成機能と財源調達機能をうまくブレンドした制度設計が必要になる。 

具体的には、他の課税ベースとＣＯ２排出量ベースを組み合わせるなど

税目の課税ベースの構成において仕組む方法、政策手段としての役割と財

源調達の役割とを税目によって棲み分ける方法などが考えられる。 

また、ＣＯ２排出量ベース自体の仕組み方にも、環境損傷の程度に応じ

て比例的に負担を求める方法のほか、自動車産業のイノベーションを促し

先駆的な環境技術の開発を支援したり、低燃費車・低公害車への買換えを

促したりする観点を踏まえた仕組みなど、目的に応じたＣＯ２排出量ベー

ス課税の制度設計もあり得る。 

 また、中長期的な環境技術の進展や電気自動車などの新技術に対して、

自動車関連税の税収を確保するための課税ベースの検討も必要であろう。 

 

（３） 自動車関連税の簡素化 

 

 各段階でのバランスのとれた規制・課税のあり方の中での自動車関連税

の役割や自動車関連税の課税根拠からは、取得段階及び保有段階の税は必

要であると考えられるが、一方で、自動車関連税制については、自動車の

取得、保有、走行の各段階に課される税が複数にのぼることから、その簡

素化、負担の軽減が強く求められてきた経緯がある。民主党マニフェスト

でも自動車税と自動車重量税の一本化が記載されている。 

 ＣＯ２排出量ベース課税の検討にあたっては、新しい自動車関連税をつ
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くりあげる過程における税制の簡素化も、あわせて論点となる。 

 その際、現在の自動車所有者の痛税感の緩和、容易に納税ができる仕組

みの構築など、納税者の視点からの見直しにも留意が必要であろう。 

 

（４） ＣＯ２以外の環境基準 

 

 これまでの自動車関連税の環境特例は、ＣＯ２（燃費）基準のほか、地

域環境対策の観点からＮＯｘ・ＰＭ基準も要件としてきた。 

 一方で、地域環境対策は大都市部において特に必要で、全国的な制度と

してＮＯｘ・ＰＭ基準を要件とする必要があるか、ＮＯｘ・ＰＭについて

は生産に係る規制があることから税において優遇する必要があるか、等の

指摘がある。 

 ＣＯ２排出量ベースの課税の検討にあたっては、ＮＯｘ・ＰＭ等のＣＯ

２以外の環境基準もあわせて組み込むかも論点になる。 

 その際、課税自主権の観点から、地方団体において、ＮＯｘ・ＰＭ等を

追加的に要件とできるようにするなどの仕組みの検討も必要であろう。 

 

（５） その他 

 

 ＣＯ２排出量ベースの課税を地球温暖化の防止のためのひとつの有力

な政策手段と位置づけるにあたっては、その導入によるＣＯ２排出量の低

減効果について適切なモデルを構築し、アセスメントを行った上で、その

低減効果について明らかにする必要がある。 

 また、社会的な振る舞いをエコ・フレンドリーにする、環境技術の開発

を促進するなど、直接的なＣＯ２排出量の削減効果以外にもＣＯ２排出量

に応じた課税に期待する効果があるとする場合については、その効果を明

らかにするべきであろう。 

 燃料課税は走行距離に応じた課税であり、ＣＯ２排出量に連動するもの

である。地方団体が地球温暖化対策に大きな支出を行っている現状を考え

れば、地方税としての燃料課税は不可欠である。 

 ＣＯ２排出量ベースの課税を導入する場合、課税庁側において、個々の

自動車のＣＯ２排出量を容易に把握できる仕組みの構築など、実務面での

対応が必要となる。 
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２ ＣＯ２排出量ベース課税についての具体的な検討 

 

（１）基本的な考え方 

 

 自動車に課される税は、財産的価値があり、かつ、外部不経済を生む自

動車という存在について課すべき負担を適宜分割し、取得、保有、走行の

各段階において課税しているものと考えられる。 

 また、自動車関係税へのＣＯ２排出量ベース課税の導入は、自動車の生

み出す外部不経済のうち、環境に対する損傷度合いを自動車関係税に反映

させていく取り組みである。 

 ＣＯ２排出抑制の観点を組み入れた自動車関連税のあり方は、まずは、

取得、保有、走行の各段階において適切な税負担を求めていく中で検討す

ることが適当であろう。取得・保有・走行の各段階において、それぞれの

税の性格を踏まえた上で、納税者に対し一定の政策効果を実効的に及ぼす

仕組みを検討することが重要であろう。 

 

（２） 取得課税（自動車取得税） 

 

① 取得課税の位置づけと課題 

 

（自動車取得税と消費税との整理） 

自動車取得税は、権利の取得、移転など各種の経済的取引等に担税力

を認めて課する流通税であり、付加価値税である消費税とは課税根拠が

異なるものとされている（個別間接税が整理された消費税導入時にも、

自動車取得税は維持されている）。 

その一方で、平成 21 年度の道路特定財源の一般財源化以降、その位

置づけについて議論があることも事実である。 

  民主党マニフェスト 2009 においては、「自動車取得税は消費税との二

重課税回避の観点から廃止する。」と記載されている。また、2005 年に

出されたＥＵ指令案（成立せず）でも、登録税を廃止して、保有税に一

本化すべきである旨の提案が含まれている。 

 



 

49 
 

（政策税制としての新しい自動車取得税） 

自動車に対し、取得、保有、走行の各段階で負担を求めていくという

視点からは、取得段階の課税として、自動車取得税を消費税と別に求め

ていくことが適切であろう。実際に、2005 年のＥＵ指令案が出された後

も、ＥＵ加盟国において登録税を廃止する動きは見られていない。 

 しかしながら、自動車関連税にＣＯ２排出量ベース課税の導入を検討

するにあたり、自動車取得税の位置づけを再検討することは有益である。 

 消費行動はイニシャルコストの影響を受けやすいため、自動車の取得

段階の課税である自動車取得税は、低燃費車や低公害車への買換えを促

進するインセンティブとして活用され、効果を上げてきた。具体的には、

平成 21 年度からの大型減税である「エコカー減税」は、ハイブリッド

自動車等の普及、景気の下支えに大きな効果をもたらしている。 

その一方で、累次の大型特例の実施により、税収は約 2,300 億円に落

ち込んでいる。 

 取得課税については、そのインセンティブ効果を踏まえて維持しつつ

も、新しい自動車取得税として、環境損傷の程度の小さい自動車に誘導

する政策税制として新たに位置づけ直すことが考えられる。 

 新しい自動車取得税は、権利の取得、移転など各種の経済的取引等に

担税力を認めて課税を行う「権利移転税」としての性格を持たせ、ＣＯ

２排出抑制の政策手段としての位置づけを重視して、ＣＯ２排出量が大

きな自動車に対して追加的な負担を求めるような発想で、制度設計する

ことが考えられる。 

 

② 取得課税でのＣＯ２排出量ベース課税の検討 

 

（基本的な制度設計） 

自動車取得税は、価格に税率を乗じることによって税額を決定している。

その税負担は、税率の軽減又は課税標準からの控除により軽減されている。

ヨーロッパ諸国では、主に、税率の加減又は税額からの加算・控除により

登録税の負担を加重し又は軽減している。 

税率の加減は、ＣＯ２排出量に応じた比例的な税率設定が行いやすい反

面、後述するように高額な自動車ほど軽減額が大きくなる傾向がある。そ

の一方、税額や課税標準からの控除は、価格の低い自動車の税負担を大き
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な割合で軽減する効果がある。 

 新しい自動車取得税の制度設計は、これら措置の傾向を踏まえながら、

自動車のカテゴリに応じた相対的なＣＯ２排出量を基準とするか、ＣＯ２

排出量に応じた比例的な仕組みとするか、などを含めた全体の設計の中で、

過度に複雑な制度とならないよう留意することが重要である。 

 税負担の加重又は軽減の規模についても、フランス等で導入されている

Bonus-Malus システムなど、登録税の重軽課と補助金（ボーナス）を組み

合わせた仕組みを導入すれば、自動車取得税の税額以上の負担変動を実現

することができ、政策手段としてメリハリのついた制度設計をすることも

可能となる。 

 

（ＣＯ２排出性能の評価方法） 

 ＣＯ２排出量ベースの課税としては、①重量区分など一定のカテゴリ内

において相対的に低燃費である自動車を対象として税負担を軽減する仕

組みと、②すべての自動車についてＣＯ２排出量に応じて比例的に税率や

税額を設定する仕組みの２つが考えられる。 

 これまでの自動車取得税の特例は、自動車の重量区分等の中で比較的環

境性能の優れたものに誘導することを目的として講じられてきた。 

仮に、ＣＯ２排出量に比例的な仕組みとする場合は、今までは軽減の対

象となってきた、重量区分等の中で相対的に環境性能が優れていても絶対

的な環境性能が小型車等に劣る大型車やトラック等が、新しい課税の仕組

みのもとでは軽減の対象とならないことがありえる。 

 取得段階の税によるインセンティブは、直接的な環境の観点のみならず、

買換え促進や自動車メーカーの環境技術向上の支援などの経済的な観点

も重視する必要があることから、ＣＯ２排出量に比例的な仕組みにこだわ

る必要はなく、政策税制として、カテゴリの設定等の制度設計は柔軟に考

えても良いのではないか。 

 なお、制度設計を柔軟に行う場合も、新車・中古車での異なる取扱いや

あまりに複雑なカテゴリ区分はできるだけ避け、納税者にわかりやすく、

かつ、不公平感を生じさせないように制度設計する必要があろう。 

 

（高額エコカーの取扱い） 

 自動車取得税の課税標準は取得価額であり、税率が軽減される場合、対
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象となる自動車が高額であればあるほど、軽減額が大きくなる。 

 権利の取得、移転など各種の経済的取引等に担税力を認めて課税する性

格からは、環境性能が極めて優れているとしても、すぐれて担税力が認め

られる高額な自動車の取得には、一定の自動車取得税を課するべきである

という議論がある。 

 上記のように、課税標準や税額からの控除の仕組みをとれば、自動車の

価格にかかわらず一定額を軽減することが可能となり、低額のエコカーの

軽減幅が比較的大きくなり、高額エコカーが大きな軽減額を得る問題につ

いては一定の解決が図られることになる。 

 また、税率によって税負担の軽減を行う場合には、対象となる自動車の

価格について一定のキャップをかける等の方策も検討する必要があろう。 

 

 （減少する税収分の確保の必要性） 

 仮に、政策税制として自動車取得税を新たに位置づけ、自動車取得税と

しての税収が減尐することを容認したとしても、自動車取得税によってこ

れまで確保してきた地方税収分については確保する必要がある。 

 自動車取得税は、期限付特例であるエコカー減税の影響額を考慮すれば、

3,400 億円程度の税収が期待できる税である。 

この地方税収分については、保有、走行等の各段階における自動車関連

税の見直しによるか、その他の手段によるのかも含め、何らかの方法で確

保する方策が必要である。 

なお、税制の簡素化の観点から自動車取得税を廃止する場合には、保有

課税の増収によって減収分を補てんする必要があるが、その場合には納税

者の痛税感の緩和等の観点も重要となるであろう。 

 

（３）保有課税（自動車税、自動車重量税、軽自動車税） 

 

① 保有課税の位置づけと課題 

 

 自動車税は、自動車の財産税的性格及び道路損傷負担金的性格を有する

とされており、総排気量（乗用車）や最大積載量（トラック）などにより、

毎年度定額課税されている。 

 自動車重量税は、車検による権利創設税であるとされているとともに、
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車両重量に課税していることから道路損傷負担金的性格も有する。その税

収の１／３（暫定税率の見直しが行われた平成 22 年度改正以降は、当分

の間 407/1000）は、市町村に自動車重量譲与税として譲与される。 

 軽自動車税は、自動車税と同様、財産課税的性格と道路損傷負担金的性

格をあわせ持つとされており、定額課税されている。 

 自動車税が都道府県税、軽自動車税が市町村税、自動車重量税が国税と、

それぞれ課税団体が異なり、課税根拠も国税と地方税で異なるものの、複

数の保有課税が存在しており、民主党マニフェスト 2009 における「自動

車重量税は自動車税と一本化」の記載のように、簡素化の要請がある。 

 わが国の保有税による税収は、約 2.6兆円であり、ヨーロッパ諸国の保

有税の割合と比べて比較的大きく、財源の確保が必要となる。 

 わが国においては、ハイブリッド自動車などの環境技術の向上が著しく、

ＣＯ２排出量ベース課税の導入割合によっては、保有税による税収が大き

く減尐する可能性がある。保有課税の税収のうち約 2.1 兆円程度は地方税

収（譲与税収を含む。）であり、ＣＯ２排出量ベース課税を導入するとして

も、地方財政への影響を考慮した財源確保策が必要となる。 

 保有課税のうち自動車税は、総排気量を乗用車の課税標準として採用し

ているため、電気自動車等に対する課税が課題である。 

 自動車税は、所得の有無に関係なく毎年度定額課税されることから、納

税者にとって痛税感がある。また、徴税コストの観点から、車検時徴収を

自動車税についても実施するべきとの意見もある。 

 

② 保有課税でのＣＯ２排出量ベース課税の検討 

 

（課税根拠の整理） 

 ＣＯ２排出量ベースの課税を組み込む場合は、現在の自動車税、自動車

重量税の課税根拠である財産税的性格、道路損傷負担金的性格に、環境損

傷負担金的性格が加わることとなる。 

 ③で後述するように、自動車税と自動車重量税を一本化し、「権利保有

税」として新しい自動車税を構成する場合も、財産税的性格と道路損傷及

び環境損傷に対する負担金的性格は、財産的価値を有し、かつ、外部不経

済を生じる自動車という存在に対する「権利保有税」の課税根拠に当然包

含されるものとなるのではないかと考えられる。 
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（課税の基準） 

 購入時のインセンティブとして効果的であり、政策税制としての役割を

強めるべき取得課税とは異なり、保有課税は、自動車の財産価値、道路損

傷及び環境損傷の程度などに応じた比例的な負担を求めるのになじむも

のと考えられる。 

このことから、保有課税において環境損傷の程度に応じた課税として、

ＣＯ２排出量ベースの課税を導入する場合には、重量区分などのカテゴリ

ごとの相対的なＣＯ２排出量の多寡ではなく、基本的には、すべての自動

車に対し、そのＣＯ２排出性能（ＣＯ２-g/km など）に応じて比例的に課

税を行うことが考えられる。 

なお、ドイツの自動車税改革において導入されたＣＯ２排出量ベースの

課税は、g/km あたりのＣＯ２排出量に比例的に税額が上昇する仕組みであ

り、ドイツの産業界も評価している。 

 その一方で、自動車の家庭における財産的価値の大きさや、実際に道路

に与える損傷の程度を考えると、保有課税には、財産税的性格や道路損傷

負担金的性格を残すことが適当である。現在、自動車税（乗用車）で採用

している総排気量は、排気量が大きくなり、大型車になるほど税額が上昇

するものとして、財産的価値をおおむね反映するものであり、自動車税（ト

ラック）で採用している最大積載量や自動車重量税で採用している車両重

量は、道路損傷の程度を図る指標として考えられてきた。このような経緯

を踏まえながらも、電気自動車や燃料電池車の出現、将来的な普及の見通

しからは、排気量による課税が財産的な価値を反映する基準として意味を

失う可能性も考慮しつつ、財産税的性格を表す基準についてさらに検討し

ていく必要がある。 

いずれにしても、ＣＯ２排出量ベースの課税を導入する場合も、引き続

き「排気量割」や「重量割」またはその他の基準による課税を併用し、新

しい保有税の課税を行っていくことが考えられる。 

なお、ドイツの自動車税改革においては、環境の要素を踏まえつつも、

自動車税はあくまで奢侈品課税、財産課税の性格によるという課税根拠の

整理の上で、ＣＯ２排出量ベースの課税と排気量ベースの課税の合算額に

より自動車税を課することとしており、この組み合わせは欧州委員会の環

境部局においても評価されている。 
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 また、ドイツでは、電気自動車を５年間免税としたうえで、その後は車

両重量により課税することとしている。 

電気自動車等、エンジンを有しない自動車に対しては、前述のように、

ＣＯ２排出量ベース、排気量ベースの課税が意味を失うことから、中期的

には、重量基準のみを課税の基準とすることも考えられる。 

ＣＯ２排出量を反映する指標としては、ヨーロッパでは一般的に g/km

あたりのＣＯ２排出量が基本的には採用されている。この例外は燃費を採

用しているデンマークである。 

 わが国においては、これまで、省エネ法に基づく燃費基準に比べ何％良

いか、という要件により特例を講じてきた。ＣＯ２排出量に比例的な税額

設定をする場合に、これまで通りの燃費基準を用いるか、1km あたりのＣ

Ｏ２排出量（ＣＯ２-g/km）を用いるかは、試験制度などの環境整備も含

めて検討されるべきであろう。 

 

（財源調達機能の確保） 

 ＣＯ２排出量ベースの課税を行う場合も、財源調達機能の確保の観点か

らは、原則として税収中立のもとで行われるべきである。 

 その場合、わが国における税収（特に地方税収）に占める保有課税の割

合の大きさを考えると、税収変動を緩和する観点からも、ＣＯ２排出量ベ

ースのみでなく、排気量基準や重量基準またはその他の基準を併用するこ

とが適当ではないか。 

 ＣＯ２排出量ベース課税の導入を検討する場合は、税収中立のスキーム

のもと、ＣＯ２排出量ベースの課税の割合について、環境技術の進展など

を見込んだ精緻なアセスメントが必要であろう。 

 なお、ヨーロッパでは、一定年度ごとに税率を見直す仕組み（税率スラ

イド）や、免税点の引上げ措置などの税収確保策が存在している。 

 また、電気自動車等の次世代自動車は、税収確保の観点からも、中期的

には、重量基準のみを課税の基準とすることも考えられる。 

 

（営業車等の取扱い） 

 ＣＯ２排出量に比例的な税額設定をする場合、トラックなどの重量車は

ＣＯ２排出量が多いため、税額が増加することが想定される。 

ヨーロッパの例を見ると、ＣＯ２排出量ベースの課税は、新規登録され
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る乗用車を対象とするケースが多く見られる。わが国において営業車、大

型車を対象とするか否かは、環境の観点だけではなく、流通についての負

担の観点も含めて検討するべきであろう。 

ＣＯ２排出量ベース課税の対象とする場合には、営業用自動車の税率を

引き下げるなど負担軽減措置を設けるなどの配慮を検討することも考え

られるであろう。 

 

③ 保有課税の簡素化 

 

 （自動車税と自動車重量税の一本化の方法） 

 保有課税の簡素化の観点から、民主党マニフェスト 2009 の記載のよう

に、自動車税（都道府県税）と自動車重量税（国税）を一本化し、地方税

として位置づけることが考えられる。 

 一本化を検討するにあたり、自動車税と自動車重量税には、整理すべき

以下のような違いがある。 

① 課税根拠について、自動車税は、財産税的性格及び道路損傷負担金

的性格をあわせ持つ税として説明されるが、自動車重量税は、「権

利創設税」として説明される。 

② 課税実務について、自動車税は毎年度課税するが、自動車重量税は

車検時に車検期間中の税を一括して徴収する（車検時徴収）。 

③ 課税ベースとして、自動車税は、総排気量や最大積載量により課さ

れるが、自動車重量税は、車両重量に応じて課される。 

 このような仕組みの違いを踏まえたうえで、自動車税と自動車重量税を

地方税として一本化し、以下のような徴収方法をとることが考えられる。 

（案１）年度課税（現行の自動車税と同様の方法）に一本化。 

（案２）「排気量割」「重量割」を創設し、前者については年度課税、後

者については車検時徴収。 

（案３）車検時徴収（現行の自動車重量税と同様の方法）に一本化。 

 

（課税根拠の整理 ～「権利移転税」と「権利保有税」～） 

 自動車税と自動車重量税を地方税として一本化するにあたり、その課税

根拠をどう考えるかについて、研究会においてさまざまな議論が行われた。 

その中で、新しい自動車取得税を「権利移転税」として、一本化後の新
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しい自動車税を「権利保有税」として、それぞれ位置づけ直すことについ

ての議論を整理すると、以下のようになる。 

まず、基本的な課税客体は、環境や道路などへの外部不経済を生じる「自

動車」という概念的存在とする。その「自動車」という概念的存在は、「公

道を走行することができる権利ないし法的地位に対する価値」と「物とし

ての財産的価値」が一体となったものと考えることができるのではないか。

そのような「自動車」という概念的存在を「保有し、走行させる権利ない

し法的地位」に対して自動車関連税が課されているという構成をとること

が可能ではないか。 

その場合、新しい自動車取得税は、そのような「権利ないし法的地位」

を「移転」することに着目した「権利移転税」、新しい自動車税は、この

「権利ないし法的地位」を「保有」することに着目した「権利保有税」と

構成することが考えられるのではないか。なお、この「権利ないし法的地

位」は走行を含めた自動車の備える価値を保有する「権利ないし法的地位」

であり、公道を走行する権利ないし法的地位だけではない。（そのため、

たとえ国による車検制度によって一定期間の公道走行権が与えられると

しても、新しい自動車税を地方税として構成することについて特段の問題

はないのではないか。） 

ＣＯ２排出量ベースの課税は、その環境損傷の程度（ＣＯ２排出性能に

より想定されるポテンシャル）に応じて税負担を求めるものである。すな

わち、自動車から生じる外部不経済に着目した課税であり、「外部不経済

を生じる自動車という存在」を「保有し、走行させる権利ないし法的地位」

に対して課税する新しい自動車関係税の位置づけと親和的であろう。 

「自動車」という概念的存在に伴う外部不経済は、細かに分析すれば、

環境のほか、道路損傷や交通安全への配慮など多岐にわたるものでろうし、

また、前述の通り、「自動車」という概念的存在は、物的財産価値も有す

るものでもあろう。そのため、「権利移転税」「権利保有税」と位置づけ直

す場合も、その課税根拠は、さまざまな課税ベースを導くことができる複

合的なものであると考えることができるのではないだろうか。 

 

（徴収方法） 

新しい自動車税を、「権利保有税」と構成した場合には、自動車の価値

の一部を構成する走行権は一定期間に限られるものであることから、それ
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が更新されるタイミングにおける徴収、すなわち車検時徴収を行うとした

方がよりふさわしいのではないか。 

他方、財産的価値を有する自動車を保有する、という観点からは、引き

続き年度徴収を行うと構成することも、当然可能であろう。 

 新しい自動車税は、現在の自動車重量税、自動車税それぞれの負担をひ

とつの税に一本化することとなるため、車検時徴収、年次徴収のいずれに

よる場合も、納税者の痛税感の観点もあわせて検討する必要があると考え

られる。 

具体的には、納付回数の増加や分納などのオプションについて、検討す

る余地があろう。 

 

（その他） 

 現在講じている環境特例の違い（自動車税は、グリーン化による重軽課

措置、自動車重量税は、「エコカー減税」）などについても、自動車税と自

動車重量税の一本化を進める場合には、整理が必要となろう。 

軽自動車税については、自動車関連税の抜本的な見直しに際し、ゼロベ

ースからの議論が必要となるのではないか。 

 

④  取得課税を廃止する場合の考え方 

 

 取得段階の課税は、ＣＯ２排出抑制のために低燃費車に誘導する政策税

制として意味があるものと考えられる。しかしながら、自動車関連税の簡

素化の観点から、自動車取得税を廃止するべき、とされる場合でも、政策

手段として、取得段階のインセンティブは引き続き必要ではないか。 

 保有課税による入り口段階のインセンティブとしては、イギリスにおけ

る First-Year-Rate（ＦＹＲ）のように、初年度の保有税負担を加重又は

軽減する仕組みがある。 

取得課税が廃止される場合には、ＦＹＲのような制度により、低燃費車、

低公害車へ誘導する仕組みを保有課税へ導入することが考えられる。 

 仮に自動車取得税が廃止されるとすれば、エコカー減税の影響を考慮し

たあるべき自動車取得税収分（約 3,400 億円）を引き続き確保する方策が

必要である。 

 保有課税の増収によって減収となる税収分を確保しようとした場合、痛
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税感の大きい保有課税が負担増となることから、痛税感を緩和するための

徴収方法等の工夫の検討が必要となるものと考えられる。 

 

（４）燃料課税 

 

燃料課税は走行距離に応じた課税であり、ＣＯ２排出量に応じた課税は

燃料課税と親和性があるものと考えられている。平成 22 年度税制改正で

は、地球温暖化に対する税を検討することとされているが、ＣＯ２排出抑

制に向けた取り組みは、地方においても 1.5兆円を超える規模で実施され

ており、地方税として燃料に対して環境への負荷に応じた課税を検討する

ことが必要である。 

また、自動車関連税の税負担を検討していくに当たっては、燃料課税の

負担水準も考慮に入れて、議論を行っていくべきであると考えられる。 

 

（５）走行距離課税（ロードプライシング） 

 

ＣＯ２排出量に応じた走行距離課税のあり方の一つとして、自動車の実

際の走行距離に応じた課税（ロードプライシング）が想定される。オラン

ダにおいて、ＧＰＳ（Global Positioning System 人工衛星を活用して

自らの所在位置を確認するシステム）を活用した走行距離課税を行うため

の導入実験を行い、一定の成果を得たとの報道があった。 

我が国において同様の取り組みを行う場合、実現性等について課題があ

ると思われるが、ヨーロッパにおける、こうした動向については今後とも

注視していく必要があろう。 

 

（６）地方在住者や低所得者への配慮 

 

公共機関の発達していない地方と、東京などの大都市圏では、生活にお

ける自動車の位置づけが全く異なることから、軽自動車の取り扱いを含め、

何らかの配慮について検討を行うべきであろう。 

その際、自動車取得税における課税標準又は税額からの控除は、低価格

の自動車に対し、より大きな効果があることに留意する必要があるものと

考えられる。  
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第４章 実務面での課題 

 

第１節 車検時徴収 

 

自動車税と自動車重量税を地方税として一本化する場合、実務的には、その

徴収のあり方が問題となる。先述のとおり、新しい自動車税を「権利保有税」

と構成した場合、徴収方法としては、車検時徴収がよりふさわしいものと考え

られる。しかしながら、これについては、これまでも多くの実務的課題が指摘

されてきたところであり、改めて論点を整理する必要がある。 

 

１ 概要 

 

 自動車税は、毎年度、納税通知により賦課徴収され、4 月 1 日時点での所有

者が 1年分の税を納税することとされている。（年度徴収） 

一方、自動車重量税は、車検（新規検査、継続検査等）時において、自動車

の使用者が自動車検査証（いわゆる車検証）の有効期限分の税を納税すること

とされている。 

一本化後の自動車税を車検時徴収することとした場合、従来であれば、次年

度以降に納付すればよかった税額をあたかも「先取り」されたように感じられ

ることとなりかねない。 

 他方、課税庁にとって、年度徴収を行っている現行の自動車税は、賦課期日

である4月 1日から納期である5月までの間に大量の納税通知書を発行しなけ

ればならないこと、また、滞納額の割に滞納件数が多いことから、事務の負担

が大きい税目であるとされている。車検時徴収を導入した場合、納税通知書の

打ち出しや発布が不要となるだけでなく、滞納事例がなくなり、滞納整理に要

する事務が不要となることから、課税庁の事務の大幅な効率化・省力化が期待

できるとされている。 

 

２ 車検時徴収を導入した場合の論点整理 

 

（痛税感の増加への対応） 

 車検時徴収を導入した場合、これまで単年度毎に徴収していた自動車税につ
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いて、2 年又は 3 年分に相当すると感じられる税額を一括して納付することが

必要となる。 

 税収中立を前提に一本化を行った場合、車検時の負担は、約 2.5倍に増加す

る（注：排気量 2,000cc 車両重量 1.4ｔの乗用車を継続検査する場合）ことか

ら、相当程度、納税者の痛税感が増加することが予想される。 

 

 

 

 この点については、納税者に対して、車検時のコストとして税負担を求めて

いくことにより、負担を受容してもらう努力をすることが重要であるとの指摘

があった。また、納税通知書の発布等が不要となり、徴税コストを削減するこ

とができることから、例えば、この分を減税して還元することにより、納税者

への理解を求めることも考えられる。 

 他方で、複数年度分の税額を一括して徴収した場合、自家用の乗用車の場合

で一回に必要となる法定費用（自動車税、自動車重量税及び自賠責保険料）は

新車時で約 19万円（現行約 11万円）、継続時で約 13万円（現行約 5万円）に

達することから、分納など痛税感を緩和するための措置や一本化後も年度徴収

を維持することなどについても、引き続き検討の対象とする必要がある。 
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（徴収機関） 

 自動車重量税の徴収は、現在、国土交通省運輸支局を通じて行っている。一

本化後も車検時徴収を行う場合、徴収を引き続き運輸支局が行うのか、又は都

道府県において行うのか問題となる。 

 この点については、現在でも運輸支局には都道府県税事務所が併設されてい

るケースが多く、一本化後の自動車税を都道府県において徴収することについ

て大きな問題はないものと思われる。 

ただし、当該併設都道府県税事務所においては、現在、新規登録に係る自動

車税・自動車取得税の徴収のほか、車検時に滞納している自動車税の徴収しか

行っておらず、継続検査時における徴収まで取り扱うこととした場合、事務量

は大幅に増えることから、人員の拡充等やスペースの確保等が必要となる。こ

のため、車検時徴収の導入により削減が可能となる滞納整理に係る人員の活用

や民間委託などの方策を検討する必要がある。また、税事務所が運輸支局に近

接していない団体については、何らかの対応が必要となる。 

 

（車検地と納税地が異なる場合の納付方法について） 

 車検は、任意の運輸支局で受けることが可能なため、車検時徴収を導入する

場合、課税権を有する都道府県（課税県）と実際納税される都道府県（納税県）

が異なり得ることとなり、納税方法が問題となる。 

 この場合、現在、道府県民税利子割の清算システムのように他県分の納税額

を全国で清算するシステムを構築することもその対応策として考えられる。 

 また、より簡易な対応策として、各都道府県の税事務所に全都道府県分の証

紙を備え付けさせることも考えられる。 

 これに関連する論点として、税の減免等の要件が都道府県ごとに異なる場合

の取り扱いがある。例えば、現在、ほとんどの県において障害者向けの自動車

税の減免措置が存在するが、その要件は団体ごとに異なる。この場合、課税県

の適用要件を納税県で確認することは困難であることから、減免を受ける者は、

あらかじめ課税県から、減免を受けられることについて証明書の発行を受け、

それを車検地に持参することを求めるなどの仕組みが必要となるかもしれな

い。 
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第２節 ＣＯ２排出量の把握方法等 

 

（ＣＯ２排出性能の把握方法） 

 現在、環境特例では、燃費性能を表す指標として「燃費基準達成レベル」を

利用している。この燃費基準達成レベルは、車検証に記載され、課税庁は、車

検証を確認することにより、特例要件の適合性を確認することができる。 

燃費基準達成レベルとは、省エネ法に基づき、重量区分に設けられた基準値

をどの程度上回っているかにより燃費性能を評価するものである。 

例えば、車両重量1.5トンの自動車であれば、基準値となる燃費値（13.0km/ℓ）

より 25％以上燃費値が優れた自動車（燃費が 16.3km/ℓ 以上である自動車）に

ついては、「（平成 22年度）燃費基準+25％達成車」の認定を受けることができ

る。 

 これを絶対的な燃費値を基準にした仕組みに改める場合、現在、国土交通省

が把握している個車毎の燃費値を車検証に記載するなどして課税庁側が把握

できるシステムを構築する必要があるものと考えられる。 

 ただし、既販車の場合、燃費値を付与されていないものや現在と測定モード

が異なる燃費が付与されたものも存在し、その取り扱いについて実務的に検討

が必要である。 

 

（表記方法） 

 自動車が排出する二酸化炭素の量は、燃料の消費量に応じて増減するもので

あることから、燃費性能に概ね連動する。したがって、ＣＯ２排出量ベースの

課税の指標として、ＣＯ２-g/km 又は km/ℓ のいずれを利用するとしても大きな

差異は生じない。欧州では、前者を用いる国が多いが、デンマークなど後者を

用いる国も存在する。 

 納税者の振る舞いをより環境の尐ない方向へ誘導していく観点からいずれ

の指標を用いることが効果的であるか、今後とも検討を行っていくべき。 

 

（特種自動車の取り扱いについて） 

 特種自動車については、新車であっても、燃費値が付与されない場合がある。

また、特種自動車は、乗用車等と異なり、自動車税について標準税率が定めら

れておらず、総排気量、乗車定員、最大積載量などの自動車の諸元によって、

都道府県ごとに税率を決定することとされている。 
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ＣＯ２排出量ベースの課税の対象とするにあたっては、こうした点について、

その取り扱いを検討する必要がある。 

 

以上 

  



 

 

 

参考資料



自動車関係税制の課税のあり方に関する研究会 

開催要綱 

 

１ 趣旨 

自動車税、自動車取得税、軽自動車税を有する地方税にとって、自動車関

係税制が占める位置付けは大きなものがある。 

平成２０年１２月に閣議決定された「中期プログラム」においては、自動

車関係諸税について、税制の簡素化を図るとともに、厳しい財政事情、環境

に与える影響等を踏まえつつ、税制の在り方及び暫定税率を含む税率の在り

方を総合的に見直し、負担の軽減を検討することとされているとともに、低

炭素化を促進する観点から、税制全体のグリーン化を推進するとされている。 

また、平成２１年度税制改正で新設された自動車取得税の時限的軽減措置

は３年間の措置であるので、中期プログラムで示された視点、特に税制のグ

リーン化の推進の視点を踏まえた抜本的な見直しの検討に早期に着手する必

要がある。 

こうしたことから、本研究会では、早ければ２０１１年にも行われる税制

抜本改革を念頭に、地方にとって主要な税源である自動車関係税制のあり方

を再検討すべく、諸外国の課税の実態も含めた基礎的検討資料を収集し、そ

れらを踏まえて今後の改革の基本的な方向性を導き出すための研究を行うこ

ととする。 

 

２ 検討項目 

 ① 欧州を中心とした諸外国における自動車に対する課税の状況調査  

 ② 車体課税に環境税制（ＣＯ２基準による課税）を組み込む場合の具体的

な方法論や実務的論点の整理 

 ③ ＣＯ２課税が環境に与える効果の分析 等 

 

３ 委員 

  別紙のとおり。 

 

４ スケジュール 

（１）（財）地方自治情報センターが主宰する。 

（２）研究会は平成２１年５月を第１回として、全体で４～５回開催するもの

とし、平成２２年７月頃目途に研究結果を取りまとめるものとする。
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自動車関係税制の課税のあり方に関する研究会開催日程等 

 

【第 1 回研究会】平成 21 年 5 月 19 日（木）17:30～19:30 

①自動車関係税制の状況について 

②研究会における議論のポイントについて 

③海外調査について 

④その他 

【第２回研究会】平成 21 年 8 月 6 日（木）17:30～19:30 

①海外調査（EU、ドイツ）報告について 

②第二回海外調査について 

③その他 

【第３回研究会】平成 21 年 10 月 16 日（金）13:30～15:30 

①海外調査（フランス、デンマーク、イギリス）報告について 

②海外調査の総括について 

③その他 

【第４回研究会】平成 22 年 1 月 28 日（木）13:30～15:30 

①平成 22 年度税制改正について 

②これまでの議論の整理と報告書の骨子 

【第５回研究会】平成 22 年 3 月 1 日（月）13:30～15:30 

①報告書案（第三章部分）について 

②実務面の論点について 

【第６回研究会】平成 22 年３月 29 日（月）13:30～15:30 

①報告書の最終案について 

②その他 
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我が国の自動車税制

資 料 １
第１回研究会　資料１



注１　地方揮発油税（国税）も併せて課税されている。

注２　ＬＰＧ車に対しては、走行段階において石油ガス税（国税）が課されている。

（地方税）

　軽自動車

　ガソリン車

　ディーゼル車

軽自動車税

（地方税）

消費税

（国税・地方税） （地方税）

取　得 保  有 走　行

自動車重量税自動車取得税 自動車税

（国税）

揮発油税 (注1)

（国税）

揮発油税 (注1)

（国税）

軽油引取税

（地方税）

自動車関係諸税



 

（注）１　各税目の％は、それぞれの合計を100％とした場合の構成比である。

　　　２　国税は特別会計分を含み、地方税、道府県税及び市町村税は超過課税分及び法定外税を含む。

　　　３　個人住民税は、配当割、株式等譲渡所得割及び利子割を含む。

　　　４　固定資産税は、土地、家屋、償却資産の合計である。

　　　５　地方税合計における法人二税は、道府県民税（法人均等割、法人税割）、法人事業税及び市町村民税（法人均等割、法人税割）の合計である。

　　　６　道府県税における法人二税は、道府県民税（法人均等割、法人税割）、法人事業税の合計である。

　　　７　計数はそれぞれ四捨五入によっているので、計とは一致しない場合がある。

個人市町村民税

33.8％

72,939億円

個人

道府県民税

27.0％

50,309億円

個人住民税

30.6％

123,247億円

所得税

30.5％

160,800億円

法人市町村民税

14.0％

30,151億円

法人二税

36.4％

67,909億円

法人二税

24.4％

98,060億円

法人税

28.0％

147,444億円

地方消費税

13.8％

25,692億円

地方消費税

6.4％

25,692億円

消費税

19.5％

102,719億円

固定資産税

39.9％

86,245億円

固定資産税

21.4％

86,245億円

自動車税

9.2％

17,174億円

軽油引取税

5.5％

10,339億円

都市計画税

5.6％

12,016億円

その他

6.7％

14,675億円

その他

8.1％

15,219億円

その他

17.2％

69,424億円

その他

22.0％

115,595億円

0 100,000 200,000 300,000 400,000 500,000１０兆円 ２０兆円 ３０兆円 ４０兆円 ５０兆円

・法人住民税 10.4％ 41,982億円

・法人事業税 13.9％ 56,077億円

〔
地
方
税
内
訳
〕

国税・地方税の税収内訳（平成１９年度決算額）

・揮発油税 28,204億円
（特別会計分を含む）

・酒税 15,242億円

・相続税 15,026億円

・印紙収入 12,018億円

・たばこ税 9,253億円
（このほか、たばこ特別税 2,142億円）

・自動車税 17,174億円

・都市計画税 12,015億円

・地方たばこ税 11,308億円

・軽油引取税 10,339億円

国 税

526,558億円

地方税合計

402,668億円

道府県税

186,642億円

市町村税

216,026億円



内　　　　　　　容

１． 課 税 主 体 　都道府県

２． 納税義務者 　自動車の所有者

３． 課 税 客 体 　自動車(二輪の小型自動車､軽自動車､大型特殊及び小型特殊自動車を除く)

４． 税 率 ＜標準税率＞

　自動車の種別、排気量等ごとに設定　　【例】自家用乗用車（1,500cc超2,000cc以下）　39,500円

＜制限税率＞

  標準税率の1.5倍

＜グリーン化による特例税率＞（平成１３年創設）

　排出ガス性能及び燃費性能の優れた環境負荷の小さい一定の自動車の税率を軽減し、新車新規登録か
　ら一定年数を経過した環境負荷の大きい自動車の税率を重くする特例措置（いわゆる「自動車税のグ
　リーン化」）を、税収中立を前提に創設。

５． 納 期 　５月中において､都道府県の条例で定める。

６． 税 収 　 １兆６，４７０億円(平成２１年度地方財政計画ベース)

７． 沿 革 　昭和２５年　創設

　昭和３３年　課税客体から軽自動車を除外（軽自動車税の創設）

　昭和５４年　普通乗用車の税率区分の変更（軸距→排気量）

　　※昭和２８年以降、１１回の税率の改正あり

項　　目

自動車税の概要



区          分 営 業 用 自 家 用 

 

乗 

 

 

用 

 

 

車 

総排気量１，０００ｃｃ以下 

      １，０００ｃｃ超 １，５００ｃｃ以下 

      １，５００ｃｃ超 ２，０００ｃｃ以下 

      ２，０００ｃｃ超 ２，５００ｃｃ以下 

      ２，５００ｃｃ超 ３，０００ｃｃ以下 

      ３，０００ｃｃ超 ３，５００ｃｃ以下 

      ３，５００ｃｃ超 ４，０００ｃｃ以下 

      ４，０００ｃｃ超 ４，５００ｃｃ以下 

      ４，５００ｃｃ超 ６，０００ｃｃ以下 

      ６，０００ｃｃ超 

         ７，５００円 

       ８，５００ 

       ９，５００ 

      １３，８００ 

      １５，７００ 

      １７，９００ 

      ２０，５００ 

      ２３，６００ 

      ２７，２００ 

      ４０，７００ 

     ２９，５００円 

    ３４，５００ 

    ３９，５００ 

    ４５，０００ 

    ５１，０００ 

    ５８，０００ 

    ６６，５００ 

    ７６，５００ 

    ８８，０００ 

   １１１，０００ 

 

 

 

 

 

 

貨 

 

 

 

物 

 

 

 

車 

 

ト 

 

ラ 

 

ッ 

 

ク 

  最大積載量 １t 以下 

      １t 超 ２t 以下 

      ２t 超 ３t 以下 

      ３t 超 ４t 以下 

      ４t 超 ５t 以下 

      ５t 超 ６t 以下 

      ６t 超 ７t 以下 

      ７t 超 ８t 以下 

      ８t 超（加算額） 

         ６，５００円 

       ９，０００ 

      １２，０００ 

      １５，０００ 

      １８，５００ 

      ２２，０００ 

      ２５，５００ 

      ２９，５００ 

       ４，７００ 

       ８，０００円 

    １１，５００ 

    １６，０００ 

    ２０，５００ 

    ２５，５００ 

    ３０，０００ 

    ３５，０００ 

    ４０，５００ 

     ６，３００ 

け

ん

引

車 

小 型 

普 通 

         ７，５００円 

      １５，１００ 

     １０，２００円 

    ２０，６００ 

被

け

ん

引

車 

小 型  

普 通（最大積載量８ｔ以下） 

普 通（最大積載量８ｔ超加算額） 

         ３，９００円 

        ７，５００ 

        ３，８００ 

      ５，３００円 

    １０，２００ 

     ５，１００  

貨客兼用加算額 

  １，０００ｃｃ以下 

  １，０００ｃｃ超  １，５００ｃｃ以下 

  １，５００ｃｃ超 

 

         ３，７００円 

       ４，７００ 

       ６，３００ 

 

       ５，２００円 

     ６，３００ 

     ８，０００ 

 

 

バ 

 

 

ス 

乗車定員 

    ３０人以下 

   ３０人超４０人以下 

   ４０人超５０人以下 

   ５０人超６０人以下 

   ６０人超７０人以下 

   ７０人超８０人以下 

   ８０人超 

 一般乗合用  

 １２，０００円 

 １４，５００ 

 １７，５００ 

 ２０，０００ 

 ２２，５００ 

 ２５，５００ 

 ２９，０００ 

一般乗合用以外 

 ２６，５００円 

 ３２，０００ 

 ３８，０００ 

 ４４，０００ 

 ５０，５００ 

 ５７，０００ 

 ６４，０００ 

 

     ３３，０００円 

    ４１，０００ 

    ４９，０００ 

    ５７，０００ 

    ６５，５００ 

    ７４，０００ 

    ８３，０００ 

三輪の小型自動車         ４，５００円       ６，０００円 

（ 

自動車税の税率表

（注１） 営業用：道路運送法第２条第２項に規定する旅客自動車運送事業及び貨物自動車運送事業の用に供する自動車
自家用：営業用の自動車以外のすべての自動車

（注２） 上記に掲げる自動車により難いものについては、都道府県の条例により自動車の諸元（用途、総排気量等）によって区分を設け

て税率を定めることができる。

（注３） 積雪により、通常、一定期間運行できない地域に主たる定置場を有する自動車については、一定割合（10分の3を限度）が軽減

される。

（注４） 電気自動車である乗用車に係る税率については、総排気量1,000cc以下の区分の税率によることが適当であること。



自動車税の課税根拠について

(参考４) 自動車税及び軽自動車税

第二 個別税目の現状と課題

三 消費課税

２．特定財源等

(1) 特定財源等の意義

自動車税は、主たる定置場所在の都道府県において自動車に対し、軽自動車税は、主たる定置場

所在の市町村において軽自動車などに対し、その所有者に課される税で、財産課税的な性格と、道

路損傷負担金的な性格を併せ持っています。

（略）

なお、これらの税率については、その負担が適正なものとなるように随時見直しを行うことが必

要と考えます。

「我が国税制の現状と課題(抄)」－21世紀に向けた国民の参加と選択－（平成12年７月 政府税制調査会）



対 象 車 内 容

新車新規登録から１１年を超えているディーゼル車

税率より概ね１０％重課（毎年）

新車新規登録から１３年を超えているガソリン車（又はＬＰＧ車）

☐重課

☐軽減

※電気自動車、天然ガス自動車、メタノール自動車、一般乗合用バス及び被けん引車は除く。

※自動車税の税率の軽減は、平成２０年度及び２１年度の新車新規登録の翌年度１年間。

平成２２年度燃費基準
＋２５％達成車

平成２２年度燃費基準
＋１５％達成車 税率を概ね２５％軽減

税率を概ね５０％軽減

平成１７年排出ガス基準
＋７５％達成車

※電気自動車又は下記の排出ガス要件を満たす天然ガス自動車は税率を概ね５０％軽減。
・３．５トン超のバス・トラック・・・平成１７年排出ガス規制に適合し、かつ、同基準値より１０％以上ＮＯｘ低減
・３．５トン以下の乗用車 ・・・平成１７年排出ガス規制に適合し、かつ、同基準値より７５％以上ＮＯｘ低減

 

 

自動車税のグリーン化特例



自動車税のグリーン化特例の改正経緯

【考え方】

取得課税である自動車取得税に加え、保有課税である自動車税においても、環境負荷に
応じた課税の仕組みを設け、税収中立の考え方の下、環境負荷の大きい自動車には重課、
環境負荷の小さい自動車には軽課することとする

年度 事項

平成13年度

グリーン化特例の創設
・軽減（軽減期間：新車新規登録の翌年度から２年間）
→電気自動車・天然ガス自動車・メタノール自動車 ・・・ 標準税率より概ね５０％軽減
→低排出ガス認定車（☆～☆☆☆）かつ低燃費車 ・・・ 標準税率より概ね１３％～５０％軽減

・重課
→新車新規登録から１１年超のディーゼル車、１３年超のガソリン車 ・・・ 標準税率より概ね１０％重課

平成15年度
対象を見直し（以下の通り軽減対象・軽減期間を重点化）
・軽減対象→電気自動車、天然ガス自動車、メタノール自動車、☆☆☆車かつ低燃費基準達成車（軽減率は５０％）
・軽減期間→２年間から１年間に短縮

平成16年度

対象を見直し（軽減対象を以下の通り重点化）
→電気自動車、天然ガス自動車、メタノール自動車 （軽減率５０％）

★★★★車かつ燃費基準＋５％達成車
★★★★車かつ燃費基準達成車 （軽減率２５％）
★★★車かつ燃費基準＋５％達成車

平成18年度

対象を見直し（軽減対象を以下の通り重点化）
→ 電気自動車、天然ガス自動車、メタノール自動車 （軽減率５０％）

★★★★車かつ燃費基準＋２０％達成車
★★★★車かつ燃費基準＋１０％達成車 （軽減率２５％）

平成20年度

対象を見直し（軽減対象を重点化）
→ 電気自動車、一定の排出ガス要件を満たす天然ガス自動車 （軽減率５０％）

★★★★車かつ燃費基準＋２５％達成車
★★★★車かつ燃費基準＋１５％達成車 （軽減率２５％）

注） ☆、☆☆、☆☆☆：平成12年排出ガス基準値より排出ガスを２５％、５０％、７５％低減
★★★、★★★★：平成17年排出ガス基準値より排出ガスを５０％、７５％低減



自動車税のグリーン化による軽減対象台数の状況（１）

12万台

9万台

85万台

59万台

56万台

56万台

98万台

111万台

52万台

20万台

58万台

16万台

15万台

110万台

219万台

100万台

5万台

14万台

68万台

4万台

実  績

見込み

実  績

見込み

実  績

見込み

実　績

見込み

旧☆かつ
燃費基準達成

50％軽減

50％軽減

25％軽減
13％軽減

13％軽減 25％軽減 50％軽減

H13

H14

H15

旧☆☆かつ
燃費基準達成

旧☆☆☆かつ
燃費基準達成

旧☆☆☆かつ
燃費基準達成

要件を絞り込み

登録年度 増減収額

H14税収

△13億円

H15税収

△334億円

H16税収

△505億円

H16

★★★かつ
燃費基準＋５％達成

★★★★かつ
燃費基準達成

★★★★かつ
燃費基準＋５％達成

50％軽減25％軽減25％軽減
H17税収

△57億円

要件を絞り込み



83万台

78万台

105万台

74万台

18万台

24万台

143万台

51万台

53万台

59万台

70万台

84万台

27万台

146万台

実  績

見込み

実  績

見込み

実  績

見込み

登録年度

※ H16、H17年度における25％軽減実績の内訳は自動車登録台数比率による按分である。

50％軽減

50％軽減

25％軽減

25％軽減

H17

H18

25％軽減

H19 25％軽減 50％軽減

★★★★かつ
燃費基準＋10％達成

★★★★かつ
燃費基準＋20％達成

増減収額

H18税収

△157億円

H１９税収

＋11億円

要件を絞り込み

H２０税収

△21億円

自動車税のグリーン化による軽減対象台数の状況（２）



内　　　　　　　容

１． 課 税 主 体 　都道府県

２． 納税義務者 　自動車の取得者

３． 課 税 客 体 　自動車の取得（二輪の小型自動車、二輪の軽自動車、大型特殊及び小型特殊自動車を除く）

４． 課 税 標 準 　自動車の取得価額

５． 税 率 　自家用自動車（軽自動車除く）　５％（H30.3.31まで。本則は３％）

　営業用自動車及び軽自動車　　　３％

６． 免 税 点 　５０万円（H30.3.31まで。本則は１５万円）

７． 税 収 　２，５３３億円（平成２１年度地方財政計画ベース）

８． 沿 革 　昭和４３年　都道府県及び市町村の道路に関する費用に充てるため、目的税として創設（税率３％）

　昭和４９年　自家用自動車（軽自動車除く）に特例税率（３％→５％）を導入

　平成２１年　道路特定財源の一般財源化に伴い、目的税から普通税に改め、使途制限を廃止

項　　目

自動車取得税の概要



自動車取得税の時限的軽減措置

【目的】

自動車の販売台数が減少し、裾野の広い関連産業に影響を及ぼしている中で、

自動車の買換え・購入需要を促進し、自動車市場の後退に歯止めをかけるととも

に、低炭素社会の実現を目指すために創設。

【概要】

排出ガス性能・燃費性能の優れた環境への負荷の少ない低燃費車・低公害車等

（新車に限る。）について、平成21年度から平成23年度までの間の取得に限り、現

行特例措置に代えて、自動車取得税の税率軽減措置を以下のとおり講ずる。

電気自動車・ハイブリッド自動車等 … 免 除

乗用車等（軽自動車含む）：★★★★ かつ 平成22年度燃費基準＋25％達成 … 75％軽減

バス・トラック（3.5t超）：平成21年排出ガス規制適合 かつ 平成27年度燃費基準達成 … 75％軽減

乗用車等（軽自動車含む）：★★★★ かつ 平成22年度燃費基準＋15％達成 … 50％軽減

バス・トラック（3.5t超）：平成17年排出ガス基準10％低減達成 かつ 平成27年度燃費基準達成 … 50％軽減

（注）「★★★★」は、平成17年排出ガス基準75％低減達成



自動車取得税の時限的軽減措置（税率）

車種 現行税率 軽減後の税率

電気自動車
天然ガス自動車（※１）

ハイブリッドバス・トラック（※１）

自家用車 ２．３％ ０％

営業用車
軽自動車

０．３％ ０％

ハイブリッド乗用車（※１） 自家用車 ３．２％ ０％

営業用車
軽自動車

１．２％ ０％

プラグインハイブリッド自動車（※２） 自家用車 － ０％

営業用車
軽自動車

－ ０％

クリーンディーゼル乗用車（※１） 自家用車 ４％ ０％

営業用車
軽自動車

２％ ０％

次の２つの要件を満たす乗用車等
・平成22年度燃費基準+25％達成
・平成17年排出ガス基準75％低減達成

自家用車 ５％（30万控除あり） １．２５％

営業用車
軽自動車

３％（30万控除あり） ０．７５％

次の２つの要件を満たすディーゼルバス・トラック（3.5ｔ超）
・平成27年度重量車燃費基準達成
・平成21年重量車排出ガス規制適合

自家用車 ３％ １．２５％

営業用車 １％ ０．７５％

次の２つの要件を満たす乗用車等
・平成22年度燃費基準＋15％達成
・平成17年排出ガス基準75％低減達成

自家用車 ５％（15万控除あり） ２．５％

営業用車
軽自動車

３％（15万控除あり） １．５％

次の２つの要件を満たすディーゼルバス・トラック（3.5ｔ超）
・平成27年度重量車燃費基準達成
・平成17年排出ガス基準NOｘ又はPM10％低減達成

自家用車 ５％ ２．５％

営業用車 ３％ １．５％

（※１）天然ガス自動車、ハイブリッドバス・トラック、ハイブリッド乗用車及びクリーンディーゼル乗用車については、一定の要件を満たすもの。
（※２）プラグインハイブリッド自動車については、平成２１年度から販売される予定。



特 例 対 象 車 軽減内容 取得期間

低燃費車特例
★★★★（※） かつ 平成22年度燃費基準+25%達成車 取得価額から30万円控除

Ｈ20.5.１～Ｈ22.3.31

★★★★（※） かつ 平成22年度燃費基準+15%達成車 取得価額から15万円控除

低公害車特例

・電気自動車

・天然ガス自動車（３．５ｔ超のバス・トラック）：平成１７年排
出ガス規制に適合し、同基準値より１０％以上ＮＯｘ低減

・天然ガス自動車（３．５ｔ以下の乗用車）：★★★★（※）

・ハイブリッド自動車（バス・トラック）：平成１７年排出ガス
規制に適合し、同基準値より１０％以上ＮＯｘ又はＰＭ低減、
かつ、平成27年度重量車燃費基準達成

税率から２．７％軽減

Ｈ21.4.１～Ｈ24.3.31

・ハイブリッド自動車 （乗用車）：

★★★★（※） かつ 平成22年度燃費基準+25％達成車
税率から１.６％軽減

・プラグインハイブリッド自動車 税率から２.４％軽減

大型ディーゼル車特例

・３．５ｔ超のディーゼルトラック・バス：

平成２１年排出ガス規制（ポスト新長期規制）に適合し、

かつ、平成２７年度重量車燃費基準達成

【３．５トン超１２トン以下】

税率から２．０％軽減
Ｈ20.5.１～Ｈ22.3.31

【１２トン超】

税率から２．０％軽減

税率から１．０％軽減

Ｈ20. 5.１～Ｈ21.9.30

Ｈ21.10.１～Ｈ22.3.31

クリーンディーゼル
乗用車特例

平成２１年排出ガス規制（ポスト新長期規制）に適合して
いるディーゼル乗用車

税率から１．０％軽減

税率から０．５％軽減

Ｈ20. 5.１～Ｈ21.9.30

Ｈ21.10.１～Ｈ22.3.31

自動車取得税の低燃費車特例等
（H21年度からの時限的軽減措置の創設に伴い、H21.4.1～は中古自動車が対象）

※ 平成１７年排出ガス基準から７５％低減を達成したもの



自動車重量税（国税）の概要

創 設 時 期 昭和４６年（第６次道路整備５か年計画による道路財源の必要性から創設）

課 税 主 体 国

課 税 客 体 ① 新規検査若しくは予備検査による自動車検査証の交付又は継続検査、臨時検査、分解整備検査若しくは構造等変更検更検査

による自動車検査証の返付を受ける自動車

② 車両番号の指定を受ける軽自動車

納 税 義 務 者 上記の自動車検査証の交付又は返付を受ける者及び車両番号の指定を受ける者

税 率 （平成30年４月30日までの暫定税率）

自家用自動車 営業用自動車
区 分

車 検 有 効 期 間
１年 ２年 ３年 １年 ２年

円 円 円 円 円
6,300 12,600 18,900 2,800 －乗用自動車 車両重量0.5tごと

6,300 － － 2,800 －バ ス 車両総重量1tごと

6,300 － － 2,800 －トラック（車両総重量2.5t超） 〃

検査自動車 4,400 － － 2,800 －トラック（車両総重量2.5t下） 〃

6,300 12,600 － 2,800 5,600特種用途自動車 〃

2,500 5,000 7,500 1,700 3,400小型二輪 一両につき

4,400 8,800 13,200 2,800 5,600軽自動車 〃

6,300 4,500軽二輪 一両につき

届出軽自動車
13,200 8,400その他 〃

※臨時検査については上記税率の２分の１の税率

納 付 方 法 時 期：車検時（自動車の種類に応じて１～３年ごと）

方 法：自動車重量税印紙納付（臨時検査等にあっては現金納付）

納税地：車検証の交付等の事務をつかさどる運輸支局等

性 格 権利創設税 （車検等によって初めて自動車の運行が可能になるという法的地位に着目）

税 収 １１，０９８億円 （平成１９年度決算額）

（うち国税分７,３９９億円、譲与税分３,６９９億円）

（自動車重量譲与税）割合：２／３は国、１／３を市町村へ譲与

そ の 他 自動車リサイクル法により適正に解体された自動車について、自動車検査証の残存期間に相当する自動車重量税を還付。





軽自動車税の概要

１ 課税団体 市町村

２ 課税客体 軽自動車、二輪の小型自動車、原動機付自転車、小型特殊自動車

３ 納税義務者 軽自動車等の４月１日現在の所有者

４ 標準税率

６ 徴収方法 普通徴収（月割課税なし）

７ 税 収 １，６３６億円（平成１９年度決算）

区 分 年 税 額

原動機付自転車
(125cc以下)

イ 総排気量50cc以下のもの又は定格出力0.6kw以下のもの（ニに掲げるものを除く） 1,000円

ロ 二輪のもので

総排気量50cc超90cc以下のもの又は定格出力0.6kw超0.8kw以下のもの
1,200円

ハ 二輪のもので

総排気量90cc超のもの又は定格出力0.8kw超のもの
1,600円

ニ 三輪以上のもので

総排気量20cc超のもの又は定格出力0.25kw超のもので一定のもの
2,500円

軽自動車

(660cc以下)

及び

小型特殊自動車

イ 二輪のもの（側車付きのものを含む。）（125cc超250cc以下） 2,400円

ロ 三輪のもの 3,100円

ハ 四輪以上のもの

乗用のもの 営業用

自家用

貨物用のもの 営業用

自家用

5,500円

7,200円

3,000円

4,000円

二輪の小型自動車(250cc超) 4,000円

５ 制限税率 標準税率の１．５倍
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（百万台） （億円）

普通乗用車

軽自動車

貨 物 車

小型乗用車

自動車保有台数（四輪及び三輪の軽自動車含む）と自動車関係税収の推移

自動車税

自動車取得税
軽自動車税

税収ピーク

税収ピーク

※軽自動車の自動車保有台数は、三輪車及び四輪車（トラックを含む）を計上している。 ※普通乗用車（排気量2000cc超）、小型乗用車（排気量2000cc以下）

※税収額は決算額による。ただし、軽自動車税の税収額は決算額を賦課期日現在における三輪車及び四輪車の調定額の割合で按分した額である。

その他



暦年国内販売台数の推移



Ⅲ 税制抜本改革の全体像
２．税制抜本改革の基本的方向性

（4）自動車関係諸税については、税制の簡素化を図るとともに、厳しい財政事
情、環境に与える影響等を踏まえつつ、税制の在り方及び暫定税率を含む税
率の在り方を総合的に見直し、負担の軽減を検討する。

（8） 低炭素化を促進する観点から、税制全体のグリーン化を推進する。

自動車関係諸税に係る政府決定等

○持続可能な社会保障構築とその安定財源確保に向けた「中期プログラム」
（平成20年12月24日閣議決定）（抜粋）

○所得税法等の一部を改正する法律（抄）

附則
第１０４条第３項第４号
自動車関係諸税については、簡素化を図るとともに、厳しい財政事情、環境に与える影

響等を踏まえつつ、税制の在り方及び暫定税率（租税特別措置法及び地方税法附則に基
づく特例による税率をいう。）を含む税率の在り方を総合的に見直し、負担の軽減を検討
すること。

第１０４条第３項第８号
低炭素化を促進する観点から、税制全体のグリーン化（環境への負荷の低減に資する

ための見直しをいう。）を推進すること。



日本自動車工業会からの要望

「平成21年度税制改正に関する要望書」（社団法人日本自動車工業会）より抜粋

Ⅰ.自動車・環境税制

１. 一般財源化により課税根拠を失う自動車取得税・自動車重量税等は直ちに廃止すべき

一般財源化は、道路整備目的との課税根拠を喪失し、「税負担の公平」の原則にも反するこ

とから、自動車関係諸税について根本から見直し、課税根拠なき自動車関係諸税は廃止し、自

動車ユーザーの負担を軽減すべき。



○経年車の廃車を伴う新車購入、廃車を伴わない新車購入に対する補助を実施。
◇支援例（登録車の一例）
① 経年車の廃車を伴う新車購入補助

◇今回の経済対策 25万円の補助

② 新車購入補助（経年車の廃車を伴わない）

◇今回の経済対策 10万円の補助

○上記とは別途、平成21年4月1日より自動車重量税
・取得税の減免措置が開始されている。

約10万円の減税

※２００８年度の登録車の売上げ上位１０車種
（平均の車両価格約180万円・車両重量約1.2ｔ）のうち、
排出ガス性能４☆かつ2010年度燃費基準+15%以上の要件
を満たす9車種の平均減税額。

＜概要＞※平成21年4月10日に遡及適用

①経年車の廃車を伴う新車購入補助
＜乗用車＞ （登録車・軽）

＜重量車＞ （トラック・バス等）

② 新車購入補助（経年車の廃車を伴わないもの）
＜乗用車＞ （登録車・軽）

＜重量車＞ （トラック・バス等）

※税制改正（平成21年4月1日から適用）の例
◇次世代自動車（ハイブリッド車等）：免税
◇登録車・軽自動車（2010年度燃費基準＋25％以上かつ排出ガス性能4☆）：75%軽減

（2010年度燃費基準＋15％以上かつ排出ガス性能4☆）：50%軽減

◇内需、外需ともに大幅減。生産調整で国内生産は急減（２月は▲６割）。
－国内販売：▲２割減が定着化。09年度、100万台規模で販売減のおそれ。

※ 09年度需要見通し：430万台（本年3月24日（社）日本自動車工業会発表）
－輸 出：外需落ち込みで急減。２月は▲６割。

自動車産業の現状

要件 登録車 軽自動車
車齢13年超車から2010年度燃費基準達成車へ 25万円 12.5万円

要件 登録車 軽自動車
排出ガス性能4☆かつ2010年度燃費基準+15%以上 10万円 5万円

要件 小型（GVW3.5tクラス） 中型（GVW8tクラス） 大型（GVW12tクラス）
車齢13年超車から

新長期規制適合車へ
40万円 80万円 180万円

要件 小型（GVW3.5tクラス） 中型（GVW8tクラス） 大型（GVW12tクラス）

2015年度燃費基準達成車
かつNox又はPM+10%低減

20万円 40万円 90万円

①環境対応車の普及促進

国名 要件 補助概要

効果：販売量（対前年同月比）

１月 ２月 ３月

ドイツ 1月より、9年以上の車齢の車を廃車し、新車を購入した場合 2,500ユーロ（約32万円） ▲14% +21% +40%

フランス 12月より、10年以上の車齢の車を廃車し、新車を購入した場合 1,000ユーロ（約13万円） ▲ 8% ▲13% +8%

イタリア 2月より、9年以上の車齢の車を廃車し、新車を購入した場合 1,500ユーロ（約19万円） ▲32% ▲24% ±0%

諸外国の動向

対策の概要

（経済産業省作成資料）



地球温暖化対策
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2006年度における我が国の排出量は 基準年比6 2％上回 ており

我が国の温室効果ガス排出量我が国の温室効果ガスの排出量

13億4,000万トン （前年度比▲1.3%）13億5,800万トン

2006年度における我が国の排出量は、基準年比6.2％上回っており、
京都議定書の６％削減約束の達成には、6.8％の排出削減が必要。

1 300

（百万トンCO2）

6 8%の排出削

（＋6.2%）（+7.7%）

原発の利用率
低下による
一時的影響(+5 4%)

2.3%
3.1%

1,300 6.8%の排出削
減が必要12億6,100万トン

時的影響

（前年度比
▲2.1%）

(+5.4%)
(+3.2%）

12億5,400万トン

1,200
森林吸収源対策で3.8%
京都メカニズムで1.6%

の確保を目標

（-0.6%）

11億8,600万トン
（-6%）

1,100

（ 6%）

1,000

京都議定書削減約束
（2008年～2012年）

2005年度
排出量

基準年排出量
（原則1990年）

2006年度
排出量（確定値）

１
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環境省作成資料　　（図表42）

903341
タイプライターテキスト

903341
タイプライターテキスト

903341
タイプライターテキスト

903341
タイプライターテキスト



単位：百万トンCO2 単位：百万トンCO2

部門別エネルギー起源CO2排出量の推移と2010年目標

産業（ 場等）

単位：百万トンCO2

1990年度 増減率
2006年度

（確定値）

目標までの

削減率

2010年度

目安
（※）

2

産業（工場等）

482  －4.6% 460  －7.0%～
－7.9% 424～428

運輸（自動車・船舶等）

217 +16.7% 254  －4.1%～
5 5% 240～243

業務その他
（オフィスビル等）

－5.5%

164 +39 5% 229
－8.3%～
－9 3% 208～210

家庭

164  +39.5% 229 －9.3% 208～210

127 +30.0% 166 －14.7%～
16 5% 138～141

エネルギー転換

－16.5%

68 +13.9% 77 －14.2%～
14 3% 66

－14.3%

２（※）排出量の目安としては対策が想定される最大の効果を上げた場合と、想定される最小の場合を設けている。当然ながら対策効果が最大となる
場合を目指すものであるが、最小の場合でも京都議定書の目標を達成できるよう目安を設けている。
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GDP 比 

（ ％ of GDP） 
税収構成比 

( ％ of tax revenue ) 

日本 １．７ ６．４ 

アメリカ ０．９ ３．５ 

イギリス ２．６ ７．３ 

ドイツ ２．５ ７．３ 

フランス ２．１ ４．９ 

イタリア ３．０ ７．２ 

カナダ １．２ ３．７ 

OECD 平均 １．８ ５．８ 

課    税    対    象 日 本 

エネルギー物品（Energy products） ４８,４６０ 

輸送目的 ４０,５７０ 

 うち、ガソリン ２９,６７９  

生活上の使用目的 ７,８９０ 

化石燃料 ４,４４３ 
  

電気 ３,４４７ 

自動車、その他輸送手段 
（Motor vehicles and transport） 

２９,０８４ 

取引課税 ４,１９９ 

 

保有課税 ２４,８８５ 

OECD 環境統計 － 環境関連歳出と税制 （抄） 

（ OECD “Environmental Data － Environmental Expenditure and Taxes” ） 

２００４年 （％） 

表４A  環境関連税制の内訳 （抄）
( Structure of Revenues from Environmentally Related Taxes )

表４B  環境関連税制の税収 （抄）
( Trends in Revenues from Environmentally Related Taxes ) 

２００４年 （百万ドル） 

● 軽油引取税 
● 石油ガス税 
● 航空機燃料税

● 揮発油税 
● 地方道路税

 
● 石油石炭税 
 
 
● 電源開発促進税 
 

 
● 自動車取得税 
 

● 自動車重量税 
● 自動車税 
● 軽自動車税 

SOKAN03
タイプライターテキスト
１７

009622
長方形
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EUにおける車体課税をめぐる状況

○ 「乗用車関係税に関する指令案(Proposal for a Council Directive on passenger car    

related tax)」(2005年7月）

１．背景
・ 欧州委員会が、従来の自動車登録税を中心とする「車の取得」に係る税制から、「車の使用」に係る税制へ
の転換を目的とし、CO2排出量の要素を取り入れた税制の導入と自動車登録税の廃止を並行して行いう欧州理
事会指令案を検討。

・ 2005年7月、欧州委員会が、乗用車の税制に関する欧州理事会指令案を作成・採択し、その後、欧州議会・
欧州理事会で審議。

・ 2007年11月の欧州理事会の審議では否定的な意見もあり、その後、審議はされていない状況。

２．内容
・ 2008年末までに税収の少なくとも25％を、2010年末までに税収の少なくとも50％を、CO2排出量の要素を取

り入れたものとすべき。
・ 2015年までに自動車登録税を廃止する。
・ 自動車登録税が廃止されるまで、ＥＵ加盟国内で乗用車を輸出する場合、あるいは恒久的に使用するためＥ
Ｕ加盟国内で移動する場合、自動車登録税の払い戻しを行う。

３．今後の予定
・ 本指令案は、2007年11月以降、欧州議会・欧州理事会で審議されておらず、継続審議扱いの状況。次回審議
予定はなし。

・ 他方、未だ欧州の多くの国は自動車登録税を有するが（例：仏、伊など）、一方で、CO2排出量の要素を取
り入れた税制が導入されている。（例：独、仏、伊、英など）



○ 「CO２排出量規制法案（Proposal for a Regulation of the European Council)」
(2007年12月）

【概要】
EUで販売される新車の平均CO２排出量規制を2012年までに120g/km（自動車技術に対して130g/km）とすること
を求めるもの。

【具体的内容】
① CO２排出目標値120g/km（自動車技術に対して130g/km）が車両重量ごとに設定された。
② CO２排出目標値を超えた場合に自動車メーカーに罰則規定（罰金規定）が設けられた。
③ 数社共同で目標値を達成しても良い。
④ 各国は新車についてのデータを集め、委員会に報告する義務を負う。
⑤ CO２排出目標値を超えた場合、当該超えた数値分の罰金額に新車の販売台数を乗じて算出。

○ 上記法案に関して欧州議会とEU議長国（フランス）との間の妥協案が成立（2008年12月）

① CO２排出上限の完全導入を2012年から2015年に先送り（2012年から段階実施）
② 2020年までに平均CO２排出量を95グラムとする。
③ 超過罰金の引き下げ。



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2003 年 『エネルギー製品と電力に対する課税に関する枠組みＥＣ指令』 

○2004 年 1月 1日発効 

○エネルギー製品、電力について最低税率を定めたもの 

○動力用燃料(motor fuel)・暖房用燃料(heating fuel)以外の利用の場合、電気コスト

が製品コストの 50％以上となる場合などは、本指令の対象外となる。 

○加盟各国は、本指令を遵守する必要がある。指令に規定された範囲内※であれば免税・

減税は可。 

○税率例 

<動力用燃料（自動車燃料を含む）>                 単位ﾕｰﾛ                                                 

 2004/1/1 2010/1/1  2004/1/1 2010/1/1 

無鉛ガソリン 1L=0.421 1L=0.421 軽油 1L=0.302 1L=0.302 

LPG Kg=0.125 Kg=0.125 灯油 1L=0.302 1L=0.33 

<暖房用燃料・電気>                                               単位ﾕｰﾛ 

 事業用 非事業用  事業用 非事業用 

軽油 1L=0.021 1L=0.021 灯油 なし なし 

LPG なし なし 天然ガス 1Gj=0.15 1Gj=0.3 

石炭･コークス 1Gj=0.15 1Gj=0.3 電気 1kWh=0.5 1kWh=1 

 
※ 例えば、①発電用燃料・電気、②航空機・船舶燃料については、免税するものとされて
いる。ただし、①については、環境政策目的の場合には、免税する必要はない。 
また、エネルギー多消費産業に対しては、暖房用燃料や電気について減税を行うことが

できる。 
 

本指令では、多くの移行措置や優遇措置が設定されている。また、移行措置にもかかわ
らず、最低税率の導入に困難がある加盟国は移行期間を 2007年 1 月 1日とすることができ
る。 
＜移行措置の例＞ 
ドイツ  2006年 12月 31日まで、製造業で利用される暖房用燃料を減税 

  フランス 2009 年１月まで、公共機関に使用するエネルギー製品及び電力に対して全面
的又は部分的免除を適用 

   

＜ドイツ＞ 

○2006 年 エネルギー生産への課税に関する法案成立 

・鉱油税を改正しエネルギー税に。新たに石炭・コークスが課税対象となった（発電用

石炭は免税） 

＜フランス＞ 

○2006 年 ＥＣ指令に合致するフランス税制の制定を承認する財政修正法成立 

○2007 年１月～ 石炭税新設 

＜オランダ＞ 

○2004 年 一般燃料税のうち石炭を除く製品に係る税を、エネルギー規制税や物品税と統

合（エネルギー税を新設）し、税率引上げ（発電用燃料は免税） 

・電気に係るエネルギー規制税の課税対象となる電力使用量のシーリング※を引上げ 

※シーリングを超える利用分について、エネルギー効率を改善することについて政府と協定を結んだ

場合、免税 



イギリス フランス

項目 自動車保有税

自動車登録税

社用自動車税 車軸税加算税
※2006年7月から

【対象：中古車】

割引・割増制度
※2008年1月から

【対象：新車】

１．課税主体 国 州 州 州 国 国

２．課税根拠
道路維持に貢献すべきとの理
由で創設され、その後環境保
護的観点が加えられた。
（クレア調査2008）

－ － － －
道路の維持・管理に負
担をかけているため
（クレア調査2008）

３．課税標準
二酸化炭素排出量

（g/km）
エンジン出力

（kW）

①排出ガス基準
（EURO0～5）が適用
される自動車
→二酸化炭素排出量
（g/km）

②①以外の自動車
→エンジン出力
（kW)

二酸化炭素
排出量
（g/km）

※2006年1月から
二酸化炭素排出量

(g/km)
車体重量

４．税率 定額
州議会が
自由に決定

①比例税率
（ユーロ/ｇ)
②定額税率

定額
比例

（ユーロ/ｇ)
定額

５．使途 一般財源 －
環境・エネルギー庁

の財源
－ 一般財源

特定財源
（道路の補修）

６．税収
（単位：円）

約7,000億円
（2006年）

約2,500億円
（2006年）

－
約1,500億円
（2006年）

約300億円
（2006年）

７．全税収に
占める割合

1.0％ 0.25％ － 0.14％ 0.03％

車体に対する課税の国際比較（自動車産業立地国）

※税収は2006年の4月6日時点の円換算レート（1ユーロ＝135円）で計算。

＜未定稿＞



ドイツ イタリア スウェーデン （デンマーク）

項目 自動車税 自動車県登録税 自動車税
地方

自動車税
自動車税 自動車登録税

乗用車
グリーン税

１．課税主体 国 県 国 州 国 国 国

２．課税根拠
贅沢品への課税という趣旨で創設
され、その後環境対策という面が
加わった。（クレア調査2008）

－ － － － － －

３．課税標準
二酸化炭素
排出量
（g/km）

①自家用の自動車
及び二輪車

→排気量及び排出
ガス基準（EURO0～

5）
②トラック、バス
→重量及び排出ガ

ス基準※２

自動車の種類
及び

エンジン出力
（kW)

排出ガス基準
（EURO0～5）

及び
エンジン出力

(kW)

自動車
の種類
及び
排気量

自動車の種別
及び

二酸化炭素排出
量

自動車の
取得価額（DKK）

自動車の種類
及び燃費基準

（km/リットル)

４．税率 定額
比例

①（ユーロ/cc）
②（ユーロ/kg）

定額
比例

（ユーロ/1kW）
－

比例
（SEK/g）

比例
（最大180％）

定額

５．使途 一般財源 － － － － 一般財源 一般財源

６．税収
（単位：円）

約1.2兆円
約1,700億
（2006年）

－
約7,000億
（2006年）

約1400億
（2006年）

約4400億
（2006年）

約1700億
（2006年）

７．全税収に
占める割合

0.98％ 0.2％ － 0.83％ 0.74％ 2.94％ 1.14％

※1 税収は4月6日時点の円換算レート（1ユーロ＝135円）で計算。
※2 トラック・バスについて二酸化炭素排出量課税が行われているかどうか不明



ドイツにおける自動車税制度の見直し

○ 自動車税の課税標準の変更※

・排気量及び排出ガス基準（EURO0～5）から一部二酸化炭素排出量ベースに変更

・二酸化炭素排出量ベースは新車購入のみ適用（既販車は現行排気量ベースの課税のまま）

・CO2排出量95g/km未満の自動車については非課税

※ バス･トラックも対象になっているかどうかについては、要確認

※ 適用開始時期についても要確認

○ 自動車税の徴税権を州から連邦に変更





総排気量２０００ｃｃの自動車に係る税率の比較

　出典：『Tax Guide 2008』 (ACEA : the Association of European Automobile Manufacturers〔ヨーロッパ自動車工業会〕、2008)

EU諸国における自動車の取得・登録に関する税率の比較
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道路特定財源の一般財源化等
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本年５月の閣議決定「道路特定財源等に関する基本方針」等に基づき、以下の措置を講ずること

とし、関連法案を次期通常国会に提出する。

２．道路特定財源制度の廃止

平成21年度予算において道路特定財源制度を廃止することとし、道路整備事業に係る国の財政

上の特別措置に関する法律第３条の規定を削除するとともに、地方税法などの所要の改正を行う。

また、特定財源制度を前提とし、社会資本整備事業特別会計に直入されている地方道路整備臨

時交付金を廃止する。

６．一般財源化に伴う関係税制の税率のあり方

道路特定財源の一般財源化に伴う関係税制の暫定税率分も含めた税率のあり方については、今

後の税制抜本改革時に検討することとし、それまでの間、地球温暖化問題への国際的な取組み、

地方の道路整備の必要性、国・地方の厳しい財政状況等を踏まえて、現行の税率水準を原則維持

する。ただし、納税者の理解、景気及び環境対策という観点から、自動車関係諸税の負担を時限

的に軽減する。

道路特定財源の一般財源化等について（抄）

平成２０年１２月８日

政 府 ・ 与 党



地方道路特定財源の一般財源化の内容①

（軽油引取税、自動車取得税、地方道路譲与税、石油ガス譲与税、自動車重量譲与税）

論 点 現行制度の概要 一般財源化の内容

税の性格

○ 軽油引取税・自動車取得税は、道路の

ための目的税として課税

（国税である地方道路税も道路のための目的

税として課税）

○ 目的税から普通税に移行

使途制限

地方税
○ 軽油引取税・自動車取得税は、「道路に

関する費用に充てる」ものと使途を制限
○ 使途制限を廃止

譲与税

○ 地方道路譲与税・石油ガス譲与税・自動

車重量譲与税は、「道路に関する費用に充

てる」ものと使途を制限

○ 使途制限を廃止

課税の根拠・趣旨

○ 軽油引取税・自動車取得税は、道路に

関する費用に充てるため課税（受益者負担

金的性格・道路損傷負担金的性格）

（地方道路税は、地方の道路に関する費用

に充てる財源を譲与するため課税）

○ 道路等の行政サービスから得る受益に着目

するとともに環境への配慮の必要性を考慮

（※ 地方道路譲与税は地方揮発油譲与税に名称を変更）



地方道路特定財源の一般財源化の内容②

（軽油引取税、自動車取得税、地方道路譲与税、石油ガス譲与税、自動車重量譲与税）

論 点 現行制度の概要 一般財源化の内容

税率水準

○ 主として地方の道路整備の必要性、状況

を勘案して、本則税率に暫定上乗せ

（消費抑制、環境保全等も勘案）

○ 地球温暖化問題への国際的な取組み

○ 地方の道路整備の必要性

○ 国・地方の厳しい財政状況

⇒ 今後の税制抜本改革時までの間、

現行の税率水準を維持

交付・譲与の基準

○ 道路に関する需要に応じて配分

※ 道路の延長、面積を基準に交付・譲与

（軽油引取税については、道路の面積を基準）

○ 道路等の行政サービスの供給に応じて配分

⇒ 現行の基準を維持

免税制度

（軽油引取税）

○ 道路使用に直接関連しないと認められるも

のについて課税を免除（地方税法本則）

○ 全ての使用が課税対象となるのが基本的な

原則

○ 石油化学製品の原料となる軽油については

本則による措置

その他の軽油については附則による３年間

の措置として存続



道路特定財源の一般財源化（平成20年度との比較）

（単位：億円）

軽油引取税 9,277 4,942 9,914 5,281

自動車取得税 2,533 835 4,024 1,309 自動車取得税の時限的な負担軽減
措置による約1,100億円の減収

地方揮発油譲与税
（地方揮発油税の収入額の全額）

2,812 433 2,998 461 平成20年度は地方道路譲与税
（地方道路税の収入額の全額）

石油ガス譲与税
（石油ガス税の収入額の1/2）

133 ー 140 －

自動車重量譲与税
（自動車重量税の収入額の1/3）

3,300 1,845 3,601 2,013
自動車重量税の時限的な負担軽減
措置による約1,000億円の減収に伴
い、約300億円の減収

18,055 8,055 20,677 9,064

（注１）平成21年度以降、道路特定財源は一般財源化されるため、平成21年度分の税及び譲与税は道路特定財源ではない。
（注２）地方揮発油譲与税には、地方道路譲与税を含む。
（注３）計数は、平成21年度予算・地方財政計画ベースであり、整理の結果、異動を生ずることがある。
（注４）交付・譲与の基準における道路は、都道府県分は一般国道・高速自動車国道・都道府県道、市町村分は市町村道を指し、基準日は前年の４月１日現在である。
（注５）交付・譲与の基準については、道路の種類、幅員による道路の種別等による補正が行われている。

 ※　政令市には、政令市が国・県道を管理していることから、都道府県分の一部が交付・譲与されている。軽油引取税については国・県道管理分（政令市特例分）の
　 道路の面積、自動車取得税、地方揮発油譲与税及び石油ガス譲与税については国・県道管理分（政令市特例分）の道路の延長及び面積に応じて配分されている。

うち暫定上乗せ分

地
方
税

地
方
譲
与
税

合　　　　　　計

税　　目　　等 21年度 20年度 備　　考うち暫定上乗せ分



項 目 内 容

１．課税主体 都道府県

２．課税客体 元売業者又は特約業者からの軽油の引取りで、当該軽油の現実の納入を伴うもの

３．納税義務者 元売業者又は特約業者から現実の納入を伴う軽油の引取りを行う者

４．課税標準 軽油の数量

５．税率
一定の税率

１キロリットルにつき３２，１００円（Ｈ３０．３．３１まで：本則１５，０００円）

６．交付金
指定市を包括する都道府県は、軽油引取税の税収の９０％を、その都道府県及び指
定市がそれぞれ管理する一般国道及び都道府県道の面積等に基づいてあん分し、指
定市に交付

７．税収 ９，２７７億円（平成２１年度地方財政計画ベース）

８． 沿革

昭和３１年 創設（昭和32年、34年、36年、39年に税率引上げ）

昭和５１年 特例税率を導入（昭和54年、平成5年に税率引上げ）

平成２１年 目的税から普通税に移行

軽油引取税の概要



資料１

（EUにおけるCO2基準による課税の状況）

第２回研究会　資料１



2009年7月現在、欧州17カ国においてCO2を課税
の基準に取り入れた自動車課税が行われている。

欧州におけるCO2 を課税の基準に取り入れた自動車課税の状況

ACEA（欧州自動車工業会）ホームページより



取得
課税

保有
課税

概　　　　　　　　　　　　要

オーストリア ○

1．石油燃料税は自動車の最初の登録時に課税される。
（ガソリン車）　取得価格×（３リットルあたりの燃料消費量）の２％
（ディーゼル車）　取得価格×（２リットルあたりの燃料消費量）の２％
2．Bonus-malus（重課軽課）システムで、CO2排出量が＜120ｇ/㎞の自動車は最大300ユーロの軽減。＞180g/㎞（2010/1/1から160
ｇ/㎞）の自動車は180g/㎞を超過するg/km毎に25ユーロの加算。石油を使わない自動車は最大500ユーロの軽減。
3．5mg/kmの粒状物質（PM）を排出するディーゼル車は最大300ユーロの加算。逆に、＜5mg/kmの粒子状物質や＜80g/kmのNOxの
排出をするディーゼル車は、最大200ユーロの軽減。（1kmあたり＜60mg/km未満のNOx排出をするガソリン車にも適用）。

CO2排出量が＜115g/kmの自動車を購入した個人に対し、個人所得税における所得控除。
（＜105g/kmの自動車）　取得価格の15％（上限4540ユーロ）
（105～115g/kmの自動車）　取得価格の3％（上限850ユーロ）

○ 社用車税（CO2排出量ベース課税）

○
ワロン地域では＜145g/㎞の排出量の新車が軽課（＜105g/kmの自動車は最大1000ユーロ）され、＞195g/kmの排出量の場合は重
課（＞225g/kmの自動車は最大1000ユーロ）。

○
登録税（取得価格に基づく課税）
CO2排出量に応じ、税率を調整。（＜120g/kmの自動車の税率は30％減少し、＞250g/kmの自動車の税率は20％増加）

○
道路税（排気量ベース課税）
CO2排出量に応じ、＜150g/kmの自動車につき税額を15％減少。

○
登録税（取得価格に基づく課税）
１リットル当たりの走行可能距離がそれぞれ＞16km（ガソリン車）、＞18km（ディーゼル車）の場合に4000DKKの軽課。１リットル当た
りの走行可能距離がそれぞれ＜16km（ガソリン車）、＜18km（ディーゼル車）の場合に1000DKKの重課。

○
道路税（燃費ベース課税）
（ガソリン車）　520DKK(＞20km/㍑性能の自動車）～18,460DKK（＜4.5km/㍑性能の自動車）
（ディーゼル車）　160DKK(＞32.1km/㍑性能の自動車）～25,060DKK(＜5.1km/㍑性能の自動車）

○
登録税（取得価格に基づく課税）
CO2排出量に応じ、12.2％（＜60g/km）～48.8％（＞360g/km）。税体系は完全にproportional。

○
道路税(現在、従量課税→2010年からCO2排出量ベース課税）
（税額）　20ユーロ～605ユーロ。

○
1．CO2排出量に基づくBonus-malus（重課軽課）システムにより、最大5,000ユーロのボーナス（＜60g/km）、＞160g/kmの場合は重
課され、最大2,600ユーロの重課（＞250g/kmの場合）。

○
2．社用車税（CO2排出量ベース課税）
（税額）　2ユーロ（＜100g/kmの自動車）～19ユーロ（＞250g/kmの自動車）

ベルギー

デンマーク

フィンランド

フランス

キプロス

各国のCO2を基準とした課税の状況



ドイツ ○

1．自動車税につき、2009年7月からCO2排出量と排気量を併用した課税に移行。
（CO2排出量ベース課税）　2ユーロ/g/km
（排気量ベース課税）　ガソリン車　2ユーロ/100cc　　ディーゼル車　9.5ユーロ/100cc
2．＜120g/kmの自動車は免税（2012～13は110g/km、2014～は95g/km)

○
登録税（取得価格に基づく課税）
CO2排出量に応じ、14％（＜120 g/km）～36％（＞225 g/km ）。　ハイブリッドやフレキシブル燃料車は上限 2,500ユーロの軽減。

○
道路税（CO2排出量ベース課税）
（税額） 　104ユーロ (＜120 g/km) ～ 2,100ユーロ ( ＞225 g/km)。

マルタ ○ 2009年より、登録税をCO2排出量に応じた課税に変更。

ルクセンブルグ ○
自動車税（CO2排出量ベース課税）
（ディーゼル車以外）　0.6×CO2排出量（g/km）
（ディーゼル車）　0.9×CO2排出量（g/km）　　　　＊指数については、10g/kmごとに0.1ずつ上昇。

○

登録税（取得価格に基づく課税）
燃費によって、重課軽課が行われる。通常よりも20％燃費の良い車は、最大1,400ユーロのボーナス、通常よりも30％燃費の悪い車
は最大1,600ユーロのペナルティ。ハイブリッド車は最大6,400ユーロのボーナス。＜95g/km（ディーゼル車）、＜110g/km（ディーゼル
車以外）は、登録税の課税免除。＞250g/km（ガソリン車）、＞170g/km（ディーゼル車）は、超過するg/kmあたり125ユーロの重課。

○ 自動車税についても、＜110g/km（ガソリン車）、＜95g/km（ディーゼル車）は軽課。

ポルトガル ○
登録税（排気量ベースとCO2排出量ベースの併用）　　　このうち、CO2排出量ベース部分の計算式は、
（ガソリン車）　3.5ユーロ×g/km-329（＜115g/km）～125ユーロ×g/km-20,766（＞205g/km）
（ディーゼル車）　10ユーロ×g/km-730（＜95g/km）～168ユーロ×g/km-21,610（＞170g/km）

ルーマニア ○ 特別汚染税（登録税）は、CO2排出量、排気量及びEURO基準に基づいた課税。

スペイン ○
登録税（取得価格に基づく課税）
CO2排出量に応じ、税率は、0％（＜120g/km）～14.75％（＞200g/km）。

スウェーデン ○
自動車税（EURO4適合車についてはCO2排出量ベースの課税）
（基本税額）　SEK360＋SEK15/g/km（＞100g/kmの場合）　　　ディーゼル車の場合、3.15または3.3を当該額に乗じて得た額が税額。
＊なお、代替エネルギー車は、SEK10 /g/km（＞100g/kmの場合）

○
自動車税（CO2排出量ベース課税）
（税額）　0ポンド（＜100g/km）～400ポンド（ガソリン車、ディーゼル車）、385ポンド（代替エネルギー車）（＞255g/km)

○
社用車税(簿価に基づく課税)
CO2排出量に応じ、10％（＜120g/km）～35％（＞235g/km）　　　ディーゼル車には3％の付加税（最大35％）

アイルランド

オランダ

イギリス

ACEA（欧州自動車工業会）資料を一部修正









国 インセンティブ
廃車する

自動車の車齢
条件 期間

オーストリア
1,500ユーロ
（約19.5万円）

13年超
・　少なくともEURO4に適合する新車を購入。
・　ディーラーがインセンティブの50％を負担。
・　総額　4500万ユーロ。

2009.4.1～12.31.2009

フランス
1,000ユーロ
（約13万円）

10年超
・　CO2排出量が160g/km以下の新車を購入。
・　小型営業車には、CO2要件なし。
・　総額　2.2億ユーロ程度を想定。

2008.12.4～
2009.12.31

ドイツ
2,500ユーロ
（約32.5万円）

9年超
・　少なくともEURO4に適合する新車を購入。
・　中古車の購入の場合は、車齢が1年以内。
・　総額　15億ユーロ（60万台）。

2009.1.14～
2009.12.31

イタリア

1，500～5,000ユーロ
（自動車）

2,500～6,500ユーロ
（LCV）

9年超

・　EURO4＋CO2排出量が130g/km（ディーゼル）/140g/km（ガソリン）
・　CNG車の取得特例（1,500ユーロ）、電気又は水素自動車（CO2排
出量120g/kmを達成すれば3,000ユーロ、120g/km未満の場合は
3,500ユーロに増額）と自動車に対する買換え特例（1,500ユーロ）は重
複適用可能。
・　LPG車の取得特例（1,500ユーロ。当該特例はCO2排出量120g/km
未満の場合は2,000ユーロに増額）と買換え特例は重複適用可能。
・　LCVの買換え特例（2,500ユーロ）はCNGを動力源とするLCVの取
得特例（4,000ユーロ）と重複適用可能。
・　LPG、電気又は水素を動力源とするLCVの取得特例（1,500ユー
ロ。CO2排出量120g/km未満の場合は2,000ユーロに増額）と買換え
特例は重複適用可能。

2009.2.7～2009.12.31
（2010.3.31まで登録）

ポルトガル
1,000ユーロ
1,250ユーロ

10年超
15年超

・　CO2排出量が140g/km以下の新車を購入。 2009.1.1～2009.12.31

各国の廃車代替特例の状況



ルーマニア 約900ユーロ 10年超 ・　適用対象は6万台を上限。 2009.2.1～2009.12.31

スペイン
10,000ユーロまで
無利子貸付け

10年超又は
25万km走行

・　3万ユーロまでの新車購入。
・　CO2排出量が140g/km以下の新車を購入。
・　CO2排出量が160g/km以下の小型営業車を購入。
・　車齢15年超の自動車を廃車する場合、5年以内の中古車の購入に
も適用。

2008.12.1～2010.10.1

ルクセンブルグ 1,500～1,750ユーロ 10年超
・　CO2排出量が120g/km以下の新車を購入（ディーゼル車はさらに
PMが5mg以下が要件）した場合1,750ユーロ。
・　CO2排出量が150g/km以下の新車を購入した場合1,500ユーロ。

2009.1.22～10.1.2010

キプロス 675～1,700ユーロ 15年超
・　単なる廃車は675ユーロ。
・　燃費が7㍑/100km以下の新車購入の場合は、1,280ユーロ。5㍑
/100km以下の場合は、1,700ユーロ。

実施中

スロバキア
1,000～1,500ユーロ

1,000ユーロ
10年超

・　2.5万ユーロまでの新車購入。
・　ディーラーが負担しない場合、1000ユーロ、ディーラーが500ユーロ
を負担する場合1,500ユーロ（併せて2,000ユーロ）の買換え特例。
・　4月からは、ディーラーが1,000ユーロ負担する場合は1,000ユーロ
（併せて2,000ユーロ）の買換え特例（この場合も、2.5万ユーロまでの
新車購入に限る）。

2009.3.9～2009.3.25
2009.4.6～2009.12.31

オランダ 2009～2010導入は決定したが制度詳細を検討中

ACEA（欧州自動車工業会）資料より



自動車課税に係る欧州委員会2005年指令案の現状

１．欧州委員会2005年指令案の概要

① 自動車課税の一定割合（2008年末まで25％、2010年末まで50％）を、CO2排出量の
要素を取り入れた課税とする。

② 2015年までに登録課税registration taxを廃止する（保有課税annual circulation taxを
同額程度増収するなどにより、税収中立を確保）。

など

２．当該指令案の現状

 2007年11月以降、議論されていない。
 当該指令案は、取り下げwithdrawalされてはいないものの、指令として成立する可能

性はほとんどないと考えられている。（欧州議会、欧州委員会担当より聞き取り）

（理由）
• 税制は各国の主権に関わるもので、加盟国はDirectiveにネガティブであること。
• 特に、自動車課税はcommon marketの問題ではなく、Directiveになじまないとの

指摘があったこと。
• 登録課税保有国にとっては登録課税の廃止は受け入れられなかったこと。
• CO2課税による急激な税収変化の懸念があったこと。 など

税制は各国主権に関わり動かないため、欧州委員会は、税制の
ハーモナイゼーションからCO2規制へ、力点をシフトする傾向。



自動車課税における課税ベースの併用についてのコメント

（CO2排出量を基準とした課税の導入後も、）課税ベースとして、CO2ベースとその他の
ベース（排気量cylinder capacityなど)を併用するべきである。2005年の指令案において
自動車課税の50％についてCO2基準を採用するべきと盛り込まれたのは、自動車関係
税には、財産税的な考え、道路損傷負担金的考え、駐車場整備など一定の費用に充
てるべき、などがあり、そういった部分を自動車課税に残すべき、との考え方に基づく。

ドイツの新しい制度において、CO2ベースと排気量cylinder capacityベースを併用して
いることは、このような考え方からはfair combinationであると評価している。

（欧州委員会環境総局担当者より聞き取り）



登録課税についてのコメント

登録課税registration taxは、①基本的には走行距離等に基づかない課税であり、二重
課税の問題もあるので、将来的にはVATや燃料課税の中で課税するべきとの考え方が
ある一方、②登録課税は購入時の負担であるため、その額を動かすことによって購入
者の（環境性能の良い自動車への）選択に影響を及ぼすのに有効、との考え方もある。
しかし、デンマークなどの非常に高額な登録課税は、課税前価格pre-tax priceを大きく
歪めている。

（欧州委員会環境総局担当者より聞き取り）

登録課税は、自動車業界から見れば廃止するべきものであり、小売価格の引き上げ要
素である。もっとも登録課税には歴史的経緯、税収確保の問題もあり、なかなか廃止で
きるものでないことも事実。

（欧州自工会ACEA担当局長より聞き取り）

ドイツに登録課税がない理由としては、燃料課税が十分高いことが挙げられる。ガソリ
ン税は、日本では１リットル40セントくらいだが、ドイツでは（66セントくらいと）かなり高い。
ドイツの燃料課税とのギャップを日本では自動車取得税で吸収しているのではないか。

（ドイツ自工会VDAベルリン所長より聞き取り）



欧州における自動車に係る税負担（取得、保有、走行段階/年間）

DIW Wochenbericht 2009.7.1号
“CO2-Besteuerung von Pkws in Europa auf dem Vormarsch” より

１）15,000km/年走行、ガソリン車は7.1㍑/100km、ディーゼル車は4.5㍑/1000kmを前提。
2）新車登録された自動車について、1年間の税負担を計算。

（VWゴルフ1600cc ガソリン車） （VWゴルフ2000cc ディーゼル車）

（取得、登録段階） （保有段階） （走行段階）



租税等負担総額 登録税/料 付加価値税 自動車税 保険料 燃料税
燃料に係る
付加価値税 うちCO2課税

オーストリア 1,690 210 440 340 50 470 190 200

ベルギー 2,260 590 430 240 110 660 230 560

キプロス 1,050 210 280 100 20 320 120 50

ドイツ 1,520 10 400 120 80 700 220 90

デンマーク 4,600 2,650 440 410 230 600 280 1,420

スペイン 1,270 210 310 140 40 420 140 190

フランス 1,510 110 410 0 140 650 210 110

フィンランド 2,090 560 400 130 90 670 240 560

イギリス 1,390 10 350 200 20 630 180 200

アイルランド 2,670 1,040 430 450 10 540 210 1,480

ルクセンブルク 1,110 30 300 120 20 490 150 120

マルタ 2,140 910 350 180 40 490 170 860

ノルウェー 3,360 1,590 580 310 0 610 270 640

オランダ 2,620 670 380 560 30 750 230 680

ポルトガル 1,980 540 400 140 60 620 220 340

ルーマニア 840 10 350 10 10 320 140 10

スウェーデン 1,540 0 470 130 130 560 250 90

各国におけるVWゴルフ1.6（ガソリン）の租税等負担

DIW Wochenbericht 2009.7.1号

“CO2-Besteuerung von Pkws in Europa auf dem Vormarsch” より

１） 15,000km/年走行し、燃費は7.1㍑/100kmと仮定。

２） 新車登録された自動車について、1年間の税負担を計算。

３） CO2基準による課税を導入している加盟国のみ。

（ユーロ）



租税等負担総額 登録税/料 付加価値税 自動車税 保険料 燃料税
燃料に係る
付加価値税 うちCO2課税

オーストリア 1,360 110 460 380 50 250 110 90

ベルギー 1,950 660 460 370 130 210 110 530

キプロス 1,580 800 310 200 30 170 70 0

ドイツ 1,160 10 430 190 90 320 110 0

デンマーク 3,780 2,280 480 350 280 260 140 1,200

スペイン 830 20 340 140 50 200 80 0

フランス 1,010 0 440 0 160 290 110 0

フィンランド 1,960 470 430 590 110 250 120 470

イギリス 970 10 380 40 20 400 120 40

アイルランド 1,640 700 460 100 10 250 120 800

ルクセンブルク 730 30 330 70 20 200 70 80

マルタ 1,500 630 380 110 50 240 100 490

ノルウェー 2,670 1,300 620 310 0 270 170 230

オランダ 2,780 720 410 1,230 40 280 100 940

ポルトガル 1,690 660 440 160 70 250 110 240

ルーマニア 690 10 380 30 10 170 90 0

スウェーデン 1,320 0 510 220 160 310 140 100

各国におけるVWゴルフ2.0（ディーゼル）の租税等負担

１） 15,000km/年走行し、燃費は4.5㍑/100kmと仮定。

２） 新車登録された自動車について、1年間の税負担を計算。

３） CO2基準による課税を導入している加盟国のみ。
DIW Wochenbericht 2009.7.1号

“CO2-Besteuerung von Pkws in Europa auf dem Vormarsch” より

（ユーロ）



3タイプのガソリン車に係るCO2課税比較（自動車課税）

上から
クーペ1000cc
VWゴルフ1600cc
メルセデスML350 3700cc

DIW Wochenbericht 2009.7.1号
“CO2-Besteuerung von Pkws in Europa auf dem Vormarsch” より

上 CO2基準の課税以外
下 CO2基準の課税

EURO/㍑



DIW Wochenbericht 2009.7.1号
“CO2-Besteuerung von Pkws in Europa auf dem Vormarsch” より

欧州における燃料価格（税込み）

（ガソリン車） （ディーゼル車）

（付加価値税） （燃料課税） （課税前価格）

EURO/㍑



欧州と日本の燃料課税

（日本の燃料課税）

ガソリン税 53.8円/㍑ （413.8ユーロ/1000㍑）
（揮発油税48.6円/㍑、地方揮発油税5.2円/㍑）

軽油引取税 32.1円/㍑ （246.9ユーロ/1000㍑）
*1ユーロ＝130円として計算

日本における燃料課税の水準は、ガソリン税はドイツ、フランスなどの先進
諸国と比較しても低いレベルであり、また、軽油引取税は、EUの最低税率
をも下回るかなり低いレベルでの課税となっている。

ACEA（欧州自動車工業会）ホームページより



燃料課税とCO2課税の関係

燃料課税の課税方法は各国で大きく異なっているが、CO2とenergy contentの二つの
面からの課税を行うべきもの。2007年のgreen paperでも指摘している。

（欧州委員会環境総局担当者より聞き取り）

In order to represent an effective and uniform incentive towards efficient energy consumption, without creating 
distortions between energy products, all fuels should be taxed in the first place in uniform way according to 
their energy content, developing further the approach already existing in the heating fuel area and for electricity.  
In addition, taking into account the fact that the emissions generated during combustion differ from one fuel to 
another, taxation could in the second place reflect the environmental aspect of energy (by differentiating 
between greenhouse gas and non-greenhouse gas emission).  Such an approach would allow for a more 
automatic and straightforward tax differentiation in favor of more environmentally-friendly energy sources, 
notably renewables, as compared to what is the current situation.  Amongst other function energy taxation would 
explicitly recognize the environmental and security of supply benefits of renewables.

(Green Paper on market-based instruments for environment and related policy purposes, SEC(2007) 388)



資料２

（EUにおけるCO2排出規制）

第２回研究会　資料２



EUのCO2排出規制法成立までの流れ

（これまでの主な流れ）
1998 ACEAが2008年までに新車の平均CO2排出量を140g/kmとする自主的協定

voluntary agreementを締結。
2007.12 欧州委員会が、自動車（新車/乗用車）CO2排出量に係る規制法案を提案。

2008年目標の、ACEAの自主的協定は結局達成できず。
 市場が大型車を求める傾向であったこと
 歩行者安全保護などのその他の規制の存在

2008.9 欧州委員会産業/エネルギー委員会で意見採択
2008.9 欧州議会環境委員会にて採択
2008.12 欧州理事会Council及び欧州議会Parliamentにおいて非公式合意の成立
2009.4 CO2排出量規制法が成立

2010.1 発効

自動車（新車/乗用車）からのCO2排出量に係る規制法案について、2008年12月に、欧州
議会及び理事会における合意が成立し、2009年4月に規制法Regulation (EC) No443/2009 
of the European Parliament and of the Councilが成立。

＋15g/kmの影響



CO2排出量の状況（ACEA資料による）

120

130

140

150

160
170

180

190

200

210

1990 1992 1994 1996 1998 2000 2002 2004 2006 2008 2010

CO2 Emission 
[g CO2 /km]

Target
-25%

Year

ACEA（欧州自動車工業会）資料より

平均 158g/km



EUのCO2排出規制法①

１．規制値

 2012年までに、自動車産業全体の平均CO2排出量を、120g/kmとする。
 130g/kmまではエンジン技術の改善により達成
 残りの10g/kmについては補完的措置により達成

 2014年までは、全新車販売台数ではなく、以下の割合についてのみ規制値に適
合させればよいこととする。
 2012年 65％
 2013年 75％
 2014年 80％

 2020年までに、平均CO2排出量を、95g/kmとする。
 なお、当該規制値は自動車産業「全体」のものであり、個別のメーカーに対しては、

欧州委員会より120g/kmを欧州全体で達成するための個別の割当てが行われる。

２．複数企業による規制値達成（プール制）

 規制値を達成するために、5年以内の年度を区切って、複数企業一括での平均
CO2排出量を届け出ることも可能（pooling)。

 なお、poolingの相手を見つけられないブランド（生産台数が少ない、特殊なカテゴ
リを製造）等については、規制値の達成から除外（derogation)し、25％のCO2排出
量削減に替える。



EUのCO2排出規制法②

３．監査monitoring

 2010年から、加盟国は当該国内で登録された対象自動車について、①製造者、
②型式、③CO2排出量、④車両重量、等について記録する。

 2010年から、加盟国は、製造業者ごとに、①国内で登録された対象自動車数、②
平均CO2排出量、③平均車両重量、等を決定する。

 欧州委員会は、これらのデータを中央管理し、また、一般に公開する。

４．罰金

 2012～18年までは、規制値を達成できない場合、以下のように罰金を科する。
 超過1g/km 5ユーロ
 超過1～2g/km 15ユーロ
 超過2～3g/km 25ユーロ
 超過3g/km超 95ユーロ

 2019年度からは、超過g/km当たり95ユーロ。



EUのCO2排出規制法③

５．その他

 CO2排出量が50g/km未満の自動車に対する特例（super credit)
 2012～13年 3.5台とカウント
 2014年 2.5台とカウント
 2015年 1.5台とカウント

 代替燃料自動車に対する特例
 2015年まで、CO2排出量を△5％としてカウント

 エコ・イノベーションeco innovation
 認定されたCO2削減技術innovative technologiesについて、個別会社の規制

値について△7g/kmまで考慮。
 詳細については、2010年までに決定。

６．見直し条項

 2014年において車両重量の傾向を研究し、2016年以降の規制値を再検討する。
以後、3年ごとに見直しを行う。



各自動車メーカーの位置づけ

VDA（ドイツ自動車工業会）アニュアルレポート2008より



CO2排出量の確認方法

 加盟国は、新車の性能試験の際、検査機関から製造者に交付される適合証明書
Certificate of Conformityに記載されているCO2排出量等の情報から、個別会社の平
均CO2排出量等を算定する。

 Certificate of Conformityは、Directive 2007/46/ECに根拠を持つ、CO2排出量を含
む新車の性能を記載した書類。性能試験はEU域内で共通であるため、どの国で新
車が製造されたかにかかわらず、CO2排出量を統一的に確認することができる。

（ドイツにおける手続き）

① 連邦ドイツ自動車局が認可した自動車検査場において、型式ごとに性能試験を行い、
その結果についてCertificate of Conformityに記載したうえで、製造者に交付。

↓
② 新車購入にあたり、製造者はディーラーを通してCO2性能情報を含むCertificate of 

Conformityを購入者に交付。
↓

③ 購入者は、当該Certificate of Conformityを警察に持参し、登録を行った後、CO2情
報を含む車検証を受領。（なお、第一回目の自動車税納付は警察が代行）

このような仕組みにより、加盟国、課税庁、納税者が乗用車（新車）
のCO2排出性能を容易に、かつ、統一的に把握することが可能。









（参考）EURO規制

VDA（ドイツ自動車工業会）アニュアルレポート2008より



資料３

（ドイツの自動車税改革の状況）

第２回研究会　資料３



ドイツの自動車税改革の概要

 2009年7月より、CO2排出量を基準として取り込んだ自動車税の改革を行うとともに、
州税から連邦税に移管。
 移管より5年間は、州税務署が課税事務を受託。連邦は州に取扱費を支払う。5

年後以降は、税関（連邦組織）にて対応。
 連邦は州に、移管時点の自動車税収を保障（税収変動リスクは連邦が負う）。

連邦は統一的な交通政策（燃料課税、高速料金、自動車税）の立案が可能と
なり、州は税収の保障と徴税事務の簡素化が可能となることから、利害が一致。

 景気対策を機に導入。そのため、第一次景気対策（11/15/2008）以降に購入された
自動車について、新税制の方が負担が軽くなる場合は、遡って新税制を適用可能。

 税収中立のスキームにより制度設計。個別の納税者に係る自動車税負担も基本的
には同様となるよう、設計（ただし、ポルシェ等の特殊な自動車は、200～300ユーロ
程度の負担増となるケースも）。

 ディーゼル車については、ガソリンとディーゼルの燃料税負担の差を考慮し、排気量
基準での課税につき、ガソリン車よりも高いレベルの負担を設定。しかし、ディーゼル
車は基本的にCO2排出性能が高いことから、ディーゼルメーカーは改革を歓迎。

 CO2基準による課税は、ガソリン車、ディーゼル車ともに、g/km当たり2ユーロと同額。



ドイツの自動車税改革（制度詳細）

（適用）
 2009年7月1日から適用。
 2008年11月15日から2009年6月30日までに新車を取得した者は、負担の軽い

方の自動車税を選択可能。

（課税対象）
 新車新規登録された乗用車の保有者（トラック、バスなどは対象外）

（課税標準）
 CO2排出量ベース課税と排気量cylinder capacityベース課税の合算により課税。
 CO2排出量ベース課税 2ユーロ/g/km
 排気量ベース課税 ディーゼル車 9.5ユーロ/100cc

ガソリン車 2ユーロ/100cc

（免税点）
 EUのCO2排出規制とリンクした免税点を設定。
 2009～11年 120g/km以下（2015年規制値）
 2012～13年 110g/km以下
 2014～ 95g/km以下（2020年規制値）

（その他）
 EURO6を満たすディーゼル乗用車への減税（最高150ユーロ、2011～13年）







ドイツの自動車税改革による税収推移見積もりと減収対策

2009 2010 2011 2012 2013 2014

総計 △70 △185 △365 △410 △580 △195

連邦 △4491 △8702 △9207 △9252 △9422 △9037

州 4421 8517 8842 8842 8842 8842

 税収中立で仕組んでいるが、実際の税収インパクトは予測し切れていない。第一次
景気対策では時限的な税額免除（1年間）を打ち出し、廃車代替scrap incentiveに
よっても買換えが前倒しになっている。それゆえ、税収変動の予測は難しい。

 税収スライドindexationは採用していない。税収確保策としては、非課税となる自動車
の範囲を2011年までは120g/kmとしているが、EUの規制にあわせて95g/kmまで引き
下げる（範囲を縮小する）ことにより、税収確保策としている。

（連邦財務省担当者より聞き取り）

（100万ユーロ）（連邦財務省の予測）



ドイツの自動車税の仕組み

 取得した月から1年間の自動車税を賦課徴収。
 7月に取得した場合は、7月において翌年の6月までの自動車税を賦課徴収。

（日本のように一定の納期限があるわけではない）

 新車に係る自動車税は、登録と同時に警察において納付（警察が納入代行）。

 自動車税の実務は、改革後5年間は州税務署、その後は税関において行われる。

 支払い方法は、①銀行口座からの引き落とし、②クレジットカードによる支払い、
③現金支払いの3とおり。特に①の場合は自動的に引き落とすのみ。

 車検は、2度目は3年後、その後は2年おきに行う必要。



CO2基準による課税の導入後の自動車税の性格についてのコメント

自動車税は、贅沢品、財産への課税として導入したもので、一般財源である。

（このような考え方を持ちつつ）、社会的に良い振る舞いgood behaviorを促すために、
1985年から有害物質削減へのインセンティブとして、EURO基準による課税を導入し
ていた。

今回のCO2基準による課税の導入も、有害物質がCO2に変わったということで、社会
的に良い振る舞いへのインセンティブという根本的な考え方が変化したわけではない。

自動車税による環境抑制的側面という議論はあるが、税であることから税収の確保
が第一の目的である。環境の観点は全面に出してはいない。

今回の自動車税改革により、排気量cylinder capacityベースの課税が１／３、CO2
ベースの課税が２／３となるが、排気量ベースの課税があくまで基本であり、CO2
ベースの課税はインセンティブであり、従である。

（ドイツ連邦財務省担当者より聞き取り）



自動車税改革の評価についてのコメント

今回の改革のパッケージは、廃車代替を進めることが主目的であり、景気刺激策という
側面がある。自動車税改革によるCO2排出量への影響は試算できていない。買い換え
られる乗用車からのCO2排出量は、気候変動全体からするとわずかな量である。

（ドイツ連邦財務省担当者より聞き取り）

自動車課税へのCO2基準の導入は、さまざまなヨーロッパ諸国で行っている。社会的な
行動に係る変化をもたらすという点については評価できるが、実際のCO2削減にどれほ
ど効果があるかについては未知数である。

（ポツダム大学 ペーターセン教授より聞き取り）

自動車課税へのCO2課税の導入は、政治的判断であると理解している。燃費性能の良
い自動車を優遇すると言うこと。基本的には税収中立なので、自動車保有者の負担が
減るわけではない。

（ドイツ自工会VDAベルリン所長より聞き取り）



資料１

（フランスの自動車関連税制の概要）

第３回研究会　資料１



フランスの自動車関連諸税の概要

 ＶＡＴ

 自動車登録税（地方税）

 乗用車に対するBonus/malus制度

 社用自動車税

 車軸税

※ ２００５年に「ビニエット」を廃止。



乗用車に対する Bonus/malus 制度

• Bonus/malus制度とは、自動車のＣＯ２排出量の多い自動車に対し重課を、ＣＯ２排出量の少な
い自動車に対し軽課を行う制度

• 具体的には、
ＣＯ２排出量の多い自動車 ：重課相当分を小売価格に付加（malus）
ＣＯ２排出量の少ない自動車：軽課相当分を小売価格から控除(bonus)

※ 自動車登録税の税額を増減する制度ではない。



Bonus/malus 制度の税率

• 税率は、重軽課で税収中立になるよう設定。ただし、０８年については３．１億ユーロの減税超過。

• 技術進展に対応するため、年度ごとに税率が上昇するようセットされている。ただし、減税超過の
現状を受け、１０年に税率が見直される予定。

• なお、ＣＯ２排出量＞２５０ｇ/㎞の自動車については、初年度だけでなく毎年度１６０ユーロが課税

税率表【Bonus】 税率表【Malus】



Bonus/malus制度の効果について

• Bonus/malus導入（０８年１月）以降、低燃費車の普及率は増加傾向。



社用自動車税について

• 2000年に対象から個人所有の乗用車を除外。

• 2004年6月1日以降の年式で、2006年1月1日以降に企業の所有となった自動車については、
ＣＯ２課税が行われる。



炭素税の導入について

• 「環境グルネル会議」（大統領主催の産官学民の円卓会議）により炭素税の導入が提起。

• その後の検討を経て、今般、炭素税が導入さることが政府決定された。（本年１０月に法案が議会
に提出される予定）

• 石油化学燃料について、17ユーロ/co2-t の税率が課される見込み。既存税制（石油産品内国消

費税。ＴＩＰＰＳ）とは別建てで課税。電力に課税するかどうかは検討中（同国は、電源を原子力に依
存しているため）。

• 将来的には100ユーロ/co2-t まで税率を引き上げたい意向（エコロジー省）。

• 税収は、すべて再配分（社会保障料の引き下げや低所得者層への補助など）に充当されることで
合意。

• 排出権取引の対象である大企業は、本税の対象外。

• 調査の中では「（税率水準が低く）野心に欠けている」との評（J＝ル＝カシュー氏）がある一方、自
動車工業会などは「ディーゼル車の負担が重くならないよう注意が必要」とのコメントもあり。



資料２

（デンマークの自動車関連税制の概要）

第３回研究会　資料２



デンマークの自動車関連諸税の概要

 ＶＡＴ

 自動車登録税

 グリーンオーナー税



デンマークの自動車登録税の概要（税率）

• 7.9万ＤＫＫまでの新車については、車両価格（ＶＡＴ込）の１０５％が、7.9万ＤＫＫを超える新車に
ついては、車両価格の１８０％の自動車登録税が課される。（欧州でも類を見ない高水準）

【背景】
自動車がまだ高価だったころ、外貨流出防止の一環として、高水準の税率が課された
→ その後、為替管理の必要はなくなったが、代替財源を見出すことが困難なため（税務省）

• プリウスの場合で、消費者の最終支払価格は約860万円。

１０５％

１８０％

79,000ＤＫＫ

税率イメージ



デンマークの車体課税の水準



デンマークの自動車登録税の概要（負担軽減措置）

• 環境対策や安全対策の観点から、一定の負担軽減措置が講じられている。

（安全対策）
・ ＡＢＳ、エアバッグ等を装備した場合、一定額を課税標準から控除

（環境対策）

・ ディーゼル車において、粒子状物質フィルター（除去装置）を装備した場合、課税標準から
一定額を控除
・ 燃費性能の良い自動車に対する重軽課（bonus/malus system）（後述）

車両価額（ＶＡＴ込み） 100,000

ＡＢＳ特例 －3,750

エアバッグ特例（3つ目から6つ目まで） －1280×3＝－3840

ＥＳＰ特例 －2,500

Ｅｕｒｏ ＮＣＡＰ特例 －2,000

粒子状物質除去フィルター特例 －4,000

控除後課税標準 83,910

自動車登録税率（105％） 88,106

Bonus/malus －4000

特例適用後登録税額 80,106

単位：ＤＫＫ 燃費１８㎞/ℓの
小型ディーゼル車の場合

105,000

特例の適用がない場合の税率
（105％課税）



燃費性能に応じたBonus/malus 制度

・ 燃費性能が18㎞/ℓ以上の乗用車 → 燃費が1㎞/ℓ向上するごとに4000ＤＫＫ軽課

・ 燃費性能が18㎞/ℓ未満の乗用車 → 燃費が1㎞/ℓ低下するごとに1000ＤＫＫ重課

・ 燃費性能が16㎞/ℓ以上の乗用車 → 燃費が1㎞/ℓ向上するごとに4000ＤＫＫ軽課

・ 燃費性能が16㎞/ℓ未満の乗用車 → 燃費が1㎞/ℓ低下するごとに1000ＤＫＫ重課

ガソリン車

ディーゼル車

• 2007年より、燃費性能に応じた税率の重軽課措置を導入。増減収としては、全体としてbonusよ
りmalusが超過する傾向（税務省）

• 指標として、ＣＯ２排出量でなく燃費を用いているのは「デンマーク人の経済性に馴染むから」と
のこと（税務省）

【bonus/malus systemの概要】



Bonus/malus制度の効果について

• Bonus/malus導入以降、デンマークの乗用車のＣＯ２排出量は減少する傾向にある。



グリーンオーナー税（保有税）について

• 1997年7月1日以降登録された乗用車については、燃費性能に応じて、毎年保有税が課される
（それ以前に登録された自動車は旧体系（重量）により課税）。

• ガソリンと軽油ではＣＯ２排出量が違うことから、異なる税率表を採用。また、軽油はガソリンよ
り燃料への課税額が少ないことから、ディーゼル車について超過課税を行っている。（16,000㎞/
年走行でバランス）

• 元来、インフレ率等を加味した税率スライド制が導入されていたが、tax-freeze（増税凍結）策に
より、現在スライドを凍結中



自動車登録税の徴収体制について

• 自動車登録税は、ディーラーから月次でまとめて申告。ＳＫＡＴが登録データと突合。（国税庁
に相当）
※ デンマークでは、自動車登録事務は、ＳＫＡＴが所管。

• 課税に必要となる情報は、申告の際にtype-approvalを提出することで確認。



デンマーク産業会（ＤＩ）の提案について

• 消費行動は、イニシャルコストによって影響を受けやすいことから、登録税を引き下げることに
より、環境性能の良い自動車への買い替えの促進を期待。

• 車両価格と燃費の間に相関関係は薄く、燃費性能が悪い低価格自動車が存在

• 税収中立を前提として、国民へのエコカー普及促進を図るべく、以下の2点を提言
① 自動車登録税を廃止すること
② 保有税をＣＯ２ベースの課税に改めること

• ＤＩ案によれば、旧来に比べ9.4％のＣＯ２削減効果が期待

問題意識

提言の内容
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イギリスの自動車関連諸税の概要

 ＶＡＴ

 自動車物品税（ＶＥＤ（vehicle excise duty））

 社用自動車税（ＣＣＴ（company car tax））



ＶＥＤの制度変遷

1889年 創設

1909年 ＶＥＤ税収を道路の建設・維持に充てる制度の創設

1936年 上記制度の廃止
【理由】整備需要を税収が超過しており、また他の政策目的のために増税されていたため

1998年 労働党政権において、ＶＥＤの環境配慮型税制への改正を提言

2001年 ＶＥＤ改革の実施
① 課税標準をエンジンサイズ（ＣＣ）からＣＯ２排出量へ変更
② 税率区分は４つに設定。税収中立を前提
③ 既販車については、引き続き旧税体系を適用

2002年 税率区分を４から５へ細分化

2003年 税率区分を５から６へ細分化

2006年 税率区分を６から７へ細分化

2009年 税率区分を７から１３へ細分化。First year rateの導入

この間
22回の増税
が実施



ＶＥＤの概要

• ２００１年から課税標準を排気量からＣＯ２へ変更。（税収中立を前提）

• 一義的には、税収確保が目的の一般財源（環境税という位置づけはなされていない）

• 技術進展に対応するため、数年ごとに税率を見直し

• 2009年よりFirst-Year Rateを導入



First-Ｙear Ｒate（１年目の自動車税の重軽課制度）の導入について

• 2010年4月より登録初年度自動車用と2年目以降の自動車用の２つの税率帯（前者をfirst year 
rate又はshowroom-taxと称する）が設けられる。

• ＣＯ２排出量の少ない自動車ほどfirst year rateが優遇（軽課）されるのに対して、ＣＯ２排出量の
多い自動車は重課されることとなる。

• このような制度を設けた趣旨は、環境的な観点から、買い替えを奨励するため。（当局としては、
エコカーへの買い替えは、イニシャルコストの多寡が重要なポイントになると考えているとのこと）

• これにより、ＶＥＤは流通税としての性格を併せ持つものとなった（財務省）

◎ THE  KINGS  REVIEW part2
財政支援は、自動車の購買から使用まで通じて、人々が選択を行うに当たって決定的な存在である。

【略】

－ 消費者は、将来コストを大目に割り引く傾向があり、購入段階でのインセンティブは、人々の自動
車の購買行動への影響という面で強い影響を与える。
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海外調査結果の概要について

１ 期間

平成２１年７月５日～１２日、８月３０日～９月９日

（諸富座長、平木補佐） （松本委員、吉村委員、高田補佐）

２ 調査実績

フランス（８/３１～９/２）
○ 予算省
○ エコロジー省
○ 自動車工業会
○ ＯＦＣＥ（パリ政治学院経済研究所）
○ ＯＥＣＤ

イギリス（９/７～８）
○ 財務省
○ 交通省
○ ＲＡＣ ＦＡＵＮＤＡＴＩＯＮ

デンマーク（９/３～４）
○ 国税省
○ デンマーク産業会
○ デンマーク経済評議会

ドイツ（７/８～１１）
○ 連邦財務省
○ 連邦環境省
○ ベルリン州財務省
○ 自動車工業会

ＥＵ（７/６～７）
○ ＥＵ議会事務局
○ ＥＵ委員会（税・環境）
○ 欧州自工会

http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/eu/index.html�
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登録課税の意義について

○ 保有課税のほかに、登録（取得）段階で車体課税を行うことに固有の意義はあるか。

フランス

• 哲学的な理由は思いつかない。要は、予算が必要ということに尽きるのだろう。【予
算省】

• 登録段階でインセンティブ（bonus/malus）を仕組んだのは、消費者はshort-termで消
費行動を決定するとのアメリカの研究成果に基づくもの【エコロジー省】

• 保有課税であろうと、登録課税であろうと政策的効果に大きな違いはない。かつては、
消費者はshort-termで行動するとの主張がよくなされたが、必ずしもそうではないとす
る研究が最近出てきた。【ＯＥＣＤ】

デンマーク

• 消費行動はイニシャルコストに影響されやすい。ただし、我が国では高額の登録税
が労働力の移転を阻害する結果になっておりＥＵ指令に抵触すると考えている【デン
マーク産業会】

• 結果論だが、登録税を引き上げた結果、自動車が小型化したり台数の減少するなど
環境対策には貢献した。【税務省】

イギリス

• よくわからない。研究の対象【グライスター教授】
• 買い替え促進はイニシャルコストの多寡が重要であり、first-year-rateを導入したのも

このため。これによりＶＥＤに流通税と財産税両方の意味合いが生じたものと理解。
【財務省】

ドイツ • ドイツに登録課税がない理由は、燃料課税が十分高いことが挙げられる【独自工会】

⇒ 各国とも積極的な意義づけは行われていないが、買い替え促進には有効とい
う点では概ね見解が一致。



2005年ＥＵ指令案への対応について

○ 2005年指令案への対応如何。登録課税に対して二重課税との批判はないか。

ＥＵ
• 登録課税は、基本的に走行距離等に基づかない課税であり、二重課税の問題もあ
る。他方、額を動かすことで環境性能のよい自動車への選択に影響を及ぼすことに
有効との考え方もある。【環境総局】

フランス

• 廃止する考えはない。わが国の自動車登録税は、82年の地方分権改革の際、道

路保全事務を国から県に移譲する際に、見合いの財源として付与したものであること
に留意しなくてはならない（廃止に馴染まない）。【予算省】

• 国民も慣れたせいか、二重課税であるとの批判は最近聞かない。フランスは二重
課税の伝統が深く、家屋に対しても３種の税が課されている。【予算省】

デンマーク
• 廃止する考えはない。本来各国ごとに決められるべき話。【税務省】

• 自動車登録税は、公道で自動車を使用する権利を付与することへの対価であり、Ｖ
ＡＴとは性格が異なる。二重課税には当たらない。【税務省】

⇒ 登録税課税国については、指令案に否定的。



車体課税にＣＯ２課税に導入した政策効果について

○ 車体課税にＣＯ２課税を導入することにより、どのような効果があったのか。

ドイツ

• 今回の改革のパッケージは、廃車代替を進めることが主目的であり、景気刺激策と
いう側面がある。改革によるＣＯ２排出量への影響は試算できていない。買い替えら
れる乗用車からのＣＯ２排出量は、気候変動全体からするとわずかな量である。【ド
イツ財務省】

• 社会的な行動に係る変化をもたらすという点については評価できるが、実際のＣＯ
２削減にどれほど効果があるかについては未知数である。【ポツダム大学 ペーター
セン教授】

フランス
• 自動車については、注意深くＣＯ２排出量/㎞をウォッチしている。Bonus/malusの導
入により飛躍的に向上した【エコロジー省】

• 残念ながら政策効果の測定モデル等は存在しない【ＯＥＣＤ】

イギリス
• 交通量や燃料消費と違って、ＶＥＤ（車体課税）の政策効果については、（国際的
に）学術的研究が進んでいるとはいえない状況【グライスター教授】

⇒ 乗用車の低燃費化の向上に一定の成果があったものと各国とも認識。ＣＯ２削
減量への寄与については不明。



車体課税で環境税を仕組む意義について

○ ＣＯ２排出抑制を車体課税で仕組むことの意義如何。

フランス

• ＣＯ２排出抑制の観点からは、ＣＯ２排出量と税金を直結させることが有効。その意
味では燃料課税の方が有効と言える。車体課税はそれを補完する役割【Ｊ＝ル＝カ
シュー氏】

• 燃料課税やロードプライシングで仕組むのが理想的。【ＯＥＣＤ】

• しかし、現在の経済状況を一つの契機として、車体課税はオプションの一つとして
使う手はあるだろう。ただし、インセンティブとして税制を使うことは基本的には反対。
悪いものに課税する（汚染者負担）が原則と言うのがＯＥＣＤの立場【ＯＥＣＤ】

デンマーク

• 燃料課税が理想的。走行課税を導入することが与党で検討されているが、ＧＰＳな
どのインフラが未整備なため実現性は薄い。日本は島国であり、燃料課税を引き上
げても他国で給油しようがないのに、なぜそうしないのか疑問。【税務省】

• 登録税は廃止するべき。ロードプライシングがお薦め。【経済評議会】

イギリス
• ロードプライシングなり走行距離に応じた課税が有効と考える。（環境税の本質は）
経済学的にいえば、炭素に正しいpriceを付け、その税収の位置づけを明確化するこ
と。それ以外は２次的な問題でしかない【グライスター教授】

⇒ 各国とも積極的な意義づけは行われていないが、燃料課税を補完する役割と
して一定の評価。



ＣＯ２課税導入後の税の性格論について

○ ＣＯ２課税を導入することに伴い、課税根拠の変更を行ったか

ＥＵ

• ＣＯ２課税後も、課税ベースとしてＣＯ２とその他のベース（ＣＣなど）を併用するべきで
ある。２００５年指令案において、自動車税の５０％について、ＣＯ２基準を採用するべき
と盛り込まれたのは、自動車税には財産税的、道路損傷負担金的性格や駐車場整備
など一定の費用に充てるべきなどの考えがあり、そういった部分を自動車課税に残す
べきとの考え方に基づく【ＥＵ環境総局】

• ドイツの新しい制度（ＣＯ２と排気量の併用）はfair combinationである。【ＥＵ環境総局】

ドイツ

• 自動車税は贅沢品・財産への課税として導入された。85年からgood behaviorを促すた

めに、有害物質の削減へのインセンティブとして、ＥＵＲＯ基準による課税を導入した【財
務省】

• 環境抑制的側面という議論はあるが、税であることから、税収の確保が第一の目的で
ある。環境の観点は、前面に出してはいない。【財務省】

フランス
• そもそも自動車が財産という発想はない（ゆえに財産課税とはいえない）。

• ＴＩＰＰＳ（石油産品国内消費税）も社用自動車税も環境税として理解されていない。（環
境対策というのは結局は後付け）【予算省】

デンマーク
• 77年に登録税の引き上げを行っているが、あくまで財政目的。
※ その後課税根拠を変更した等のコメントはなかった

• グリーンオーナー税についても財産税という認識。【国税省】

イギリス • 一義的には税収目的であり、一般財源。【財務省】

⇒ 各国とも環境対策としての側面があることは否定しないも、積極的に課税根拠
として位置付けている国はなし。



自動車業界の反応について

○ ＣＯ２課税の導入等に際し、自動車業界からどのような反応があったか。

ドイツ
• ＣＯ２課税の導入は、政治的判断と理解。燃費性能のよい自動車を優遇するという
こと。基本的には税収中立なので、自動車保有者の負担が減るわけではない。【独
自工会】

フランス

• 我が国においても、自動車会社の力は強いが、ＣＯ２課税の導入については特段
の反応はなかった。【予算省】

• はっきり言ってフランスの自動車に対する税金は、あまり高いと思わないので問題
視していない。むしろロビィイング相手としてはＥＵに対するものが専ら。ただし、炭素
税には注意を払う必要があると思っている。【仏自工会】

イギリス

• イギリスの主要自動車メーカーは、殆ど外国資本になってしまった。残った企業と言
えば、アストン・マーチンやロールスロイスなどがそうだが、これらの企業は大企業と
いえないことから、ＥＵ規制で不利益を被らないよう彼らの意見に耳を傾けるようして
いる。【交通省】

⇒ 以下の通り。



営業用自動車の取り扱い

○ ＣＯ２課税導入後の営業用自動車の取り扱い。

フランス

• 保有課税については、法人車のみが対象（＝社用自動車税）。

• 社用自動車は乗用車のみが対象であるが、トラックについては別途車軸税で対応
することとなっている。【予算省】
※ 車軸税の課税標準は「重量」

デンマーク
• 営業用自動車については、自動車登録税率を大幅に軽減。このため、営業用自動
車を個人利用する例が後を絶たない。【税務省】

イギリス
• （流通コスト削減の観点からわが国では営自較差が存在する旨言及したところ、）イ
ギリスでは、営自較差は存在しないが、そのような措置を設けている方が個人的に
は好ましいと思う。【財務省】

⇒ 以下の通り（各国により区々の対応）



ＣＯ２課税導入に当たり、社会政策的配慮を加えているか

○ 自動車に移動手段を頼らざるを得ない地方住民等に対する減免措置等はあるか。

フランス
• 炭素税については、その税収を財源に、貧困層や地方在住者への給付金（グリー
ンチェック）を支払うことを決定【エコロジー省】
※ 車体課税については、特段言及なし。

デンマーク
• そうした配慮は加えていない。我々は税を集めるのが仕事であり、それより後は政
策官庁が考えるべき話。【国税省】

イギリス ※ 一般財源であり、特段対応は行っていない模様

⇒ 車体課税において対応を行っている国はなし。
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平成 22年度税制改正大綱(抄) 

 

平成 21年 12月 22日 

閣 議 決 定 

 

第３章 各主要課題の改革の方向性 

７．個別間接税 

（３）暫定税率、地球温暖化対策のための税等 

①  暫定税率 

  揮発油税、地方揮発油税、軽油引取税、自動車重量税及び自動車取得税の暫定税率

は、これまで累次の道路整備計画に定められた道路整備のための財源として、道路整

備計画と一体的なものとして延長されてきました。 

  現在の暫定税率は、平成 19 年 12 月に検討された 10 年間の道路整備計画の案を根

拠に平成 20 年４月から平成 30 年３月末までの 10 年間のものとして定められました

が、財源の使途については、前政権下の平成 21 年４月に一般財源化され、道路特定財

源制度はなくなりました。 

  このような認識に立って、現行の 10 年間の暫定税率は廃止することとします。 

  他方、現在は石油価格も安定しており、化石燃料消費が地球温暖化に与える影響に

ついても度外視できない状況にもあります。また、急激な税収の落ち込みにより、財

政事情も非常に厳しい状況にあることも踏まえる必要があります。このようなことか

ら、今回の税制改正では、長い経緯に縛られてきた現行の 10 年間の暫定税率は、廃止

しますが、当分の間、揮発油税、地方揮発油税、軽油引取税について現在の税率水準

を維持することとしました。 

  ただし、国民の生活を守る観点から、平成 20 年度上半期に見られたような石油価格

の異常な高騰時には、本則税率を上回る部分の課税を停止するための措置を併せて講

じることとします。 

 

②  地球温暖化対策のための税 

  地球温暖化対策の観点から、1990 年代以降、欧州各国を中心として、諸外国におい

て、エネルギー課税や自動車関連税制などを含む、環境税制の見直し・強化が進んで

きています。 

  我が国における環境関連税制による税収の対ＧＤＰ比は、欧州諸国に比べれば低い

といえますが、今後、地球温暖化対策の取組を進める上で、地球温暖化対策のための

税について、今回、当分の間として措置される税率の見直しを含め、平成 23 年度実施

に向けて成案を得るべく更に検討を進めます。 

 



③ 車体課税 

  自動車関連諸税においてはかねてより簡素化、負担の軽減、グリーン化が強く求め

られてきました。 

  平成 22 年度においては、自動車重量税について、現行の 10 年間の暫定税率を廃止

した上で、地球温暖化対策の観点から、当分の間、次世代自動車（電気自動車、ハイ

ブリッド自動車等）には本則税率を適用するとともに、次世代自動車と比べて、単位

重量あたりのＣＯ2 排出量が多いガソリン車等については、本則税率の２倍（自家用

乗用車の場合）の税率を設定するなどの措置を講じることとします。 

  また、いわゆる「エコカー減税」（24 年４月末まで）については、制度の仕組みを

維持します。 

  以上の措置により、自動車重量税のグリーン化を行いながら、暫定税率による上乗

せ分の国分の約２分の１に相当する規模の税負担の軽減を図ることとします。 

  自動車取得税については、現行の 10 年間の暫定税率を廃止した上で、地球温暖化対

策の観点から、当分の間、現在の税率水準を維持することとします。また、いわゆる

「エコカー減税」（24 年３月末まで）については、制度の仕組みを維持します。 

 

④  地方環境税の検討 

  喫緊の課題である地球温暖化対策を推進するためには、地域において主体的な取組

を進め、地球環境に貢献することが求められています。 

  ＣＯ２の排出を抑制するためには、地方税においても、すでに軽油等に課税してい

ることを踏まえ、燃料や自動車に対して、環境への負荷に応じた措置を行うことが必

要です。 

  また、地方公共団体は、地球温暖化対策について様々な分野で多くの事業を実施し

ています。このような地方の役割を踏まえ、地球温暖化対策のための税を検討する場

合には、地方の財源を確保する仕組みが不可欠です。 

 

第４章 平成 22 年度税制改正 

11．検討事項 

〔国税・地方税共通〕 

（２）地球温暖化対策のための税については、今回、当分の間として措置される税率の見

直しも含め、平成 23 年度実施に向けた成案を得るべく、更に検討を進めます。 

    車体課税については、エコカー減税の期限到来時までに、地球温暖化対策の観点や

国及び地方の財政の状況も踏まえつつ、今回、当分の間として適用される税率の取扱

いを含め、簡素化、グリーン化、負担の軽減等を行う方向で抜本的な見直しを検討し

ます。 

    これらを法律において規定することとします。 



環境自動車税（地方税）の創設

○ 「将来的には、（略） 自動車重量税は

自動車税と一本化」

○ 「CO2等排出量について、２０２０年

までに２５％減（1990年比）」

排気量（㏄）に応じた課税

車両重量に応じた課税

環境損傷負担金的性格
（CO2排出量を勘案した税率）

財産税的性格
（財産的価値を勘案した税率）

民主党Manifesto

○ 既に１７カ国において、自動車税又は自

動車登録税の課税標準等にCO２を導入

≪代表的な導入国≫

イギリス、フランス、ドイツ、スウェーデン、デンマーク 等

欧州の動向

自動車の保有課税を抜本的に改組し、平成23年度を目途にCO2排出量と税額が連動する仕組みを導入

自動車税（地方税）

自動車重量税（国税）

検討の方向性

環境自動車税（地方税）のイメージ現 在

一本化

注） 課税標準、税率、徴収方法など制度の詳細は今後有識者を交え検討。

（1.6兆円（21年度地財ベース））

（本則分0.4兆円、暫定上乗せ分0.5兆円（21年度予算ベース））

※ヨーロッパ自動車工業会資料による



参 考 資 料



（億円）

地方公共団体の地球温暖化対策について（未定稿）

・・・調査に当たっては、京都議定書目標達成計画（平成20年３月28日全部改定・閣議決定）別表に記載された「地方公共団体が実施することが期
待される施策例」等を示した上で実施。

※ 都道府県及び市町村の「地球温暖化対策」に係る平成20年度予算額を調査。

都道府県 市町村

7,852 7,207

その他の温暖化対策
・地球温暖化対策アドバイザーの派遣
・エコサインガイドラインの策定 502 224

合　　　　　計

・都市林の保全や都市公園施設の整備
・森林病害虫（松くい虫）の防除 3,409 1,121

横断的施策 ・温暖化対策地域推進計画の策定 1 1

温室効果ガス吸収源
対策・施策

276 335

代替フロン等
に関する対策・施策

・代替製品の調達 1 8

3,645 4,722

非エネルギー起源のCO2

に関する対策・施策
・生ごみ処理機購入費用の助成
・家庭用廃食油の資源化の促進 18 796

地球温暖化対策 取　　　組　　　例

エネルギー起源のCO2

に関する対策・施策

メタン、一酸化二窒素
に関する対策・施策

・焼却灰処理「エコセメント」化の推進（焼却灰の有効利用）
・環境にやさしい農業者（エコファーマー）の認定

　利用促進
・市バス等のサービス・利便性向上を通じた公共交通機関の

・共同溝の整備

・地中熱を利用した融雪施設の設置

・都市公園、街路等の緑化や官公庁の屋上等の緑化

○ 地方公共団体合計で１兆5,058億円（都道府県：7,852億円、市町村：7,207億円）。

○ 京都議定書目標達成計画（平成20年３月28日全部改定・閣議決定）においては、地方公共団体は、地域の自然
的社会的条件に応じた先駆的で創意工夫を凝らした対策へ取り組むことが求められている。
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自動車重量税(国税)の概要

創設時期 昭和４６年（第６次道路整備５か年計画による道路財源の必要性から創設）

課税主体 国

課税客体 ① 新規検査若しくは予備検査による自動車検査証の交付又は継続検査、臨時検査、分解整備検査若しくは構造等変更検査によ
る自動車検査証の返付を受ける自動車

② 車両番号の指定を受ける軽自動車

納税義務者 上記の自動車検査証の交付又は返付を受ける者及び車両番号の指定を受ける者

税 率 ・以下の表は、次世代型自動車(電気自動車、ハイブリッド自動車等)及び経年車(18年超)以外の自動車に対する税率。

・次世代型自動車については本則税率、経年車については暫定税率廃止前の税率水準が適用される。

納付方法 時 期：車検時（自動車の種類に応じて１～３年ごと）

方 法：自動車重量税印紙納付（臨時検査等にあっては現金納付）

納税地：車検証の交付等の事務をつかさどる運輸支局等

性 格 権利創設税（車検等によって初めて自動車の運行が可能になるという法的地位に着目）

税 収 １０,７５５億円（平成２０年度決算額）

（うち国税分７,１７０億円、譲与税分３,５８５億円）

割合：２／３は国、１／３を市町村へ譲与（自動車重量譲与税）

その他 自動車リサイクル法により適正に解体された自動車について、自動車検査証の残存期間に相当する自動車重量税を還付。

※臨時検査については上記税率の２分の１の税率

(単位：円)

区 分

自家用自動車 営業用自動車

車 検 有 効 期 間

１年 ２年 ３年 １年 ２年 ３年

検査自動車

乗用自動車 車両重量0.5tごと 5,000 10,000 15,000 2,700 － －

バ ス 車両総重量１tごと 5,000 － － 2,700 － －

トラック（車両総重量2.5t超） 〃 5,000 10,000 － 2,700 5,400 －

トラック（車両総重量2.5t以下） 〃 3,800 7,600 － 2,700 5,400 －

特種用途自動車 〃 5,000 10,000 － 2,700 5,400 －

小型二輪 一両につき 2,200 4,400 6,600 1,600 3,200 4,800 

軽自動車 〃 3,800 7,600 11,400 2,700 5,400 －

届出軽自動車
軽二輪 一両につき 5,500 4,300

その他 〃 11,300 8,100







車検時徴収方法の導入に係る論点について

メリット デメリット

• 車検代と同時に徴収されるため納税者の負担感が低い。
• また、車検時の一括徴収で徴収が完了するため、徴税の簡素化
に資する。

• 滞納防止の効果が見込め、徴収率の向上に資する。

• 車検徴収の仕組みの整備が必要（実務的な対応が新たに必要）。
• 車検は、どの都道府県でも運輸支局で受検可能なため、清算の
仕組みが必要。
※ 県域を越える引越しの場合も同様

検討項目

① 車検時に徴収するとした場合、誰がどのように徴収事務を行うか。

案１） 運輸支局に都道府県の受付を併設させる

案２） 国の機関である運輸支局に徴収を委託する

② 納税者が主たる定置場以外の都道府県で車検を受検する場合の徴収をどのように行うか。

・ 車検は任意の運輸支局で受検が可能であるため、納税地外で車検を行う場合の納付方法が問題となる。

案１） 県税事務所に全国の証紙を備える

案２） 都道府県相互の清算の仕組みを導入する

＜車検時徴収とは＞
車検（新規検査、継続検査、構造変更検査）時に、都道府県に自動車税を納税する仕組み。納税額は、次の車検

までの年度分の自動車税額を先取り。

第５回研究会　資料３



ＣＯ２排出量の把握方法等について

１ ＣＯ２排出量の把握方法について

（現状）
・ 環境特例では、燃費性能を表す指標として「燃費基準達成レベル」を利用している。この燃費

基準達成レベルは、車検証に記載され、課税庁は、車検証を確認することにより、特例要件の適
合性を確認することができる。

（論点）
・ これをＣＯ２排出量を基準にした仕組みに改める場合、現在、国土交通省が把握している個車

毎の燃費値などを基にＣＯ２排出量を換算し、これを車検証に記載するシステムの構築が必要。

・ ただし、既販車の場合、燃費値を付与されていないものや現在と測定モードが異なる燃費が付
与されたものも存在し、その取り扱いについて実務的に検討が必要。

２ ＣＯ２性能の表記方法について（g/km か km/ℓ か）

（概要）
・ 自動車が排出する二酸化炭素の量は、燃料の消費量に応じて増減するものであることから、燃

費性能に概ね連動する。したがって、ＣＯ２排出量ベースの課税の指標として、CO2-g/km又は
km/ℓのいずれを利用するとしても大きな差異は生じない。

（課題）
・ 納税者の振る舞いをよりエコフレンドリーな方向へ誘導していく観点からいずれの指標を用い

ることが効果的か検討が必要。
※ 欧州では、前者を用いる国が多いが、デンマークなど後者を用いる国も存在する。
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